
第3章◆平成噸   
5 収支比率及び積立比率の実績と将来見通しとの帝離の分析  

本節では、被用者年金について、平成17年度の収支比率や積立比率の「実績」が「将   

来見通し」と帝離した要因を分析する。  

収支比率は、年金財政の支出のうち保険料収入や運用収入など自前財源で賄うこと   

となる総合費用（「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に   

用いられる。）を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率で、収支状況を表   

し、100％を超えると積立金の取り崩し等、保険料収入や運用収入のほかの財源が必要   

となることを意味する。また、積立比率は、前年度末積立金を総合費用で除して得ら   

れる比率で、積立金が総合費用の何年分に相当するかを表し、これが大きいほど積立   

金に余裕があることを示している。  

運用利回り、賃金上昇率、年金改定率の実績が、平成16年財政再計算における将来   

見通しと乗離することにより、積立金、保険料収入、総合費用などの単独の財政項目   

について、実績と将来見通しとの間に帝離が生じてくる（積立金は図表3－2－11、保険   

料収入と総合費用は図表3－3－9）。収支比率と積立比率は、ともに収入項目、支出項目、   

積立金などの各財政項目の動きを総合的に捉える財政指標であるが、複数の項目の組   

合せの結果、分子・分母で帝離がある程度緩和されることもあり、単独項目のように   

帝離が単純に拡大していくものではない。被用者年金各制度の平成17年度の収支比率   

は将来見通しより改善し、積立比率は概ね将来見通しと同水準となっているが、これ   

らについて詳しく分析することとする。  

なお、前述のとおり、蔀離分析を単純にするため、平成16年改正後の制度改正によ   

る基礎年金の国庫・公経済負担の引上げによって生じた帝離をあらかじめ除去する方   

法として、比較対象の一方である平成16年財政再計算における「将来見通し」に当該   

引上げ分を反映し加工したものを平成17年度の実績と比較している。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（1）平成17年度の収支比率   

最初に平成17年度の収支比率の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表  

3－5－1のとおりで、各制度いずれも実績が将来見通しを下【リ1っており、厚生年金で25．1  

ポイント、国共済＋地共済の簿価ベースで14．4ポイント（国共済及び地共済それぞれ  

ではそれぞれ6．7ポイント及び16．6ポイント）、私学共済の簿価ベースで17．6ポイン  

トト［司った。  

図表3－5－1平成17年度収支比率の実績と、ド成16年財政再計算における  

将来見通しとの釆離状況  

85．0  93．0  

［60．3］   ［79．1］  

82．7  74．0   

［55．9］   ［65．5］  

99．3  91．6  

△16．6  △17．6  

［△ 43．4］ ［△ 26．0］  

△16．7  △19．2  

［△ 43．7］ ［△ 28．4］  

平成17年＝倒ほ比率実績  

将来見通L  

［88．9］  

113．9  99．4  99．7  

△14．4  △ 6．7  

［△ 39．2］ ［△ 20．6］  

△14．5  Jゝ 6．8  

［△ 39．4］ ［△20．6］  

［△ 25．1］  

［△ 22．0］  

乗離（実績拍栗鼠通L）  

派離の割合（実績将来鋸車L1）（（㌔．）  

注1： 一内の数値は、時価ベースのものである㌧〕  

往2：厚牡牛金の実絹は、厚生年金基金の最低責任準備金などをカロえた財政再計算ベースのもの（第3節で「実  

績推計」とLていたもの）であるr、  

柱3：平成1（う年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担に  

ついては、、科長川牛改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3「11／1000）相当額として見込まれているが、  

その後の制度改11二により当該国庫・公経済負担が引き卜げられていることから、平成17年度収支比率の  

将来見通しは、実績との比較のため当該引上げ分け）加工を行った数値であり、年金数理部会にて推計したし 

（2）収支比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成17年度の収支比率の実績が16年財政再計算における将来見通しと帝離した要  

凶として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する住1。  

○総合費用注ごが将来見通しと異なっていたこと  

○保険料収入が将来見通しと異なったこと  

○連用収入が将来見通しと異なったこと  

柱1各要因が平成17隼度の収支比率の将来見通しとの蔀離に与えた寄与分の計算力法は、章末の  

補遺3参照のことし本節で行う収支比率の各要因の寄与分の計算は、補遺3で示した算式・計算  

順によった場合のものである【 一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くこと  

があることに留意されたい 

注2 「実質的な立川－匡庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算州に使用される 
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（3）収支比率の帝離分析結果   

一収支比率の帝離の主要な要因は、運用収入が将来見通しと異なったこと－   

この計算結果によると（図表3－5－2）、平成17年度の収支比率の実績が16年財政再  

計算における将来見通しを上回った帝離は、主に運用収入が将来見通しと異なったこと  

により発生したものであることがわかる。   

帝離全体と運用収入の乗離の寄与を対比させると、厚生年金で△25．1％に対して△  

27．1％、国共済＋地共済（簿価ベース）で△14．4％に対して△15．0％（国共済で△6．7％  

に対し△8．3％、地共済で△16．6％に対し△16．9％）、私学共済（簿価ベース）で△17．6％  

に対して△18．4％となっている。地共済では総合費用の帝離が収支比率を低くする方  

向に働いているため、国共済＋地共済においても総合費用率が収支比率を低めている  

が、それ以外では、総合費用の範離は収支比率を高くする方向に働いている。  

図表3－5－2 平成17年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しとの帝離 の発生要  厚生年金   
因  

国共済＋地共済   国共済   地共済   私学共済   

17年度収支比率の将  

来見通しとの乗離   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   

（実績将来見通し）  ［△25．1］ △14．4 ［△39．2］△6．7 ［△206］△166 ［△434］△176 ［△260］   
総合費用   ［2．7］ △0．9 ［△0．6］ 1．8   ［1．5］△1．6 ［△1．1］  0．6   ［0．6］   

保険料収入   ［△0．6］   1．4  ［0．7］△0．3 ［△0．2］ 1．9  ［0．9］  0．1   ［0．1］   

運用収入   ［△27．1］ △15．0・［△39．3］△8．3 ［△21．9］△16．9 ［△43．2］△18．4 ［△26．7］   

17年度収支比率の将  

来見通しとの承離を  
100とした構成比  

総合費用  

保険料収入  
運用収入  

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ‖も ％  

…－…上皿－…－－…遡－－－－一叩－一上迎⊥－－－－－一遇旦－－－－－－－－一辻軋－－－－－ユt…－－…上ユ虹－…－－－…－－一止担ユー   

［△11］  ［2］ △27   ［△8］  ［3］  ［△2］  

［3］ △10   ［△2］  4  ［1］ △11  ［△2］ △1  ［△0］   

［108］   104  ［100］ 123  ［106］ 101   ［99］ 104  ［103］  

江：［］内の数値は、時価ベースのものである。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

さらに、「運用収入が将来見通しと異なること」の要因として、前節の積立金の範離  

分析でみたのと同様に、前年度末の積立金との名目運用利回りや運用収入以外の収支  

残が、将来見通しと異なったことが考えられるので、この寄与分について、   

016年度末の積立金が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

017年度の名し」運用利回りが将来見通しと異なっていたことの寄㌧分   

017年度の連用収入以外の収支残庄2が将束見通しと異なったことの寄与分  

に分けた射。   

注1 各制度の－将来見通しは、厚生年金を除き平成17年度以降に閲し作成されているので、平成16  

年度以前の蔀離の寄与圭では遡らなかった   

拝2 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項針でみた収支残のことである。   

柱3 計算方法の詳細は章末の補遺3参照のこと 

結果は次の図表3－5－3のとおりである。  

図表3－5－3、ド成17年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの乗離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通Lとノ）釆割け）発生雪藁   卑生年透 l  匡共済十池共済  l  国共済  l   抱共済  l  も′、芋共済   

＝年度収支比率の将来見通しとの零♯  

（実績一将来見通し）  △2511  △144   ⊥ゝ3La   △67 ＿」仝20旦」＿  △16  6  ⊥仝」軋＿＿＿A＿ユ⊥且＿＿＿＿＿」仝丑山＿   
総合費用   〔2了】   △ Og   ［△06］  18  ［15】  △  6   【△1り  06  ［06］   

1丁年度総合費用の不離分  ［27】  △0し‖‖⊥△061    し8    ［15］  △16  ［△1り     06    上061   
保険料収入   ［△06］  14  ［07］   △03   9  ［09］  01  ［0り   

［△06】  14  17年度保険料収入の車線分         ［071   △03   上  β＿＿＿＿＿＿‖四こ軋‖▼▼▼‖9＿1＿＿＿＿＿＿＿＿飽」1   
運用収入   ［△ 27 り    △150   ［△ 3g3〕   △ 83   ［△ 219］   △16  9   ［△432ユ    △184   ［△ 26 7］   

16年度末積立金の禾牡分  J△0q   △01   し△06l    OO   J△04］   △02   ［AO7】   △01  ［△091   
17年産  ［△ 265〕   △148    △387】   △83   ［△215    △16  7  〔△425】  △ 柑3  ［△2581   

宅目〕軍用≠ノ回り   ご（；し）  14り    しこ 北．7」  ∠一 日∴j     二▲ ごlb」   二1l   ハ．圭ぐ5  1わ∴5  ご5勘   

雇用収人力牒い収支柁   U．（）  UU  Ll）．UJ  t）t）  Lu0  U  U  u．uJ  u．u  Lt）U」   

17年度収支比率の将来見通しとの黍≠を1（氾  
とした構成比  

総合費用   
1了年度総合費用の布七分  

”－【－－一山軋【－－－【－－一－一愉－・憫一迅虹－・－岬－－⊥－－－－－－」」し軋－－－－－－－－」一－－－－【一皿－【－”【一－－－W－－－」し軋  
［△11］  ［2］  ［△8〕  ［3］  ［△ 2］  

‖‖上皐＿リ」＿＿＿＿＿＿＿＿＿♪＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼［礼‖‖▼▼皐▼～し▼▼▼一一［4j〕‖＿＿‖】‖19‖＿＿‖＿＿＿良］＿＿＿＿＿＿＿4A＿＿＿＿＿＿＿［生き1  

［3］  △10  ［△2］  4  【り  △11  ［△2］  △1  ［△0］  

托し‖＝＿＿4＿1p‖‖‖＿上仝＿呈1＿＿＿＿＿＿＿＿＿q＿＿＿＿＿＿‖」け‖‖■＿A▼り▼▲－‖」与＿礼＿＿＿‖＿4＿1＿‖＿＿＿＿＿［Apl  17年庚保険料収入の雫離分  

104  ［100］  123  ［106］  101  ［99］  104  ［103］  

上封 ロ1  ＿＿▲▲▲一‖＿＿‖‖＿‖  
［異］ ユqt ヒ9月1  「‖＿一＿＿＿＿▲＿一▲▲‖  
しリ8」  1U4  リリj   

り」  U  － U」  

〔108】  

＿＿工乙】＿  

Uq可 ＿＿  
Llりh」  

］ U」  

16年康夫積立金の禿＃分  ▼し▼▼▼▼▼▼［礼  △0  ［2］  1  

17年産  

毛目標用利回り  
運用収7、1、人外（ハ〕マ宝石k  

一－－－－－…ーーー＝＝＝川剋＝＝－－－－  
し1り5J  

こ り  Lこ一 UJ  l  二l」  ⊥ り  

注   内の数値は、時価ベースのものである 

これらの要因のうち収支比率のマイナスの釆離に最も寄与しているのは、各制度と  

も平成17年度の名目運用利回りが将来見通しをと桓Jったことであり、他の要因の′寄Ji  

は、財政再計算が行われて間もないこともありいずれもわずかである。  
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第3睾◆平成16年財政再計算結果との比較  

（4）平成17年度の積立比率   

平成17年度の積立比率の実績と将来見通しとの承離を再度まとめておくと次の図  

表3－5－4のとおり、厚生年金で△0．1、国共済＋地共済で0．2（時価ベースでは0．3、  

以下同じ。）（国共済、地共済別では、国共済△0．2（△0．0）、地共済0．3（0．4））、私学  

共済で△0．1（0．3）となっている。   

財政再計算が行われて間もないため、いずれの場合も罪離は極めて小さなものにな  

っている。  

図表3－5－4 平成17年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの承離状況  

注1：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

注2：厚生年金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた財政再計算ベースのもの（第3節で「実  

績推計」としていたもの）である。  

注3：平成16年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担に  

ついては、平成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3＋11／1000）相当額として見込まれているが、  

その後の制度改正により当該国庫・公経済負担が引き上げられていることから、平成17年度稽立比率の  

将来見通しは、実績との比較のため当該引上げ分の加工を行った数値であり、年金数理部会にて推計した。  

（5）積立比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成17年度の積立比率の実績が16年財政再計算における将来見通しと帝離した要  

因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○前年度末積立金が将来見通しと異なっていたこと  

○総合費用注2が将来見通しと異なったこと   

注1各要因が平成17年度末の積立金の将来見通しとの乗離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺4参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺4で示した算式・計算順によった  

場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあること  

に留意されたい。   

注2 「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に使用される。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（6）積立比率の帝離分析結果   

一積立比率の帝離は、概して総合費用の帝離による－   

この計算結果によると（図表3－5－5）、厚生年金の乗離△0．1に対して総合費用の蔀  

離分の寄仁iは△0．2、国共済＋地共済の車離0．2に対しては0．1（時価ベースでは、範  

離0．3に対して0．1）（国共済の蔀離△0．2に対しては△0．1（時価ベーースでは、帝離△  

0．0に対して△0．1）、地共済の蔀離0．3に対しては0．2（時価ベースでは、乗離0．4に  

対して0．2））、私ノ羊共済の範離△0．1に対しては△0．1（時価ベースでは、乗離0．3に  

対して△0．り となっている。   

、ド成17年度の積、1工比率が16年財政再計算における将来見通しを1二回った釆離の主  

な要因は、厚／上中金、国英済＋地共済（簿価ベース）、国共済（簿価ベース、時価ベー  

ス）、地共済（簿価ベース）及び私学共済（簿価ベース）では総合費用の蔀離によって  

おり、国共済＋地共済（時価ベース）、地共済（時価ベース）及び私学共済（時価ベー  

ス）では前年度末積立金の範離によるものとなっている。  

図表3－5－5i平成17年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの蔀離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しとの釆離の発生要因  厚生年金t 【当共済＋地共済 l  匡l共済  l  地共済  l  私芋共済   

17年度積立比率の将来見通しとの  

帝離  

02  03  （再掲実績将来見通し）  △01      03  △02 「△00      0望1 △01 」逗3］   
前年度末積立金   0．1］  0．1  二0．2］ △0．0  二0．1］   0．1   ［0．2］   0．0  ［0．3］   

総合費用   △0．2］  0．1  二0．1］ △0．1 二△0，1］  0．2  0．2］ △0，1 ［△0．1］   

t明，  ％  ％  （兄  ％  ％  ％  ％  ％   

17年度積立比率の将来見通しとの  

乗離を100とした構成比   
100   1001  100   100   100  「100   100  「100     「100］   

前年度末積立金   △215］  36  二69］  8  こ△401］  27  こ54］  △70  ［134］   

総合費用   315］  64  ［31］  92  501］  73  二46］   170 ［△34］   

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

（7）収支比率と積立比率の帝離の度合い   

一収支比率の帝離がより大きいのは、運用収入の帝離のため一   

平成17年度の収支比率及び積立比率の実績の、平成16年財政再計算における将来  

見通しからの乗離の割合は、図表3→5－1及びl対表3－5【′4にホしたとおり、各制度とも  

収支比率の莱離のノブが積立比率の乗離よりはるかに人きくなっている。 収支比率及び  

積立比率の釆離に対する主三な要因の′寄与分を図表3－5－2及び図表3－5－5でみたが、図  

表3－5－6は、各々の財政指標の釆離に対するi三な要因の寄与分を総合費用の範離の寄  

与分を100とした指数で表したものである。  

一137 －   



第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

いずれの制度も、収支比率の帝離に対する総合費用の帝離の寄与分を100とした場  

合の運用収入の寄与分が非常に大きくなっていることがわかる。一方、積立比率の帝  

離に対する総合費用の帝離の寄与分を100とした場合の前年度積立金の寄与分はいず  

れの制度も100を割っており、寄与が比較的小さかったことがわかる。   

このように、収支比率の帝離が積立比率の承離を大幅に上回ったのは、それぞれに  

おける総合費用以外の要因の寄与の差に因っており、特に収支比率における運用収入  

の寄与が非常に大きかったことによる。   

なお、国共済＋地共済及び地共済の収支比率では、総合費用の寄与が運用収入と同  

じくマイナスに働いているため、総合費用の寄与分を100とした場合の運用収入の寄  

与分もプラスとなっており、他の制度と符号が逆になっていることに注意が必要であ  

る。   

図表3－5－6 平成17年度収支比率及び積立比率の実績と平成16年財政再計算に  

おける将来見通しとの範離に対する総合費用の帝離の寄与分を100  
とした主な要因の寄与分の指数  

相乗見通しとの郭離の発生要因   J早生年金   匡l共済＋和英済   国共済   上位共済   私二戸共済   
収支比率の車離の割合（実績／将来見通  
し1）（％）［図表35－1の一部を再掲］  ［△22．0］  △14．5［△ 39．41  △ 6．8「△20．6］  △16．7［△43．71  △19．2［△ 28．4］   

収支比率の乗離に対する総合費用の乗離  
の寄与分を100としたときの指数（図表3  
52の基準替え）  

総合費用   ［100］   100  【100］   1α）  ［100］   100  ［100］  100  ［100］   
17年度総合費用の乗離分   ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［100］   

保険料収入   ［△24］  △167 ［△119］  △16 ［△14］  △115 ［△78］   20  ［18］   

17年度保険料収入の乗離分   ［△24］  △167 ［△119］  △16 ［△14］  △115 ［△78］   20  ［18］   

運用収入   ［△1004】   1745  ［6459］  △455［△1419］   1031 ［3908］  △2879［△4723］   

積立比率の乗離の割合（実績／将来見通  
し・1）（％）［図表3“54の一部を再掲］  ［△1．0］   l．6  ［3．2］  △2．1［△0．4］   2．7  ［4．3］  △0．5  ［2，5］   

積立比率の釆離に対する総合費用の帝離  
の寄与分を100としたときの指数（図表3  
55の基準替え）  

前年度末積立金   ［△68】   56  ［219］   8 ［△80］   37  ［120］  △41［△392］   
16年席末積立金の乗離分   ［△68」   56  ［219］   8 ［△80］   37  ［120］  △4ユ ［△392］   

総合費用   ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［100］  100  ［100］   
17年度総合費用の帝離分   ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［1001   

江：［］内の数値は、時価ベースのものである。  
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補遺1  

、n成17年度の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの比較のための加工について   

平成16年財政再計算における平成17年度以降の将来見通しには、平成16年の制度改正の内容は織り込   

去れているが、その後♂）制度改正は織り込まれていない。したがって、、仁成17年度の実績と、ド成16年財   

政再計算における将来見通しとの比較において、単純に差をとって違いをみても、その違いには、経済要   

素や人【］要素のほかに制度改If：要素に起伏けるものも含むので、分析が複雑になる「そこで、単純化のた   

め、財政に影響を与える制度改正を既存の、n戒16隼財政巾計貸における将来見通しに一文映させ、加工した  

推計値と、自戒17咋度の‘実績とを比較することにより、その違いの要因を経済要素や人IJ要素などに限定し、  

制度改1［要素に起因するものを除外することとする 

財政に影響を／メ・える制度改正として、平成16年財政再計算における、持戒17～20年度の基礎年金拠料金   

に係る同塵・公経済負抑こついては、平成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1′／3＋11／1000）相当額   

として見込まれているが、その後の制度改1仁により当該［司庫・公経済負担が引きとげられている。   

、杵成17年の改］Eは以Fのとおり、制度ごとに平成17年度分として具体的な引上分（定額分）が法律で   

明記されているので、その額を、n或16隼財政再計算の平成17年度見通しに加算することとする。これに   

よって、、軸受17隼度実績とヤ成16年財政再計算における17年度の将来見通Lの［玉l庫・公経済負担の定額   

分の違いを消すことができる（＝ノ加算額を（A）とする。  

基礎年金拠出金に係る「卑＝車・公経済負担の引上げ（平成17年度分）  

厚生年金   3  

国共済   1／／   

地共済   3  

私学共済   3  

国民年金   1／／   

平成17年の改正   平成16年財政再計算  

匹  1／3 ＋ 11／1000   

3 ＋11／1000 ＋ 3，028，664，000日   1／3 ＋ 11／′1000  

皿  1／′3 ＋ 11／1000  

皿  且／／3 ＋ 11／1000   

3 ＋11／1000 ＋ 24，750，966，000日   1／′3 ＋ 11／1000   

、†そ成16年財政再計算による平成17年度見通しと比べると、実質的な支Hl額は、保険料収入と同庫∵公   

経済負担で賄う費用であり、給付費、基礎年金拠出金、その他拠出金の合計から追加費用、基礎年金交付   

金、その他交付金等収入を控除したもので表される。  

実質的な支出額＝給付費＋基礎年金拠出金＋その他拠出金  

一迫加費用一基礎年金交付金－その他交付金等収入  
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上式には、保険料収入や国庫・公経済負担の項は含まれず、国庫・公経済負担の増加は実質的な支出額   

には影響を与えない。  

・方、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担の増加であることから、「実質的な支出一国庫・公経済負   

担」や基礎年金に関する支出（＝基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く））を加算額（A）だけ減少さ   

せ、基礎年金拠出金の項が含まれない独自給付に関する支出（＝実質的な支出一国庫・公経済負担一基礎   

年金拠出金（国庫・公経済負担分除く））には影響を与えない。また、国庫・公経済負担の増加により収入   

が増加するため、運用収入や積立金を増加させる。  

運用収入は、前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、運用利回りから計算できる。運用利回   

り（B）を次のように定義する。  

B＝運用収入／（前年度末積立金十運用収入以外の収支残／2）  

平成16年財政再計算において、運用利回りには手を加えず、運用収入以外の収支残を、基礎年金拠出金   

に係る国庫・公経済負担の引上げによって加工した結果とすることにより、運用収入にも、この制度改正   

が反映されることとなる。具体的な変換は、前年度末積立金をR、運用収入以外の収支残をS、前述のと   

おり国庫・公経済負担の加算額をAとすると、以下のとおりである。   

【運用収入】：平成16年財政再計算における平成17年度運用収入（Ⅰ）を次のように加工する。  

I 一→ RXB＋（S＋A）×B／2  

＝Ⅰ＋AXB／2   
全制度共通  

平成16年財政再計算における平成17年度末積立金の加工値は、上記を総合させることによって得られ   

る。具体的には、上記の表記を用いて、平成17年度末積立金は、  

R17＝Rl。×（1＋B）＋SX（1＋B／2）   

なので、Sに係る加工を行うと次のような変換となる。   

【積立金】：平成16年財政再計算における平成17年度末積立金を次のように変換する。記号はこれまでの  

記述と同じ。  

（注）平成16年財政再計算における平成18～21年度の年金財政指標の見通しに係る加工   

平成18、19年度の加算額は、引上げ後の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担割合と、平成16年財  

政再計算における割合の差を、財政見通しにおける基礎年金拠出金に乗じた額としている。なお、平成20  

年度の引上げ後の国庫・公経済負担の割合は平成19年度と同じとしている。（図表2一卜7参照）   

平成18～21年度の運用収入及び年度末積立金は、当該年度の加算額に係る加工と、前年度以前の加工に  

より前年度以前の年度末積立金が増加したことから生ずる運用収入の増加分を加える加工を行っている。  
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補遺2  

、片戒17年度末の積立金の実績と   

平成16年財政再計算における将来見通しとの乗離の要因分解について  

、打成17年度末の積立金の実績と平成16隼財政再計1凱こおける将来見通L（平成16年改1Ⅰ三後の同庫・公  

経済負担引上二げを反映した加1二他、ニ以下‘同様しノ）の釆離の要【大】分解（華離に対する各要【大1の寄与分の計笥）  

は、以下のようiこして行った（  

図表3「㌢1の要因分解  

○ 平成17年度末〝）積、」ェ金は、、平成16年度末梢、l／二金、平成17年度の収支残を使って、次グ）ように表され   

る 

17隼度末積立金＝16年席末積立金＋（17年度の収支残）  

○ 収支残は、前年度末の積立金から影響を受ける「運用収入」と、前年度末の積立金からは影響を受け   

ない「運用収入以外の収支残」に分けJJれる 

収支残＝運用収入＋運用収入以外の収支残  

○ 名目運用利回りを、  

名目運用利【司り＝運用収入／（前年度末積立金＋運用収入以外の収支残／2）   

として算＝する。この名‖運用利回りを用いると、逆に運用収入を次式から算出することができる  

運用収入＝前隼度末梢、王金×当年度の名目運用利回り  

＋当年度の運用収入以外の収支残×、車上度の名H運用利一口1り／2  

0 本年度未積立金は、前年度末積立金と当年度の運f馴文人以外の収支残、、1年度の運用収入の合計であ   

るから、この運用収入の算＝式を用いると、  

本咋度末積立金＝前年度末積立金×（1＋、⊥川り斐の名札運用利回り）  

＋、⊥与年度の運川収入以外の収支残×（1＋当年度の名F1運川利【ロ1り／2）‥・（1）   

となる 

○ ニこで、  

A．1：斗減n年度末の積立金  

B．、、Fろ成n年度の名［］運用利伸】り  

C‖ 平成rl年度の運用収入以外の収支残   

とおけば、⊥・し（1）ほ  

A．、＝A．1．×（1＋H．、）＋C‖×（l＋Bれ／2）‥・（2）   

と表されるっ 式（2）において、n＝17とすると、、n戎17年度末積立金は以卜のとおりになる。  

八一丁＝A．い×（l＋Hll■）＋C17×（1＋B17／2）・・・（3）   

All、、H．丁、〔二．丁をすべて実績（簿価ベース、時価ベース）とすれば、式（3）は実績の平成17年度末積立   

金（簿価ベーース、時価ベース）と 一致する よた、Al（〕、HlT、C17をすべて平成16年財政再計算にお   

ける将来見通しとすれば、∫じ（3）は、打戒16年財政再計算における平成17年度末積立金と 一致する 

O F言」①、④の値を簿価ベー▼一ス、時価べ←スごとに計算する 
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①  

A川、B■7、C17すべてに実績を代入［平成17年度末積立金の実績となる］  

②，③  

A川、B17、C■7に順次、表のように、実績、平成16年財政再計算における将来見通しを代入  

④  

A＝－、B17、C－7すべてに平成16年財政再計算における将来見通しを代入［平成17咋度末積立   

金の将来見通しとなる］  

①と④の差「①－④」が実績と平成16年財政再計算における将束見通しとの市離である。   

①と②の違いは、式（3）において平成16咋度末積立金Al（～として、実績を代入するか、平成16年財  

政再計貸における将来見通しを代入するか、だけの違いである（B17、C．7は①、②ともすべて実績を代  

入）。したがって差（①②）は、平成17年度末時点の積、Jた金の帝離（①－⑫）に対し、平成16年度  

末時点における積立金の将来見通しとの帝離が寄与した分とみなすことができる。   

②と③の違いは、式（3）の平成17隼度における「孝，目運用利回り」fう17に実績を代入するか、平成16  

年財政再計算における将来見通しを代入するかの違いである。したがって差（②－③）は、、ド成17年  

度末時点の積立金の乗離（①④）に対し、名目運用利回りが平成17年度で将来見通しと輿なったこ  

とが寄与した分とみなすことができる。   

③と④の違いは、平成17年度の「運用収入以外の収支残」C17に実績を代入するか、平成16年財政  

再計算における将来見通しを代入するかの違いである。したがって差（③④）は、平成17年度末時点  

の積立金の蔀離（①¶④）に対し、運用収入以外の収文残が平成17年度で将来見通しと異な／）たことが  

寄与した分とみなすことができる。   

このようにして、平成17年度末時点の積立金の乗離（①④）を分解したものが図表343である。，  

変数への代入数値組合せ表  

16年度以前  

の基礎的数  17年度の基礎的数値  

値  

17年度末積立金         16年度末積  名目運用利  運用収入以   

推計値   キ金   回り   外の収支残   

A17   A16   B17   C17   
① 実績   実績   実績   実績   

②推計値   将来見通し  実績   実績   

（診 推計値   将来見通し  将来見通し  実績   
④ 将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し   
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表3－4－6の要因分解  

○ 名目運用利回り及び運用収入以外の収支残が将来見通しと異な／⊃たことの寄与分についてさらに要因   

分解を行うことで、平成17年度末の積立金の実績と将来見通しの乗離の分解をより細かいものにしたl⊃   

その際、経済要素に関しては、以「述べるように、名目賃金上昇率を基準に捉えることとした。）  

O n年度の「宰，目運用利恒lり」Bnを次式のとおり、「被用者年金全体の名目賃金L昇率」BbI、と「実質的   

な運用利回り」Ba．、に分解するでつ  

1＋名H運用利回り＝（1＋実質的な運用利回り）×（1－ト被用者年金全体の名H賃金上昇率）  

1＋B．1＝（1＋Ba－、）×（1＋BbIl）・・・（5）  

O n年度の「運用収入以外の収支残」C＝は、（運用収入以外の収支残）＝（保険料収入）一（給付費等）   

と表すことができるしここで「給付費等」とは、保険料収入から運月］収入以外の収支残を控除したもの   

のことであり、給イ寸費や基礎年金拠出金などの支出額から、運用収入及び保険料収入以外の国庫負担、   

基礎年金交付金などの収入額を控除したものであるし 

○ 保険料収入は、対象としている、Jう該制度の名目賃金上昇率に連動して変動し、「給付費等」は年金改定   

率（物価スライド率等）に連動して変動するものと考えられる。  

保険料収入と当該制度の名目賃金上昇率との関係については、名H賃金1二昇率が年度末における1人   

当たり標準報酬額の前年比であり、標準報酬月額の改定は通常9月分からであることや納入月等も考慮   

し、当年度の名目賃金1二昇率の半年分と前年度の名目賃金上二昇率の半年分が保険料収入に織り込まれる   

ものと考えるし  

ここで、ひとつのモデルを考える。各年度末現在における1人、うたりの標準報酬月額の比が、  

前々年度末   前年度末   tl笥年度末   

月額の比   1＋X   （1＋X）×（1＋Y）   

であるとし、この年度間において人数変動が起きないとする。  

1＋X  

6か月  6か月  6か月  6か月  

（1＋X）×（1＋Y）  

前々年度末  前年度末  

前年度中の保険料  当年度【‡1の保険料  

ゝ⊥う年度中の標準報酬月額と前年度中の標準報酬月額の比を／〕とすれば、  

（l／：2）×（1＋X）＋（1／2）×（1＋X）×（1＋Y）  （1＋X）×（1＋Y／2）  

（1／2）＋（1／2）×（1＋X）   

／）≒（1＋X／2）×（1＋Y／2）  

1＋X／2   
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運用収入以外の収支残の帝離分析の際には、このような半年分の調整を各被用者年金制度と被用者年金  

全体について以下のように行うこととする。  

制度の名目賃金上昇率  

＝（1＋当該制度の当年度名目賃金上昇率／2）×（1＋当該制度の前年度名目賃金上昇率′／2）－1  

被用者年金全体の名目賃金上昇率：CaI、  

＝（1＋被用者年金全体の当年度名目賃金上昇率／2）  

×（1＋被用者年金全体の前年度名目賃金上昇率／2）≠1   

・方、年金改定率と給付費等との関係については、年金改定（物価スライド）は通常4月分からなの   

で、年金改定率が1年分、給付費等に織り込まれるものと考えられる。  

O n年度の「制度の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入」Cd，、と「年金改定率が0％の場合の給   

付費等」Ce－1を以下のとおりとする。  

制度の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入‥Cdn＝保険料収入／（1＋当該制度の名目賃金上昇率）  

年金改定率が0％の場合の給付費等：Cen＝給付費等／（1＋年金改定率）  

○ また制度の名目賃金上昇率と被用者年金制度全体の名目賃金上昇率の関係として、n年度の「制度の   

名目賃金上昇率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率」Cbnと、「年金改定率の被用者年金全   

体の名目賃金上昇率に対する比率」Cc．－を以下のとおりとする。  

制度の名目賃金上昇率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率：Cbr、  

＝（1＋当該制度の名目賃金上昇率）／（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

年金改定率の被用者年金全体の名目賃金上昇率に対する比率：CcI、  

＝（1＋年金改定率）／（1＋被用者年金全体の名目賃金上昇率）  

○ すると、運用収入以外の収支残は、以下のように表されることになる。  

運用収入以外の収支残：C‖＝保険料収入一給付費等  

＝Cd．、×Cb‖×（1＋Can）－CenXCcnX（1＋Can）・・・（6）  

○ 式（4）～（6）により、平成17年度末の積立金A17は、以Fのように表されることになる。  

A17＝A16×（1＋B17）＋C17×（1＋B17／2）  

＝AlbX（1＋Ba17）×（1＋Bb17）＋［cd17×CbL7×（1＋Ca17）rce．7×Cc17×（1＋Ca17）］  

×［1＋（1＋Ba17）×（1＋Bb17）］／2・・・（7）   

式（7）の変数Alb、Ba16、Bblb、Ca16、CblG、Cclb、Cdlh、Celbに実績又は将来見通しの数値を次頁の表のよ   

うに代入していき、推計値（1）～（7）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することが   

できる。例えば、積立金計算の基礎的数値すべてに実績を入れれば、平成17年度末積立金の実績が得ら   

れる。また、積立金計算の基礎的数値すべてに将来見通しを入れれば、平成17年度末積立金の平成16   

年財政再計算における将来見通しが得られる。  

○ 図表3－4－3の作成と同じようにして、以上8個の基礎的数値を順に、実績と将来見通しを入れ替え、   

式（7）の他の差を計算することで、各基礎的数値が将来見通しと異なったことの寄与分を得ることができ   

る。   

なお、平成17年度についてCb17とCc17は同時に入れ替え、入れ替えたときの式（7）の値の差を、平成  

17年度の（運用収入以外の収支残における）「被用者年金全体の名目賃金上昇率以外の経済要素が将来   

見通しと異なったことの寄与」とした。  
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同様に（、（1】丁と（、（Hヰ）吊‖、iJ÷に入れ伴え、 入れ伴えたとき〃）式（7）ぴ）仙ノ）ノ仁を、自戒」7佃隻〝）（連川収人  

以外〔／刈叉文枝における）り、Il要素でが将来兄通しとう■】主な／ったこと〃）‘111：り一」としたJ  

変数への代入数値組合せ表  

17年度の基礎的数値  
16年度以  
前の基礎  

的数値  経済要素  人口要素等  

各制度別  
の名目賃  
金上昇率  

被用者年  
金全体の  

被用者年    名目賃金  
実質的な  

17年度末積立金推計  
値   積立金  り   上昇率  後）   比率   る比率  料収入  付費等   

A17   A16   Ba17  Bb17  Ca17  Cb17  Cc17  Cd17  Ce17   
（1）実績   実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績   
（2）推計値  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績  実績  実績   
（3）推計値  将来見通し  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績  実績   
（4）推計値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績  実績  実績  実績  実績   
（5）推計値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績  実績  実績  実績   

（6）推計値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績  実績   

（7）将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し   

、軸k17牛皮ぺ諭小′二余（ノ刷用≠〔戦  

厚′巨隼余   H圧済＝也比済  日比済   」也八済  私′芋共済   

兆rl  忙・∧〔」  億】j   r亡「＝  借   億＝  佃」   億弓【1  億い」  

（仁）墨絹  171．2   175、（う（う2 〔5（軋パトり   H7，5日O［別，69りj  ：う醐，〔H2′115，15■り   ：j3，1日O［こう‘ノl，7こう0］  

計情  17（）∴う  ノ172，97（う 「1（軋バ1こう］   R7，725 二別），227］  3R5，251 ∴川5，5バ6］   ニう3，060［：う：う，576］  

．卜仙  L1日）．7］   157，515 ［157，929］   H5∴う75「85，7：封］  372，1小）ニう72，198］   31，7：う9［：う1，7681  
計仙  「1（う：う．11  1軋121 「■圧‖，Hこ拍1   舗，（う67［R7，025］  ：汀7，755［：汀7，81：う1   ：i2，216「32，2′16］  

卜情   ［1（iニう．11   川1，こうこうり  ■川l，752j  バ（う，（う′15［H7，00H］  ニ汀7，闘‖［：う77，71t   ：う2，212 二こう2，21ニう］  

ト伯   川二う．り   l（うl、捌）7   ∴1（う5，22′l」   H（う，7′11「バ7，1（）（）二  こう7H，06（う「ニう7H，125」   ：う2，270「こう2，：川0］   
（7巨l寺来兄通し    1（う、1．（）   1（う5∴うこうり 川5∴う：う射   H7、2（捕「H7，2n（う  こう7H，1ニう：う「こ汀H，1：う  団  ：う2，27：i「：う2，27：う］   

ィ】   卜与ノ）放附さt≠†膏‖仁＼・ぺソ）ノ）二′t・－て）  
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補遺3  

平成17年度の収支比率の実績と   

平成16年財政再計算における将来見通しとの蔀離の安岡分解について   

平成17年度の収支比率の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の同庫・公  

経済負担引上げを反映した推計値。以F同様。）の帝離の要因分解（乗離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、積立金と同様な変数を用いて行った。その内容を簡単に記すこととする。  

図表3－5－2の要因分解   

収支比率は、総合費用を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率であり、平成n年度の収支  

比率をA．、、平成n年度の総合費用をBn、平成n年度の保険料収入をCI一、平成n年度の運用収入をDn  

とすれば、次の式で表される。  

AI－＝BT、／（Cn＋Drl）‥・（1）   

推計式（1）の変数Blh，C＝，，Dl－，に実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①  

～④まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計伸二①【推計  

値②は、平成17年度の総合費用の乗離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成17年度収支比率の実績となり、推計値④は平成16年財政再計算における平成17  

年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成17年度時点の収支比率の蔀離（①－④）を分解したものが図表3－5－2である。  

図表3－5－3の要因分解   

収支比率の因子である運用収入は、前年度末の積立金及び当年度の運用収入以外の収支残と名目運用利  

回りによって計算される。平成n年度末の積立金をE．1、平成n年度の運用収入以外の収支残をG－1、平成  

n年度の名目運用利回りをF．1とし、名目運用利回りを前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、  

運用収入を用いて  

F－、＝D‖／（f工。1＋G‖／2）  

と定義すれば、運用収入は次の式で表される。  

Dn＝（E。l＋Gn／2）×F。‥・（2）   

式（1）に式（2）を代入して、収支比率を前年度末積立金、名目運用利回り、運用収入以外の収支残などの  

要因に分解すると以下のようになる。  

An＝BIl／［c1．＋（EIl1＋G1．／2）×Fn］   

したがって、平成17年度の収支比率A17は次式で表せる。  

A17＝B．7／［C17＋（E．6＋G，7／2）×F17］・‥（3）  
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推計式り）の変数Ⅰう〔’l二い 卜，（；．に美綺丈は将来見通L（ハ放仙を次イ車ハよ拉）ように代人してい  

き、推．汁仙（1）～（6）モで．汗符L、jl帖欠ぶをとることにより各々〟）宥り・をF汁算すうことができる√、例えば、  

推計仙（1）推計情（2）は、、内皮17イ日加〕総合勘†け）華離ゾ〕′浅手り一分である。   

なお、推計伸二（1）は、l（成17牛度収支比ヰを〃）′夫績となり、推計仙（6〕は、n戒16イド財政11す計訊こおける平成  

17牛度〝）将来見通Lとなろ   

このょうにして、十戒17隼度‖、】J÷点の収支比ヰけ）禾離（（1）（6））を分解した≠，のがI冥】末：ト53であるしノ   

なお、推計結果（式（：う）〔叫直）は次々衣、・川いた怯礎押」数伸二は‖9真のとよ汗である。  

総合費用算  
のための  
基礎的数値   

17年度  17年度   16年度以前   17年度  

17年度収支比率推  

計値  費用   料収入   立会   回リ   外の収支残   

A17  B17   C17  E16   F17   G17   
実績  実績   実績  実績  実績   

（2）推計値   将来見通し  実績   実績  実績  実績  
十値  将来見通し  巴  ’来見通し  実績  実績  実績  
十値  将来見通し  巴  ‘来見通し  将来見通し  実績  実績  
十億  将来見通し  巴  F来見通し  将来見通し  将来見通し  実績   

（6）将来見通し   将来見通し  将来見通し   将来見通し  将来見通し  将来見通し   （1）実績  

、n成17隼度収支比ヰミげ）推．汁仰ニ ー覧  

厚牛隼金  l可共済十地共済   圧1共済   地共済   私学共済   

（1）尖結  LHH．9］   H5．0  L60∴う］  9こう．0「二79．1］  

（2）推計植  ［R（う．1］   H5．9 ［60．9］  射．2 ［77．6」  8▲1∴う ［57．0］  73．3 ［65．0］   
（：う）推．汁仙  LH（う．H］   バ′1．5  L60．1］  91．5 「77．R］  R2．5 「56．1］  7：う．2 ［6■1．9］  

卜肺   L87∴1］   8∴1．6 ［60．8］  91．／1［7軋2」  82．6 ［56．8］  73．3 ［65．7］  
卜偵   「l‖．（）1   99∴1［99．‘′1］  99．H［99．7］  99∴i「99∴う］  9l．6［91．6］   

（6）将来几通し    ［11：う．9］   99∴1［99∴′り  99．7 ［99．7］  99．3 ［99∴う」  91．6 ［別．6］   

ii  卜畑ノ）放佃り北川†ト←一ス（ノ）‡，しノ）▼こふノ1  
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補遺4  

平成17隼度の積立比率の実績と   

平成16咋財政再計算における将来見通しとの乗離の要因分解について   

平成17年度の積立比率の実績と平成16年財政再計算における将来見通し（平成16年改正後の国庫・公  

経済負担引上げを反映した推計値。以F同様。）の蔀離の要因分解（乗離に対する各要因の寄与分の計算）  

は、積立金と同様な変数を用いて行った。その内容を簡単に記すこととする。  

図表3－5－5の要因分解   

積立比率は、前年度末積立金を総合費用で除して得られる比率である。平成n年度の積立比率をA．、、  

平成n年度の積立金をB．1、平成n年度の総合費用をC－1とすれば、  

An＝Bn．／C．1  

である。   

したがって、平成17年度の積立比率A17は次式で表せる。  

A．7＝B16／C17‥・（1）   

推計式（1）の変数B．6，C17に実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①～③  

まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計値①一推計値②  

は、平成16年度末積立金の乗離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成17年度積立比率の実績となり、推計値③は平成16年財政再計算における平成17  

年度の将来見通しとなる。   

このようにして、平成17年度時点の収支比率の禾離（①－③）を分解したものが図表3－55である。  

17隼度碩た比率推言日直   前叶度末梢立金  17隼度総合費川   

A17  B16   C17  

司   実績   実績  

卜値   将来見通し   実績   
（3）将来見通し  将来見通し  将来見通し   

なお、推計結果（式（1）の伯）は次の表、用いた基礎的数値は149頁のとおりである。  

平成17年度積立比率の推計値“一覧  

厚生年金  国共済＋地共済   国共済   地共済   私学共済   

（1）実績   ［6．1］   9．7 ［9．9］  7．4 ［7．5］  10．5 ［10．7］  10．3 ［10．6］   
（2）推計値   ［6．0］   9．7 ［9．7］  7．4 ［7．4］  10．5 ［10．5］  10．2 ［10．2］   
（3）将来見通し   ［6．2］   9．6 ［9．6］  7．5 ［7．5］  10．3 ［10．3］  10．3 ［10．3］   

柱：［ ］内の数値は時価ベースのものである。  
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（●＝■）nl乎tさ1丁量l曹圭Ii寸書r勤平成l一任庶血書比重（効率慮17塵虔暮■寸汁塞左】■1片すムト」hの  二貞→■：Jト ＝ ‾‾  Ⅶ  

厚生年金   い・二  三・・ 二  皿共済  地共済  私学共済   
イ之う  兆円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   偲円   條円   

ヰ成16年腹の1台上声昨  

各制度別の名巨1含上声率こ％′主2   020  052   052   004   00   125   1Z5   

祇用青年会全体の名目年金上声諦：％串フ   817   017   017   017   01丁   017   O II 017   017   

A．． E．． B．． 小成16年捜末積立舎   り11  467652  ≦475228  87034  r88564」  380619  386664】  32102  Lこi3079］   
中成1J年魔の揮用山人   

104  16026  39219   2423  L4糾Tl  1二）604  「34573］   
名臼連用制回り t％ 

1359  ［1駅）3］   

F－一  621 _ 346   832］   281   529］   360   901］   425  し577」   
Boり  実質的な滞用車回り r％   642   366   853 301   550］   380   922」   445   【598 

中成1／年度の1金上昇蕗  

各制度別の名臣t金上昇率†％：：主 017  005   005   011   011   059   059   

馳¶  撼用壱年倉全体の名目1金上昇奉 ′％注2   01   019   0199 019   019   0、19   01   019   019   

Gけ  平成l／年腹の運用収入以外の収支桟   丁3   8．017  【7．603」   1877  し52り   6140  ［6（旭2］   282   252 

C‖  保険料収入   210  40389  40．389  102執）  10．290  30Ogg  30－099   2885   2．865   

0．   各馴鹿別の半句分訓善後名目t倉上岩垂〔％   0†9   000  023   023   007   00   0g2   092   

Ca‖  被用青年会全句・の名目丁含上昇巌（半年分調整後）（％ 018   018   018   018   018   018   018   018   018   

Cb－7  い各制度別の名目壬金上昇率＝卜複用壱年金全体の名自又含上声車）   10（X）   1002   し002   1004   1004   1001   1001   099こi   0993   

給付★＋基礎年金拠出金（国庫・公軽満員f員分を除ぐ基塔年金女1十金   284  64256  鋸．25t；  17丁81  け丁81  464丁5  46．475   30丁5   30丁5   

その他」1入（基鯵年金拠出金の匡】庫・公惜済負柑分を隙くその他支だ   01  15850  J主こう  L16．284 5614  ● ●   10236  注1 LlO．Z94 丁2  ヱ主ニー    421   

B－7  C”  〔再綿）総合霊用   279  4丁968  47．968  11822  11822  3614丁  36．147   3†25   3125   

物価上声率 し≠】 03   03   03   03   03   03   03   03   03   

年金惑定率′％） 00   00   00   00   00   00   00   00   00   

Ccn  （い年金ま定率）（い被用壱年金今体の名目手金上昇産 1（和2   1002   1（X）2   1〔旧2   】002   100Z   1002   し002   1002   

Cd，．  各制度別の名臼t金上昇掌が0％の場合の保険料山人   210  40387  40387  10．266  10266  3012Z  30122   2，B9Z   2892   

Ce¶  年金改定率が0％の場合の据付暮雲   283  48406  ：4丁992  1乙1（〉7  ＝811」  36．239  L36181 314丁  し3＝刀   

年金改定率が0％の壌今の総合霊鱒   279  4丁968  4丁968  11．且22  1ト822  36．14丁  36147   3】25   3125   

斗成1／年度末積立金   1742  4丁5662  i5068441  87．5aO  【91690】  388，08Z  ニ4†51弘］  33180  【34730］   

注1 1内の数値は、時価ベースのものである．  
′主2 表中の名目賃金上昇率は、年齢構成の書動によるI∋■を除し、た樺準鞘酬の上昇率であり、被用有年金全体の数値は、凱、推計値である  

なお、共済については苫与を含む機械的な推計値であるく  
注3 その他支出には、時価ベースの運用収入に含まれている雷佃川正簾棄却韻事の費用が含まれているので運用収入〔漬価）と正味運用収入の豊を控除した 

‖■霊）〔n翠慮t？飯倉主】毛寸書（到平成1丁重虚血青汁重 訊平鹿け仕度縫寸比重右I■別寸ムー」hの  的】書■（乎l書  相生 

■lir王】什  lま1）        厚生年金  瑠共済＋ 地異漬  正真済  地共済  私竿共済   

ブ／2．3 兆円   億円   イ慈円   條円   億円   
平成18年ノ量の1金上昇廊   

各制度別の名目1金上昇率（％ 06   06   06   06   06   

袖用老年合食休の名目千金上昇率（％   06   06   06   06   06   

ん－  EI  B■ 平成16年虔ま積立金   】6丁5  4（〉5．0（〉1  87175  3TT886  31，988   

平射／年度の運用収入 昔   7．384   1373   601   510   

F‖  名目運用利回り（％ 1tSO   159   160   160   

8■tl  実賞的な運用利回り（％ 050   030   028   030   0，30   

平成1／年度のt会上昇應  

各制度別の名目1金上昇奉、％ †3   13   し3   

Bb‖  破用青年会全体の名∃1金上昇牽l％   13   13   13   

G‖  平成1／年度の運用山人以外の収支残；1   65   7．10t）   1，342   5丁64   224   

C‖  堤陸封収入   208  41346  10－249  3t09丁   2．873   

各キ廉別の半年分調整後名目t金上昇奉（％ 10   10   10   l0   し0   

G¶  塙用青年会全体の名目1金上昇軋半年分調整後）く：％ 10   10   10   10   10   

Cb■7  い各制度別の名目1金上昇率）（卜相用看年会合体の名目1金上昇牽 10（X）   1000   1M   1（X氾   1〔旧（）   

結付霊十基礎色合拠出念（国庫・公輝済削与分を除く）よ礎年金立付合 ノ‡   2丁8  65．285  17．糾7  47438   3．0（】9   

その他山人（基礎年金離出金の園庫・公輝済負岬分を除く卜その他支ご ノ主   06  168こ13   6．258  105丁6   28   

B‖  C‖  再掲）総合★用 注   2Tl  48．452  11．591  36，86l   3．098   

鞠†面上声牽（9b 05   05   05   05   05   

取合規定奉（％ 00   00   00   00   00   

C｛H－  （行年合致定牽レ（い破用壱年金全休の名目t含上昇奉 0．99l   099l   0991   0991   09gl   

Cd‖  各制度別の名目t金上昇奉がD％の場合の保険料茂人   206  40956  10．152  30，804   2848   

Ck吊  年金改定率が0％の鳩舎の給付書手   272  48452  11．5gl  36861   3Og7   

年金改定率が0％のヰ今の総合十用   271  48452  ‖．5gl  36，861   3098   

中成1／年度末積立金：亨   1糾0  465339  87．206  378．133  32．273   

ノ主 平成16年改正後の制度改正による基礎年金拠出金に係る四庫・公織済負担の引上Ifを反映した場合の数値である 
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

補遺5  

年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響について （考察）  

（1）本補遺の問題意識   

本章第4節では、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減すると考えられること  

から、実質的な運用利回りを考え、また、積立金の実績と平成16年財政再計算との罪離に関し、名目賃金  

上昇率が見通しと異なった分を除いた、年金財政への実質ベースの影響について分析している。しかし、  

実際の年金制度では、受給者になってからは、65歳までは賃金上昇率で、65歳以上は物価上昇率で年金額  

が改定されていく（このほかにマクロ経済スライドによるスライド調整もあるが、ここでの議論に本質的  

な影響を与えないし、簡単にするため、ここでは考えない。）。果たして、最初の長期的な仮定は正しいの  

であろうか。   

以下では、「平成16年財政再計算に基づく公的年金制度の財政検証」での分析をもとに、賃金上昇率、  

物価上昇率の給付費に対する影響について考えてみる。この財政再計算結果に基づく財政検証では、財政  

再計算に使用されたいくつかの前提の年金財政に及ぼす影響を分析するため、その前提を変更した試算を  

行っている。その中に、年金制度や人口の要素は動かさずに、運用利回りや賃金上昇率といった経済前提  

のみを変更した場合の将来推計がある。   

その動かし方は次のようなものである。  

運用利回り  賃金上昇率  物価上昇率  

基準ケース（財政再計算）  

経済変更1  

経済変更2  

2．1％  1．0％   

（2009年度以降の前提について動かしている。）  

このように、物価上昇率は固定したままで、賃金上昇率のみ変更している。そのため、賃金上昇率の変  

動の影響、すなわち、賃金上昇率と固定した物価上昇率のどちらに、どのように影響されるかが観察でき  

る。  

（2）経済前提の給付費に対する影響   

毎年度の年金給付費に影響するものとしては、受給者数とそれぞれの年金額や支給停止の状況、さらに  

は新規裁定、失権の状況などがある。経済変動はその年金額の変動に影響を与える。   

なお、上記の変動させたケースでは、運用利回りも同時に、わずかではあるが動かしている。給付費に  

は、運用利回りは直接の影響はないが、積立金の運用収入の変動がマクロ経済スライドの掛かり方に影響  

するため、年金額そのものには影響を与える。しかし、ここでは、いずれかのケースでマクロ経済スライ  

ドが適用されている期間については、観察対象期間としないので、結果として、運用利回りの変動の影響  

は考えなくていい。   

この前提の影響を、定常状態におけるモデルで考えると、次のようになる。定常状態を考え、かつ、将  

来のこととすると、すべての被保険者、受給者は財政再計算で見込んだ基礎率の通りに被保険者になり、  
■
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

報酬を得、その後受給者となる。当然各年度の受給者数は変わらず、被保険者歴なども同じとなる。1つ  

違っているのは、年金額である。年金額の算定の元となる報酬は、年度が増えるに従い、全体に賃金上昇  

率分大きくなってし、る。従って、このような定常状態では、年金給付額は賃金上昇率で増加していく。  

（3）前程を変更した場合の試算結果から見た影響   

毎年度の給付費はその年度の受給者数と個々人の年金額で決まる。つまり、   

給付費総額 ＝ ∑個々人の年金給付額  

＝ ∑個々人の年金額×（1一支給停止割合）  

＝ ∑p▲×b】  … … ①   

二こに、P．は受給者をグループ分けしたときの人数であり、人【】要素を代表する。なお、これには支  

給停止等の経済前提の動きに関係のない事項の影響も含めて考えることとするし。また、blはp．グループ  

の年金額の平均とする。   

ここで、経済前提のみを変更した場合、受給者数やその支給停止状況などは変化しない。   

つまり、①式の年金給付額b．がスライドされるだけである。   

さらに、  

財政再計算のn年度の給付費総額  A，⊥  

前提を変更した場合のn年度の給付費総額  H，」  

として、  

R，＝B‖／／A，」  … … … ・②  

とおくと、人口の牢齢別の変動が極端に動かない限り、近似的には、R－、▲からはp．という人「］要素の影響  

は概ね消え、財政再計算の基準時点からの給付の伸び率、つまり、経済前提での報酬や年金改定の影響の  

累計の比であると見なすことが出来る。   

このR‥」の伸び率を、  

… … … ・③  β－」＝ R－」十．／R，。－1  

と置くと、これは各年度の経済前提の違いによる給付費の伸びの違いとなる。   

ニのβの動きを図にすると、図5－1のようになる。  
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図51経済前提が変わった場合の給付費の伸び率の比較  

一厚生年金 経済変更2  

→ト」草生年金 経済変更1  
一国共済＋地共済 経済変吏2  

－－■一国共済＋地共済 経済変更1  

一私学共済 経済変更2  

＋私学共済 経済変更1  

経済変更2 賃金：2．1→2．5  

経済変史1賃金：2．1→1．8  

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070 2075 2080 2085 2090 2095   

横軸より下▲に動いているのが、経済変動1賃金ヒ昇率が低くなった場合一であり、上を動いているの  

が経済変動2賃金上昇率が高くなった場合である。   

最初の数年間（2010年度まで）は、経済前提は変動させていないため、Pの動きは0である。その後2020  

年度あたりまでは、グラフの数値は、経済変動1で0．1～0．15％、経済変動2で、0．1～0．2％の伸びがみ  

られる。その後大きく動いているのは、マクロ経済スライドの適用期間の違いによるスライド調整の差の  

影響である。2040年度頃から以降は、やや波がみられるもののほぼ横ばいである。  

（4）長期的な影響   

経済要因の変動の長期的な影響は、図51の2040年度頃より後のところで観察できる。グラフをみると、  

経済変動1では、マイナス0．3％のあたりを、経済変動2では、プラス0．4％のあたりを動いている。この  

数値は、先に見た、経済前提の中の賃金上昇率の基準ケースとの差と同じである。   

この頃の受給者は、概ね財政再計算の基準時点以降に裁定された者であり、また、年次が後になるほど、  

その被保険者期間も基準時点以降のみの者が増えていく（モデル計算に近づいてくる。）。   

これは次のように考えることができる。将来推計では、性、年齢、加入期間別にグループ区分をし、推  

計していく。ある年度（t）とその翌年度（t＋1）の受給者を性、年齢別にグループ別に眺めてみると、規模は  

もともとの出生状況によって異なっているが、加入期間の分布は同じである。また、性別や年齢別の分布  

も同じである。つまり、相似形をしているといえる。1点違っているのは、年金額の基礎となる標準報酬l  

である。（t＋1）年度の受給者は全体として、（t）年度の受給者よりも ゃ後に動き出している。そのため、  
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標準報酬も1年分の賃金上昇率がかかることとなるn従って、経済前提を動かした場合の影響は、その賃  

金上昇率にほぼ同じとなる 

ただ、グラフをみると、良い周期で♂）脈動が見られる。これは、先ほどの②式から③式を出すときに、  

人「］の変動を無視して、〔打ぺの∑を無視した影響であり、人∩の年齢構成の変動による出生数の変動（合  

計特殊出生率の変動ではない。ノ）が、受給者の各年度における年齢分布に影響し、各コーホートのもつ総年  

金額への影響度合が影響を′受けているためと考えられるい  

（5）短期的な影響   

直近での様子は、2020年度頃までの動きに現れているし それによると、経済変動1で0．1～0．15％、経  

済変動2で、0．1′、0．2％の伸びであり、賃金l二昇率のほぼ3分の1程度の影響となっているし）   

これは、  

ア．受給権者（7）過去の報酬の伸びには、長期的な影響で見たような規則性がないこと   

イ・現状では受給者数が増加しており、相対的に65歳以卜の受給権者の割合が多く、物価L昇率のみ  

の改定の影響がHていること  

などが考えられる。  

（1）で見たように、財政再計算結果に基づく財政検証では、物価L昇率を動かした場合の試算は行ってい  

ないし∴従って、物価、賃金の両1昇率が変動した場合の予想は困難である。ただ、第3章（4）でみている実  

質的な運仔細」回りは、物価ヒ昇率の実績と再計算での見込みの違いの影響を考慮すると、実際にはさらに  

大きなものであろうと考えられる〔〕  

（6）その他  

・可処分スライドによる賃金l二昇率との違いや、再計算時点で解消していないマイナススライド♂〕凍結  

分は、基準ケース（財政再計算）でも考慮されており、基準ケースからの離れ具合をみている今回の  

比較では、その影響は考えなくて良いっ  

・支出には、給付費と基礎年金拠H金がある（つ 基礎年金拠出金の卦川こ占める割合は、平成16年財政  

再計算によると、足卜では、厚甲†二金と私学共済は約1／ニう、同共済と地共済では約2割であるが、  

将来的には厚生咋金では4割を超し、共済では約ニi割となるなど財政から見てもかなりのボリューム  

となる。しかし、展礎隼金拠出金も同じ経済前提で伸びていくと仮定されているため、基礎年金拠出  

金を含めた支出合計で見ても、各年度の影響は図5－1とほとんど変わらないものとなる′J  

・／）！」＝ R，」．1′／R，－1 の長期的な動向が、経済前提の中の賃金卜昇率の基準ケースとの差と同  

じであるという状況は、仮に、R，ノ＝B‖／八一」がnによらない定数倍になっていたとしても変わら  

ない〔、このことは、物価上昇率等も含む経済前提の設定が変動することにより同 一時点こおける給イ寸  

費の規模が変動するが、その影響はと記の分析には現れないことをホす 

－153 －   
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付属資料◆公的年金制度の沿革  

公的年金制度の沿革  

1．公的年金各制度の成立過程  

（施行昭15．6．り  

旧厚生年金保険法  

公共企業体職員等共  

備  

考  

一156 －   



付属資料◆公的年金制度の沿革  

昭60  平元  

私立学校教職員共済法  
（平9 法48）  
（施行 平10．1．り  

共済雑合法  
128）  
33．7．り  
行は昭封．1．1）  
官吏昭錮．10．1）  

；斉組合法  

地方公務員等共済組合法  
（昭37 法152）  
（施行 昭3712．り  

金法  
法141）  

昭34．11．1無拠出制  
昭36．4．1拠出制）  

昭60  平元  平10  

一157 －   
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2．保険者及び保険料算定単位  

‾  
正す．互頂有  

保険者数  
厚生年金保険  1＝＝＝＝ヰ穆1  

l  l  

1 83   ：ン 67   

1    ン1  

1ニ＝ニニ＝ニヰ障1   

船員保険  

国家公務員共済組合  2  

公共企業体職員等共済組合  3  

地方公務員共済組合  92  

私立学校教職員共済組合 ＝＝＝＝＝ 1  

農林漁業団体職員共済組合  1  

国民年金 こ：：ニ：ここニニニr‥ニ：ニ1  

保険者の内訳  
厚生年金保険  

船員保険  

農林漁業団体職員共済組合  

国家公務員共済組合   

連合会   
郵政省共済組合  

公共企業体職員等共済組合   

国鉄共済組合   

専売英済組合   

電電共済組合  

－
－
い
∝
－
 
 
 

国家公務員等共済組合  

連合会  
国家公務員共済組合  

連合会  

私立学校教職員共済組合  

国民年金  （基礎年金）ヰ寧ごニニ＝＝≡＝＝ニヰ＝＝＝＝ニ＝＝ニごこ叡  

（柱）保険者等の数である。   



公的隼金各制度の被保険者数の推移  

公的年金  
年度末  厚生年金   lH三共済  l口農林年金  L貞共済   地抹済   杵学共済   L！‥］R勺二金  

制度全休  

芦  「一人   千人   千人   F人   千人   千人   F・人   千人  

H  ＝牒拍引  

8闇。Jr－21q6昌  1只 67∩   76フ   353   11ト4   誉∴丹洞   1′14   20．Oi6   43，3‘ノi7   

15 1970  22，522   7891I 410   1，149   2，536   194   24 337   51，936   

50】1975  23，893   797 447   1，162   3，004   270   2〇，884   55′457  

51！1976  2′1，084   802   ljL 1，163   3，03：i   282   26，469   口6，280   

2  2Jl，131   805   161   1，172   3，079   29：う   27，198   57，1：う8  

≡∃三三≡… 5こi  2■1，392   804   168   1，172   3，139   302   27，803   58，081   

5j 1979  24，925   798   176   1，175   3，192   う11   27，851   58，729   

55 1980  25 445   788   1，179   3 り39   3！9   27 596   59，050   484  
56］981  25，896   77   487   1，179   う，273   32′1   27，111   59，0▲′i▲4   

57 1982  26，223   752   488   l，175   〕，292   329   26，461   58，720   

5H 1983  26，549   716   488   1，17′4   i，299   335   25，727   58，288   

26，932   683   188   1，168   3，298   3ご41   25，339   58，249   

些1   190   1，161   3，295   347   25，091   58 239  

5〔） 1984  591   494   1，152   3，289   355   30，443   63，31／  

621987  27，676   5‘41   496   1，151   3，287   365   30，590   64，105   

6ニう 1988  28，769   526   496   1，1′う8   3，272   375   う仇342   6∠1，929   

平成 ノこ 1989  29，921   512   197   1，144   3，277   38ノ1   29，943   65，678   

30 997   196   199   1126   3，286   373   2   1990  29，535  66，313   

31，959   501   1，132   3，301   381   30，586   68，352   

32，∠493   487   506   1，130   う，317   388   30，620   68，941  

32，651   482   510   1，127   こ∋，335   394   iO，777   69，276   

6 ∃1994  32，740   i71   511   1，128   i，3現   398   30，956   69，548   

u  1995   ：う2，808   467  509   1，125   3，339   100   31，305  69，952   

H  1996   32，999   463   501   1，124   3，336   10l   31，371   70，195   

リ  1997   33，468  490   1，122   3，326   101   31，538   70，344   

10  1998   32，957  482   1，111   3，306   403   う2，2小1   70，502   

11  1999   32，こi81  475   1，106   ：i，288   10∠4   32，861   70，616   

う2，192  467   1，119  3 239   些6   33, 06ti 70，∠191   

12  ワ000   31，576  59   1，110   3，207   408   33，408   70，168   

11  2002   32，‖■4  1，102   3，181   429   33，60‘′1   70，460   

15  2003   32，121  1，091   3，151   434   33，49′1   70，292   

16  200∠4   32，491  1，086   3，111   1∫42   33，163   70，293   

17  2005   33，022  1，082   3，069   4∫48   32，826   70，447   

帥
盗
昂
洲
彗
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上）1．Hヰこ鉄道、日本電信電話及びH本たば二重業の各桂済組合は、平成叫三4月に厚生年金に統合された  

2．農林漁業週休職員共済組合は、平成14年4月に厚生年金に統合された  

：う 厚生年金u昭和60年度1、′上前ノ）船員保険に係ろ分を含む 

」一 国民平針／）被保険者敬ごユ、日射口60年度以前はIH法爪適用者（任音適用を含む）数てあり、昭和61年度以篠は笥1弓、第二う号、佳苗加人肌合計こあろ  
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公的年金各制度の受給権者数の推移  

（総数）  

年度末  国共済   地共済   私学共済  国民年金  

千人   千人   千人   千人   千人   千人   千人  

（西暦）  

昭和 40   1965  602   191   6   73   101   3   70   

45  1970   1，235   241   24   155   275   8   177   

50  1975   2，449   300   54   257   469   18   3，119   

51  1976   2，894   312   62   277   523   23   3，877   

52  1977   3，391   327   70   298   573   28   4，505   

53  1978   3，881   345   78   323   622   32   5，124   

5⊥1  1979   4，334   366   87   347   679   37   5，691   

55  1980   4，773   388   95   372   737   42   6，256   

56  1981   5，255   415   106   398   802   47   6，778   

5 7  1982   5，745   444   116   422   874   53   7，304   

58  1983   6，256   477   128   449   944   58   7，831   

59  1984   6，797   505   140   476   1，016   63   8，316   

60  1985   7，384   565   152   511   1，092  69   8，837   

61  1986   8，003   581   163   542   1，153   76   9，956   

6 2  1987   8，642   610   172   573   1，213   84   10，357   

6 3  1988   9，279   611   183   605   1，284   90   10，692   

平成 元  1989   9，919   620   194   636   1，351   97   11，042   

2  1990   10，519   629   205   663   1，415   116   11，362   

3  1991   11，092   630   216   685   l，480   124   12，028   

4  1992   11，803   632   227   707   1，542   132   12，759   

5  1993   12，535   632   238   726   1，600   140   13，559   

6  1994   13，273   635   251   746   1，654   148   14，312   

7  1995   14，448   638   266   778  ー＿】＿＿し747   173   15，152   

8  1996   15，239   636   278   794   1，793   185   16，010   

9  1997   16，813  290   810   1，848   193   16，987   

10  1998   17，679  303   823   1，898   203   17，871   

11  1999   18，571  315   835   1，942   213   18，795   

12  2000   19，529  331   862   1，984   224   19，737   

13  2001   20，559  348   883   2，049   235   20，669   

1▲4  2002   21，980  906   2，109   246   21，653   

15  2003   23，148  933   2，174   258   22，544   

16  2004   24，233  962   2，240   271   23，431   

17  2005   25，110  984   2，289   281   24，393   

罫
洲
彗
鮒
 
 
 

－
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－
 
 

主） 1 ∃本鉄道、∃本電信電話及び］本たば二竜実の各共済組合は、平成9年4月に厚生年金に統合さわた  

2．農林漁業団体職邑共済組合H、平成14年4月に厚生年金に統合された「  

3．厚生年金は昭和60年摩以前の船員保険に係る分を含む  

1．国民年金の受給権音数は新法基礎年金と旧法国民年金とを合計したもので、被開音年金J）みなし基礎年金に係る受給権者ー土合去れて  
いない  

5 旧三共済の受給権音数には船員給付及び公務災害給付が含去れている 二のたれ 本丈げ）図表231の値とほ－一致しない  

i⊥＿′一  jL＿二＿＿⊥LJ  



公的年金各制度の受給権者数の推移  

（老齢・退年相当）  

年度末  国共済   他姓済   私学共済  国民年金  

千人   千人   千人   †人   千人   千人   f人  

（西暦）  

昭和l」（）1965  203   133   4  82   り  

」5  53ノ1  170  四   120  228  
50   1，056   12   38  旦旦1  こi73  6   2，7ヨ1   

51  197   1，262   220   4．う   216   ・i14   3，395   

5 2  1977   1，468   232   47   232   449   8   3，920   

5：う  197H   1，676   246   51   250   484   9   4，426   

5」i  1，874   263   56   269   526   10   4，912  

‡）：）   2．063  jO   10   5，324   
5 f〕  1   2，279   30ヒ〉   66   307   616   5，671   

5 7  1982   2，508   330   72   二i25   671   13   5，994   

5 H  198二i   2，787   ：∋59   79   345   722   14   6，305   

5 ミ）  1984   3，047   ：う83   85   365   776   15   6，570   

6 0  1985   3，342   437   些  391   旦30   6，846   

61  19 3，651   148   97   414   H72   19   7．052   

6 2  1987   3，938   467   ユ00   436   916   20   7，246   

6：う  1988   4，222   469   105   459   959   22   7，410   

4，507   ‘472   109   481   1，004   2′1   7．577   

2  1990   4，760   477   112  498   しβ45   29   7，726   
⊥1，993   43   511   1，087   31   8，こi30   

5，293   470   120   52▲1   l，127   33   9，039   

5，598   465   123   53′1   1，164   こう6   9，822   

5，921   462   128   543   1，1t）7   38   10，568  

平成 元  1989                                  ロ  1亘ら1  159   133   565   1，26ヒ）   49  11，400   
H  1996   6，933   453   136   57   1，290   54   12，276   

1997   7，822  140   576   1，322   57   13，276   

10  1998   8，217  144   579   1∴i49   60   14，186   

11  1999   8，580  い17   580   1∴う72   64   15，090   

12  2000   9，014  151   592   1，：う9き   6と享   16，061   

1：i  2001   9，486  157   601   1，▲4：i4   J2   17，030   

l」l  2002   10，145  610   1，471   77   18，（）53   

15  200こう   10，690  620   1，511   81   18，9とi5   

16  2004   11，167  629   1，552   86   19，915   

17  2005   11，523  633   1，578   89   20，929   

・
〓
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（正）1 ゴj牢鉄道、≡充電信電話及び］本たは二重葵け）各共済組合rl、平成9鼠i月に写生隼金に粁合さわた  

2 襲林漁業団体職員共済組合に、平成14年4月に厚生正金に統合された  

こう．写生年金け昭ま口60年隻以前の船員保険に係る分を含む  

4 私学共浸り）老齢・退生相当受給権音数にri恩財年金阜■含む  

う．［訂民年金ゾ増給穂首敏は新法基礎年金と旧法市民在室とケ合計しデ‡Jノ〕て，被巧者年金し′■〉フ⊥／⊥し基礎年金∴係ろ受給権者ー工含主わて  
い／fし  
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公的年金各制度の給付費の推移  

【主4  L圭1  

年度  国共済   地共済   私学共済    国民年金  基礎年金   
制度全体  

億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   億円  

（西暦）  

昭和 40   1965  376   275   18   140   250   8   15  1，106   
4 5  1970   1，545   685   60   452   968   26   151  3，960   
50  1975   9，537   2，319   266   1，999   4，100   101   4，566  23，228   
51  1976   13，651   3，010   368   2，593   5，512   135   7，110  32，832   
52  1977   18，449   3，622   455   3，152   6，793   167   9，440  42，659   
5ニう  1978   22，705   4，229   530   3，726   8，028   195   11，463  51，575   
54  1979   26，557   4，805   627   4，252   9，251   209   13，426  59，928   
5 5  1980   32，515   5，452   721   4，831   10，648   233   15，763  71，143   
56  1981   39，221   6，337   864   5，559   12，463   283   18，417  84，329   
5 7  1982   44，886   7，257   1，011   6，272   14，427   335   20，691  96，231   
58  1983   50，103   8，133   1，149   6，848   16，057   385   22，481  106，667   
5 9  1984   55，281   8，831   1，280   7，552   17，938   441   24，245  117，276   
6 0  1985   62，274   9，722   1，464   8，504   20，164   509   26，500  131，104   
61  1986   76，209   9，801   1，575   8，816   20，466   604   29，137   ・4，521   151，128   
6 2  1987   82，360   11，167   1，838   10，330   23，680   677   27，369   6，620  164，041   

6 3  1988   87，683   11，358   1，984   11，028   25，151   736   29，286   7，779  175，006   

平成 元  1989   96，284   11，602   2，188   11，950   27，120   823   30，713   9，401   190，082   
2  1990   105，031   11，851   2，365   12，778   28，988   1，007   31，728   10，891  204，638   

3  1991   113，230   12，101   2，568   13，530   30，987   1，126   32，650   13，549  219，740   

4  1992   121，460   12，378   2，773   14，226   33，000   1，223   32，763   19，548  237，372   

5  1993   129，055   12，500   2，927   14，740   34，486   1，309   32，343   25，968  253，329   

6  1994   138，277   12，709   3，131   15，297   36，170   1，418   32，183   33，351  272，536   

7  1995   150，413   13，040   3，376   16，005   38，176   1，538   32，193   41，695  296，435   
8  1996   156，890   12，932   3，467   16，117   38，805   1，618   31，042   49，455  310，326   

9  1997   172，895  3，567   16，240   39，376   1，694   29，783   57，690  321，245   

10  1998   182，824  3，707   16，517   40，523   1，794   28，933   67，114  341，411   

11  1999   187，364  3，774   16，608   41，177   1，864   27，781   76，146  354，715   

12  2000   191，544  3，854   16，800   41，430   1，942   26，454   84，774  366，798   

13  2001   196，228  3，916   16，867   42，005   2，023   25，133   93，633  379，805   

14  2002   203，466  16，852   42，298   2，112   23，819  102，494  391，711   

15  2003   208，140  16，849   42，618   2，185   22，293  110，735  402，821   

16  2004   215，380  16，779   42，783   2，252   20，888  118，118  416，200   

17  2005   219，863  16，693   42，915   2，310   19，527  126，386  427，694   
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注）1．日本鉄道、日本電信電話及び日本たば二重実の各共済組合は平成9年4月に厚生年金に統合された  

2．農林漁業蛙休職員共済組合は、平成14年4月に厚生年金に統合された  

こう．昭和60年蜜以前の船員保険の年金給付費け厚生年金には含圭ず、公的年金制度全体に含んでいる  

4．国民年金には、昭和60年改正前のR法国民年金の給付及び同改正後の新法国民年金の基礎年金以外の給付に要する費用を、  

基礎年金には、新法屈民年金の基礎年金の給付に要する費用を、それぞれ計上Lている  

5．平成14年度の合計にけR農林共済分を含めてあるため、各制度の値♂）和と一致しない  

虚」一i  L鶴」＿＿，．．．」血  



公的年金各制度の積立金の推移  

監亨未  草生年金  屑三共済  R農林証金   富共済   班持藩   諷／、亨二藩   凹民巨象  

（西管）  

昭よ［10   1965  14，414   2，104   418  2，716   阜，薫9  186   1，946   

15  4，773   1，216   や，69q  12，136  555  7，1  
5（）   9 602   3，074  14，545   34，215   1606   18，147   

51  1976  ‖9，157   10，338   3，663   16，596   40，674   2，020   18，▲121   

う 2  1977  179，740   ‖），852   1，299   18，834   18，231   2，497   1軋466   

ユ ニう  1978  211，081   11，806   ∠′1，990   21，054   56，281   3，n82   20，526   

う」  1979  243，519   12，6‘′13   5．716   23，529   64，935   3，807   23，596   

コ コ  1980  279，838   13，4川   6，499  26，314   75，049   4，680   26，3日7   

5 日  1981  322，796   14，394   7，408  28，992   85，458   5，660   28，093   

、つ ／  1982  365，629   15，434   8，293   ：il，52l   95，145   6，719   30，699   

5H  1983  ご109，仁416   16，583   9，185   3′1，030   105，410   7、867   29，276   

5 日  1984  454，843   18，298   10，071   36，706   117，019   9，096   27，633   

h り  1985  507，828  17 t）63   10，910  40，303   131140  10，∫′107   25，939   
hl  1986  552，813   17，930   11．819  43，905   145，922   11，544   21，912   

h 2  1987  599，638   17，597   12，583   47，037   159，070   12，695   26．197   

〔iニう  1988  656，126   17，853   13，480   50，749   172，359   14，148   29，409   
平成元  1989  702．175   18，492   13，941   53，956   187，457   15，613   32，216  

14，763  リ                   1990  768，605  36，317   204，859   17，100  
839，97（）   20，205  15，593   60、529   222．455   18，624   43，572   

20，979   16，406   63，608   239，749   20，082   51，275   

21，751   17，243   66，587   256，125   21，509   58，468   

22，653   17，871   69，593   271，622   22，822   63，712  

18，677   72，693   288，∠106   24，268   69，516   

25，007   19，236   75，782   305，220   25，611   78，∫493   

ロ   19，737   78，9∠12   322，455   26，943   84，683   

1（）  1998  1，308，446  19，961   81，337  ［82，883］  337，358   28，150   89，6ユ9   

皿  1999  1，347，988  20，079   83，189  ［85，252］  352，346   29，270   94，617   

÷ 二  2000  l，368，804 庄う  20，113  85，951 ［87，227」  361，507   3〔），123   98，208 庄う   

1ニう  2001  1，373，93く1 ㌻1，345，967」   19，746  86，500   L87，070  369，267   30，800   99，▲′190  「97∴甘射   

11  2002  1，377，023 Ll，320，717」  86，747   L86，986「  374，658 ［365，720］  31，368  ［31，625  99，108  「94，698」   

15  2003  1，374，110 Ll，359，1511  86，938  ［88，175］  378，297 ［379，605］  31，802  L32，242二  98，612   し97，160」   

16  2004  1，376，619 ［1，382，468」  87，034  ［88，564］  380，619 ［386，664」  32，102  ［ニうこう，079  96，991 ［97，151j   

i7  2005  ユ，324，020 ［1，403，465］  87，580  ［91，690」  388，082  L415，154］  33，1日O  ［3‘主，730三  91，514  「96，766」   
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主） 1．日本鉄道、日本電信電話及びヨ本たげ二重葉山冬た藩組合け平成9臣4月に亨生正金に統合された  

2，襲林漕筆圧休職昌共済組合ど1、平成H年1月二軍生年金に統合された  

こづ．写生年金の槽立金にけ厚生宣金基金が代行してし、る部分ゾ）積立金は含去れていない  

1． 」ノ、」ノ）数値は、時価ヘーースブ）確立全てある〉  

5 草生年金、国民年金ノ）了三成13巨度末以曝し7）時価ヘース直積正金再※年金郁止事挙行から直承継貸覆に係ろ損益を含めて、駐金貨金運用基金における市場思牢分JJ運吊実績を持価  

ヘーースで評価Lたもげ）であろ 朝廷笛童に係る損益分び）写生生金・国民年金・＼JJ接分H、草生年金・国民年金♂）積立金げ〕元本平均咤高ゾけ二室に上り接分するニヒに上り行／つてい  
■  

H．基礎星金にH、昭和）1年雪上り721，608百万巧リノ積立金かあろ   
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公的年金各制度の保険料（率）の推移  
厚生年金  地共済  

年度  日本鉄道   日本電信電話   日本たば二産業  私学共済   rR農林年金  国民年金   
（一般男子）   （一般組合員）  

％0  ％0  ‰  ‰  ‰  ％0  ％0  ％0  円   
（西暦）  

昭和  29   1954  30（29．5）  62（l）70（4）  
：う0  1955   62（30．4）  
：う1  1956   7l．6 （31．7）   68．6 （31．7）   68．4 （3l．7）  
32  1957   
33  1958   
34  1959   70．4（34．10）  78（34．1）  
3 5  1960   35（35．5）  
3 6  1961   凹  100  150（36．4）   
3 7  1962   70．4（37．12）   68（37．1）  （35歳未満）（35歳以上）   

38  1963   

3＿旦  1964   
」  

67．4（39．10）   65．4（39．10）   65．2（39．10）   67．2（39．10）   n  96（39．10）  

10  1965  55（40．5）  i  74（40．7）   坦  l   

11   1966   79．2（4l．4）   75．2（41．4）   75．8（41．4）  

12  1967   72 （4212）          100  250（42．1）   
13  1968   J  l   
14  1969   62（44．11）  250  300（44．1）   
15  1970   す訴「l言「「）   

」6  1971   64（46．11）  82．4（46．4）  
4 7  197こZ   550（47．7）   
48  1973   7（）（48．11）  凹  
19  1974   74．4（49．10）  TV   n  900（49．1）   
50  1975   n  n  凹   75．2（50．1）   80（50．8）   凹   1，100（50．1）   
51  1976   91（5l．8）  89．2（51．4）   78．4（51．4）   79．0（51．4）  1，400（5l．4）   
52  1977   u   98（51．4）  2，200（52．4）   

1978   103．2（53．4）  90（53．6）  2，730（53．4）   
5⊥1  1979   82．4（54．10）  96（54．4）  3，300（54．4）   
5 5  1980  106（55．10）   102．4（55．1）   77．6（55．1）   78．：（55．1）   83．2（55．1）   102（55．7）   n  3，770（55．4）   
56  1981   120 （5（）．4）   84．2（56．4）   94．4（56．4）  109（56．4）  4，500（56．4）   
5 7   123．2（57．4）  u  u             u   H           Ⅶ‾再82  n  n                          5∴㍑0（57．4）   
58  1983  n   145．8（58，10）  5，830（58．4）   
59  1984   114 （59．12）   169．9（59．10）   107．8（59．10）   132．7（59．10）   110．4（59．12）  6，220（59．4）   
60  1985  124（60．10）  凹  凹   6，740（60．4）   
61  1986   134（61．4）  7，100（6L 4）   
62  1987   7，400（62．4）   
63  1988  

l  7．700（63．4）   
平戒  元   1989  四   152 （元．10）  

J   

140．2（元．10）   170．7（元．10）   140．8（元．12）   凹  8，000（元．4）  
1990  1寸言 ＝柑．9 （2．4）  118（2．4）   163 （2．4）  8．400（2．4）   
1991  145 （3．1）   l‡）0．9 （3．1）      u           u   9．000（3．4）   

1   1992  凹   9．700（4．4）   
1993  

6   

10，500（5．4）  
1994  165 （6．11）  174．4 （6．12）   四   162．6 （6．12）   190．7 （6．12）   158．4 （6．12）  n   11，100（6．4）   
1995   

8   

195．9 （7．4）  凹  128 （7．4）   185．4 （7．4）   11，700（7．4）  
1996  173．5 （8．10）  18ふ9（8．10）   200．9 （8．10）   172．1（8．10）   199．2 （8．10）   165．6 （8．12）   n  

9   

n   12，300（8．4）  
1997   173．5 （9．4）           133 （9．4）   194．9 （9．4）   12，800（9．4）   

10  1998  n  13．300（10．4）   
11   1999  凹                  u       u   u   
12  2000  

n u           u   1：う  2001   「          n  
l⊥1  200こZ   凹  司   司   垣  n  
15  2003  135．8（15．4）  143．8（15．4）   156．9（15．4）   135．8（15．4）   155．5 （15．4）   129．6（15．4）   104．6（15．4）   152．2（15．4）  

16  2004  139．34（16．10）  145．09（16．10）  n   139．34（16．10）  凹   133．84（16．10）   n  147．04（16．10）  
17  2005  1離8（17．9）  146．38（17．9）  142．88（17．9）  1こi7．38（17．9）   108．14（17．4）   150．58（17．9）   13，580子i7．4）   
18  2006  146．42（l臥9）  147．67（1とi．9）  146．42（18．9）  凹  140．92（18．9）   111．68（18．4）   154．12（18．9）   13，860（18．4）   
19  己UUT  ト19．リb（19．9）  トl占．9い19．リノ  149．9b（19．射  J  トH．4bりり．リノ   115．こ∠（19．4）   1≡）7．bbし1リ．9ノ   1こl，1肌）り甘．1   
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（注）1．カノコ内Ii改定年月であろ  
2．被用者年金各制度♂）平成14年厚真で♂）保険料率は標準報酬へスの数値てあり、太人負担分〝）2信とした  

平成15年4月以降は総報酬ヘース〝）数値であり、本人負担分♂）2倍とした  
3．日本鉄道、日本電信電話及び日本たば二竜業の各共済組合ほ平成9年4月に厚生年金保険に統合された  
1．農林漁業団体職員共済組合は平成14年4月に厚生年金イ具陳に統合された  



公的年金各制度の運用利回りの推移  
単位二・，   

旧 三 共 済  

年度  厚生年金         旧農林年金   国共済   地共済   私学共済   国民年金  

電話   産業   

（西暦）  

昭和 」（〕   1965   6．37   6．3と‡   亘二㌍   6．69   7 47   6．38   6. Ci3 7．16   6．20   
P．∠土0   6．61   ii.iti 6 とiO   7．30   6．56   6．51   7．18   6．27   

5∩  1975   や∵9草   7．27   J，04   6．91   6．92   6．6ニ）   
㌍・p享  

7．57   6．44   
■ り  1フィU                                            51  1976   7．03   7．06   6，97   6．67   7．97   6．70   6．57   7．59   6．25   
52  1977   7．1：Z   7．12   7．1ニ5   6．91   7．81   6．75   6．5：≡   7．45   6．19   
う こう  1978   6．99   6，72   6．93   6．67   7．55   6∴12   6．28   7．1ニi   5．94   
5」1  1979   6．87   6．81   6．81   6．7ト；   7．45   6．44   6．32   7．08   5．8ごi   

「）こ）  1（）HO   7．04   7．10   7，2‘′1   7．70   6．94   6．7Fi   7．49   6 ワワ   

., fi 1981 7．24   6．80   6．46   7．09   7．76   6．81   6．68   7．5∫′1   6．9こう   

J）／  7．21   6．7：三   7．07   6．87   7，65   6．85   6．7∠1   7．′′1日   6．73  
5H   7．19   6，78   7．67   6．85   7，7日   6．91   6．77   7∴i9   6．64   
5 日  1984   7．16   6，50   7．こう1   6．68   7．69   6．86   6．7：う   7．36   6．68   
HO  1985   

7・   7．13  7．1†）   7 20   7 6り  6．87   6．70   7．28   7．06   
61  198b   7．11   6．32   7∴与1   6．01   ／．′′13   6．6H   6，49   6．98   6．78   
6 2  1987   6．77   5，76   6．69   8．06   7，13   6．49   6．1ニう   6．74   5．72   
6ニi  1988   6．29   5，89   6．53   7．04   6．89   6．42   5．9：う   6．47   5．53   

平成 元  1989   5．94   5．91   6．79   5．89   6．63   6．49   6，02   6．59   5．0ノ1   

2  1990   ・90   b．∠8   h 24   7 3日   6・   6．46   6．30   6．40   5 20   
1991   5．97   0．0J   6，（）こう   6．こぅ2   6．24   6．10   5．99   6．10   5．29   

5．1ニう   5．59   5．70   5．82   5．89   5．57   5．69   5．53   
5．56   4．81   5．62   5．56   5．1l   5．41   5．22  
5∴う6   ′1．14   5．03   5．19   4．5（）   4．82   5．11   

5・1写  3 R9   4．92   ′1．97   ご1．20   4．60   ∫′1．90   

7，2∠1   3．4～j   1．2ニj   4．82   3．7′1   ′1．03   4．56   
′1．08   4．32   ニう．57   3．86   4．26   
ニi．69   ニ5．∠14  」3．17j   3．2√1   3．66   ニj．94   

3．45   3．27  しこi．HO］   3．57   こう．59   3．58   
：i．55   3．01  L2．031   2．机   2．99  8  

2．42  「1．56㌻   2．05   2．60   三1「1．29」   

2．45  2．05」   1．77   2．20  イ）．2とり  1主1ニ0，39「   

亘  2．6日  L3．84」   1，81【4．83＿   2．00  2．61「  庄」 L4，7射   

16  2004  i耳1［2，73］  2．35  L2．65］   1．98 Lこう．2ニi二   1．79  「3．35］  ィ与l「2．77］   

17  2005  庄」「6．82］  2．43  「5．36コ   3．59 L9，011   4．16  5．7針  珪1 L6．88」   

－
－
の
∽
－
 
 

才
知
肺
萱
◆
榊
 
 盗
昂
謝
彗
鮒
 
 
 

汗） 1．日本鉄道＼日本電信電話及び日本たは二産業げ）各拝漬組合は平成9年4月に厚生年金に統合された  

2．農林漁業同体職員持済組合は、平成‖牢4月に厚生年金に統合された  

こう．】内の数値は、時価ヘースげ〕運用利回りである  

1・厚生年金、国民牛鋸）、Ⅰ城13年度以降再運用劉＝ロ】りは、旧年金福祉事業円かJ〕ゾ凍継資産に係る損益を含れて、年金資金運開基金における市場運用分！川岸用実績を時価ヘースて評価しノた  

モノノ）てぁる王た、同姓済、地j仁清、私学共済（用寺価ヘーース〝）運用利回りH、時価ヘーース〃）運用収入（参考値）を基にLた修正総合利回りを計上しノていろ  
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1 厚生年金保険  
（百                万円）   

収  入  吉  H］  
息 の 年  

牢膏  合計     給付費 収 支 桟  
己当 ． 

稽   

昭和 45  747，945  27，812   249．612  7，993 1．033，362        154．470  12，699  167，168     866，194   4，  420，194   
46  871，765  29，507    309．097  8，603 1      218  97l  183  079  13．883  196，963    l．022，009   5，  446，973   

47  1，043，123   38，138    379．764  471  17，180   243，102    l．228，263   6，  673，624   

48  1．346，879  56，484    459．637  13，035 1，876，035  19，  455   350，516   1，525．519   8，  194．301   

49  1，930，701 124，374    586．023  20，158 2，661，255          750  2         10，  140．871   

50  2，201，975 158，883   750，987  25，115  3，136，960        953  739  3  106  988，845   2，148  115  12，  286．886   

51  2．857，255  233    032    923．535  27，008  4，040    829  1，365，141  43   198 1，408，340   2，632  490  14，  915，679   
52    246  338   261 1，131．503  31，422  4，959      1，844．897  17  ．973．979   

53    1，321，542  38，308  5，476．151       2，270，519  3，137，413   21  ．108．090   
54    1，511，：68  40，084  5，982．013       2，655．665  3，246．807   24  ．351，864   

55  4，700  738  546．602  1，784，624  38，584  7，070．548       3，251，460  185   171 3，436．631   3，633．917   27  ．983，796   

56  5，627  452  648   525   2，108．510   208  8  424  696  3．922，132  コ04   876 4  127．008  4，297．688   32  
57       854   2，399．665  44  557  8  989    4．488，567  495 4    4，284，722  

58  6，290．589  595，170   2，69：：，425  290  9     5．010，347  226，189      4．379，936  
59  6，576，374  726，694   2，992，147  79110     5．528，113  261，418      4．544，476   45  ，484，260   

60  7．505，307  913，528   3．329．443  46．325 11      794，603   6，227、415  263、767 6    491，182  5．303．421   50  ，782．832   

61  8，601，7731，587，985  3，641，0421．466．257  61．649 15      358，705   7，620、876 2，957．013  277，23110    855，120  4，503  、585  55  ，281．343   

62  8．914  ，2461，643，572   3，787，679 2，137．812  8．236．025 3．730．979  259，70612，226，710     4，323  ，028  59  ，963．820   

63  9．450，493 2．961，901  3，826，824l．945，926  23．955 18，209，099        8，768，319 3，596．890  195，53512，560，743     5，648  ，356  65  ．612，647   
平成 元  10．490  ．9931．694，259   3，915，9451．819，436  23，495 17，944      ，129  9，628．350 3．563．797  147，33513，339，483     4，604，646  

2  13．050．692 2．144，172  4，215．187 2，212．160  4．41l．515  24，296 26，058，023        10、503．093 4，264．6044．487408 160．13719，415．242     6、642．781   76  
3  14，214，107 2   373  ，857   4．665．2212，292，094  5，943．874  24，710 29，513，864     11，322．974 4，840，4106．034，871 179，802 22，378，058     7，135，806   83  
4     4．955．417 2，500，993  6，606．153  25，761 31，661     ，907  12，146．047≡〉，510，192  
〇  7，01／、973  り＋0∩斥こ［  

6  7，602．798  27，50334，720  

7  18，693、28：三 2   829．544   5．526．757 2，568．888  8，424．011  2軋363 38，070．844      15．04l，282 7、015，433 軋474，774  ：63   364 30，794．853   7．275  991  111  ．811，139   
8  19．370、603 2   516  904   5．606．092 2，549，117  ・9，244．154  27，785 39   314  654  15，689．026 7，411，9659，294，866  280   699 32，676，555   6、638  099  118  ．457，902   
9       5．563．690 2，549，336  27．333  70：三，044 369，138  531，09l  164    17，289．477 7，717，293      7．290．965   125  ，755，992   
10  20，615    830  224   5．216．408 2，495，195  32．717  362，545 432，617  92．943  27．635 32       18，282．367 8，314，437  93，002  335．456 27．025．262     5．080．099   130  ，844，587   

855 3  635  ，728，594 2，303，640  32．717  484，209 425，558   27，549  2  518  31  白75    18，736，443 8．823，469  27，589  339．562 27，927．062     3，948，196   134  ，798，756   
1ワ  20 05l  217 3  720  88t）  4 306（）57 1957 355  32 717 188 779 413 236  ・ 28  080 30  698．925   19．154  、366 9．127，240  339．424 28．621，029    2．077  ．896  136  ，880，413   

13  19．935  987 3  816  383   3，860，739l，556，579  32，717 162，133 397，936  26  082 29  788．557     19．622，798 9．304，796  354，226 29．281，820     506，736  

†時価′、－・1］   ［2，6〇4，0981  ［28，b8  ト69990‾］  

14                         20．203．3654，003．622 3，107．0911，424，025：：7，2921．724，：56372．987  25，80630．888  345，088 30．587，758  

［時価ハ、－▼1］   「．73．118］  ［28，0〇4，472  ト2【33286］  

15                 19，＝42．5344，104，519 2．288、4431．392．06437，350172，692342，286   3．496．507  25．8953l．102．189  327，569 31、440．137  

t時価へ・1］   ［6，423．198］  ［3「236945】  ［3796807］  

16  19，453．700 4，279  5．385．413   20．75132，847，702  ：：86，384 32、61l，813     235．889  

［時価′、－▼1］   ［3．693．3〇6］  り【］  ［り316730］  

17  20、058．432 4，539  3．456．7536．249．69220．33338，573，967     21．98（），25311．283，096  4，337，403 37．606，752     967．215   132  ，402，046   
［時価へ∴▼ス1   「9．189．3111  「45．933．4691  「8．326．7171   「140  ．346．4851   
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注）l 昭和61年4月に船員保険の年金部門が厚生年金に統合された 
2．平成9年4月に旧三共済が厚生年金に統合された  
3．平成14年4月に農林年金が厚生年金に統合された 

4．昭和46年麿の年硬玉槽、」差金け、旧琉球政府特別会計かrJ承継Lた稽、【差金54億円を含む  
5．昭和62年摩以前け、畢生保険特別会計の年金勘定ゾ〕決算額に業務勘定の決算額中の厚生年金保険に関十るものを含む 

6．昭和62年摩の年度末槽、差金け、船員保険特別会計の積立金から厚生保険特別会計♂）積、仁金とされた額3，616億円を含む  
7．平成4年度ゾ）収入合計にけ年金福祉事業団かJj〝）納付金126億円を含む 
8．平成17年摩ゾ）簿価ヘースの利息及び配当金には、年金資金運用基金納付金を加えたヰ，り）を計上Lている 
q 正確17年軒／－ユ√7）仙雲叫「「F 肘政和督督金線上世滞等留金財源卜川鱗1偉叩1右含すp  

b  



2．船員保険  

（百方円）  

匹   又  入  支  出  
利息及び  その他  

牢度末  
年三度  

保 険 料  国庫負担  合 計   給 付 費  合 計   
収 支 残  

配当金   支出  
積立金  

昭和45   18．951   1，373  5，931  0  26，255  7，232  28  7，260  21，978  110，757   

46   22，974  1，498  7，467  0  31，938  8，173  26  8，199  28，305  138，940   

17   26，860  1，829  9，127  0  37，816  9，736  29  9，765  31，633  169，9ニう3   

48   32，060  2，565   11，273  0  45，898  13，375  31   13，406  36，825  206，379   

49   44，197  5，421   13，762  144  63，525  25，568  271   25，839  38，696  2∠14，563   

50   48，148  7，125   16，534  237  72，044  33，935  517  3′1，452  33，111  276，919   

51   59，195  9，163   19，079  458  87，896  45，332  138  45，470  36，168  312，964   
52   68，183   12，613  21，719  347  102，862  58，017  340  58，356  38，867  351，534   

53   69，262   15，301   23，823  758 109，144  70，023  162  70，185  27，050  378，208   

54   69，623   18，830  24，480  420 113，353  80，029  1，271   81，299  20，768  397，485   

55   76，831   22，286  26，224  1，506  126，847  97，999  3，023101，023  15，182  
56   87，346  26，795  27，869  118，503  3，193121，696  17，966   
57   89，484  27，324  28，198  365  145，370      135，213  1，233  136，446  11，119  437，123   

58   88，977  32，989  28，164  151，032  436，807   
59   88，307  40，974  27，183  171，041  426，898   
60   89，108  3，014  25，521  196，725  394，223   

－
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－
 
 

（柱）1．収入・支出の両方に災害補償相当分を含む。  
2．収支残及び年度末積立金は船員保険特別会計としての額である  
3．船員保険の年金部門は昭和61年4月に厚生年金に統合された。  

才
知
恥
彗
◆
帥
蓋
昂
洲
彗
鮒
 
 
 



才
知
循
茸
◆
帥
 
 

3．国家公務員共済組合  

（1）国家公務員共済組合連合会  

収  入   支  出   
年度  拠出保険料収入等l利息及び基礎年金 制度間 財政調整 その他   基礎年金 年 金 制度間 長 期 財政調整 その他  年度末  

調 整 拠出金  合 計  給付費  保険者 調 整 財政調整  収支残  

（本人負担）  配当金 交付金 交付金 収 入  収 入   拠出金 拠出金 拠出金 拠出金 拠出金 支 出   積立金  

昭和 45  26，391  51，480  24，735  3，754 106，360  27，407  
46  30，456  60，908  29，157  

19  27，427  78，933  486，456  
4，754 125，275  35，280  

47  35，162  71，87834，216  
45  35，325  89，950  576，445  

5，547 146，804  43，620  
48  41，606  89，239  40，771  

72  43，692  103，112  681，389  
5，659 177，276  59，529  65  59，594  117，682  799，118   

49  56，792 118．853  50，319  6，421 232，385  86，735  
50  66，747 150，459  61，279  

120  86，855  145，530  944，728  
7，394 285，879  129，212  

51  74，084 183，912  72，468  
128 129，340  156，540  1，101，314  

7，274  337，738  167，370  
52  81，005  220，268  84，332  

247 167，617  170，122  1，271，532  
8，219  393，824  204，908  

53  85，362  248，644  94，389  
166  205，074  188，751  1，460，422  

7，252  435，647  245，534  
54  94，678  285，030 108，105  

519  246，052  189，595  1，650，282  
7，454  495，267  283，382  

55  105，607  312，826 130，214  
1，004  284，387  210，880  1，861，267  

8，969 557，616  325，279  
56  112，007  338，344 143，129  

856  326，134  231，481  2，092，909  
8，883  602，362  376，787  

57  113，854  356，313 158，908  
475  377，262  225，100  2，318，209  

10，019  639，094  426，831  
58  117，107  379，637 174，559  

462  427，293  211，802  2，530，257  
10，308  681，611  468，357  

59  184，195  476，733 188，980  
313  468，670  212，941  2，743，451  

10，895  860，803  525，646  
60  248，108  567，912 201，367  

・ 89，116  614，762  246，041  2，989，804  
11，7681，029，156  616，588  ・ 33，022  ・ 48，137  697，748  331，408  3，321，437   

61  248，158  797，299 254，024  74，504  30，9461，404，930  881，553 129，533  ・ 34，013  
62  251，158  878，618 263，948 115，581  

1851，045，285  359，645  4，390，496  
29，3941，538，700  1，033，012 158，421  ・ 35，033  

63  256，225  983，225 275，399 133，458  
1301，226，596  312，104  4，703，705  

32，3321，680，639  1，102，781172，520  ・ 36，084  
平成 元  291，879  958．759 301，049 136，925  

3661，311，750  368，889  5，074，874  
39，2801，727，891  1，195，036 171，520  ・ 37，167  

2  335，453  964，511 349，076 158，031 219，250  
3，9501，407，673  320，218  5，395，551  

3，0842，029，405  1，277，760 175，974  ・ 219，250  8，000  
3  349，080  988，442 349，716 174，417 294，240  

3，6951，684，679  344，726  5，740，766  
3，612 2，159，508  1，352，994 188，292  ・ 294，240  8，000  

4  361，7691，041，046 356，275 186，811 325，525  
3，8261，847，353  312，156  6，052，921  

2，282 2，273，707  1，422，625 206，185  ・ 325，525  8，000  
5  373，1631，073，415 354，145 193，584 345，161  

3，5421，965，877  307，830  6，360，752  
2，557 2，342，025  1，474，022 217，012  ・ 345，161 4，000  

6  399，1211，119，272 346，257 206，438 374，427  
3，925 2，044，120  297，905  6，658，657  

1，957 2，447，472  1，529，708 234，374  ・ 374，427  4，000  
7  451，7811，159，673 346，347 218，843 413，976  

4，3662，146，875  300，597  6，959，255  
1，823 2．592，442  1，600，454 262，396  ・ 413，976  2，000  

8  471，2751，155，437 350，518 220，861 453，892  
3，555 2，282，380  310，062  7，269，317  

1，860 2，653，842  1，611，680 273，272  ・ 453，892  2，000  
9  489，1801，191，324 328，917 219，366 104，053  

4，104 2，344，948  308，894  7，578，211  
1，789 2，334，630  1，624，037 284，■760  2，083 104，053  

10  492，4011，218，502 272，830 220，127 17，706  
3，679 2，018，612  316，017  7，894，229  

1，773 2，223，339  1，65l，671 307，463  2，527 17，706  
496，4031，201，851 266，622 215，639  5，188  

4，5111，983，879  239，461  8，133，689   
1，538 2，187，241  1，660，777 328，846  2，527  5，188  

12  509，1921，204，083 249，858 208，331  
4，682 2，002，020  185，221  8，318，911  

145，289 2，316，753  1，680，029 353，454  2，527  
13  511，2921，188，683 210，393 199，347  1，982 2，111，698  1，686，720 360，813  2，527  

4，569 2，040，579  276，174  8，595，085  
6，723 2，056，783  54，915  8，649，999   

14  505，3361，177，559 216，862 193，492  2，317 2，095，567  1，685，208 371，894  2，249  
15  510，6561，174，389 235，755 183，281  

11，537 2，070，888  24，678  8，674，678  
2，3312，106，412  1，684，915 389，812  3，961  

16  509，8211，156，354 210，947 172，862  
8，644 2，087，332  19，081  8，693，759  

70，828  2，5712，123，384  1，677，860 419，213  2，790  
四  512．9131．145、135 242．287 164．015  

13，926 2，113，788  9，596  8，703，354  
117，243   2．8712、184．464  1．669．280 420．135  3，079  ・ 37．373 2．129．868  54．596  8，757，951   
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（注）1．昭和59年4月に郵政省共済組合が加入した。  
2．平成12年度のその他収入には旧地方事務官移管金（1，436億円）を含む。  



（2）郵政省共済組合  
（百万円）   

収  入  支  出  
挿」息及び  その他  年度末  

計   合 計  給 付 費  合 計  
収 支 残  

年度  配当金   支出  
積立金  

昭虹二担   9，543  21，373  30，916 11，209  47  42，172     17，806  8  17，813    24，359  182，561   
46   ‖，029  26，623  JJ，0〇∠   1∠，凸J1  67   〇U，D〇J  ∠1，リJb  8  ∠1，リ4こぅ  ∠8，bll  211，176   
47   12，458  29，922  42，380   13，956  32  56，368     26，934  6   26，940    29，428  241，036   
48   14，384  36，6ニi1  51，015  16，849  75  67，939     34，525  ／   34，532  33，・′107  27′1，′156   
49   18，981  48，376  67，358  22，504  96  89，957     49，053  7   49，059    40，898  二う15．368   

卓p  21，957  62，054  84，011   2∠1，314  9   70，663    37，7と弓6  353，172   
51   

124 108，・449     70，653  
23，566  77，030 100，597  25，875  200 126，672     91，916  別，926  3■4，745  388，103   

52   25，389  89，632 115，021  27，741   2，368  ‖5，130     110，274  1ニZ  llO，286    3′1，844  422，987   
5二う   26，323 103，902 130，225  28，281  622 159，128     127，067  8  127，075    32，053  455，096   
5∠1   29，990 115，934 145，923  31，634  765 178，323     141，866  10  141，876    36，447  491，588   
55   35，227 129，533 164，761   39，102  822  204，684     157，798  18 157，816    46 868  538‘′187   
56   38，656 140，472 179，128  40，692   1，742  221，563     179，096  12  179，108    42，454  581，018   
57   40，750 149，616 190，366  42，872  7，926  24l，164     200，344  14  200，387    40，777  621，855   
58   41，721 159，543  201，264  45，175  7，645  254，083     216，▲132  25  216，・′157  37，627  659．558   
59   19 112，939 112，958   45，466  92，247  250，670     229，522  ′14  229，566    21，105  680，780   
60   23 164，492 164，515  46，190  50，864  261，569     233，803  57  233，861  27，709  708，842   

・
〓
こ
・
 
 

（柱）1・郵政省共滴組合は昭和59年4月に同家公務員共済組合組合連合会に加入した。  
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4．地方公務員共済組合  才
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甘史  入   支  
（百万円）   

出   
利息及び 基礎年金財政調整 その他   基礎年金  年 度 末  

拠出金  合 計  給付費  年 金 制度間 財政調整 その他  収支残  

年度                       拠 出 保 険 料 収 入 等l            掛 金  負担金 払込金  配 当 金 交付金 収 入  収 入   拠出 金 拠出金 拠出金 拠出金 支 出   
積 立 金  

昭和 45  87．376 182，046 1．874  66．962  441 338，699  96，806  823  97，629  241070  1，213，586   
46  103，083  218，957  2，022  82，269  602  406，933  122，770  854 123，624  283，309  1，497，621   
47  123，932  266，313  2，179 100，428  10，490  503，342  153，596  903 154，498  348，844  1，848，647   
48  153，307  331，107  2，252 125，844  1，944 －614，453  198，823  1，216  200，039  414，415  2，264，014   
49  216，467  451，291 2，489 161，983  5，016  837，246  278，612  1，371 279，983  557，264  2，821，476   
50  253，029  555，531 2，797 197，907  1．9741．011．238  410，026  1，351 411，377  599，861  3，421，490   
51  278，830  674，441 4，247  235，900  9721，194，390  551，172  1，336  552，508  641，881  4，067，430   
52  305，525  844，453  5，615  278，347  1，7121，435，652  679，325  1，560  680，885  754，767  4，823，062   
53  326，004  954，579  5，723  321，224  2，2061，609，737  802，756  1，893  804，649  805，087  5，628，126   
54  356，2561，054，427  6，419  374，067  8361，792，005  925，132  1，748  926，880  865，125  6，493，473   
55  4111531，203．174  7，634  454，103  1、402 乙077．465  1，064，816  L4801，066，296  1－011，170  7，504，886   
56  439，8791，321，411 8，426  517，685  1，098 2，288，498  1，246，320  1，4961，247，816  1，040，682  8，545，817   
57  445，6891，369，328  8，492  588，127  1，132 2，412，768  1，442，689  1，3851，444，075  968，693  9，514，461   
58  459，3451，507，095  8，514  656，400  1，694 2，633，048  1，605，698  9851，606，684  1，026，364  10，541，019   
59  536，7131，686，457  8，176  787，500  1，533 3，020，378  1，793，778  1，1461，794，924  1，225，454  11，701，904   
60  680，8171、931．357  7．916  807．386  14，990 3，442，467  2，016，399  13．863 2，030，263  1．412、204  13．113．980   
61  701，288 2，093，391 7，803  872，616 199，461  23，890 3，898，448  2，046，634  357，538  16，7412，420，913  1，477，535  14，592，179   
62  716，5812，186，200  7，106  905，332 296，242  25，068 4，136，529  2，367，990  437，956  15，844 2，821，790  1，314，739  15，907，036   
63  734，110 2，328，591 7，615  951，781 273，873  27，378 4，323，348  2，515，087  463，764  15，526 2，994，378  1．328，970  17，235，898   

平成 元  824，406 2，547，882  7，2861，049，141 249，536  26，650 4，704，902  2，712，037  462，413  20，798 3，195，248  1，509，653  18，745，724   
2  1．002．836 2，578，089  6，9921．179、703 368，622  27，067 5，163，309  2．898．758  486，359  17，975  20，527 3．423．618  1、739．692  20、485、949   
3  1，047，759 2，680，552  6，7551，240，998 424，511  8，516 5，409，093  3，098，659  526，974  ・ 21，599  2，567 3，649，799  1，759，293  22，245，465   
4  1，086，673 2，823，406  6，5361，248，995 462，893  8，925 5，637，429  3，299，999  584，263  ・ 21，590  2，492 3，908，344  1，729，084  23，974，902   
5  1，119，817 2，899，617  6，2941，228，493 462，351  12，158 5，728，729  3，448，572  622，423  18，245  2，102 4，091，342  1，637，387  25，612，458   
6  1，201，192 3，008，220  1，160，026 473，611  10，156 5，853，205  3，616，974  665，187  18，188  3，406 4，303，755  1，549，449  27，162，201   
7  1．360，370 3．199．456  1．154，270 527．577  3，915 6，245，588  3，817．568  735，103  11，817  2，963 4．567．451  1．678．137  28、840、558   
8  1，408，046 3，310，441  1，090，983 537，066  3，377 6，349，913  3，880，497  772，787  11，811  3，213 4，668，308  1，681，605  30，522，019   
9  1，473，163 3，390，803  1，100，889 520，826  3，454 6，489，134  3，937，609  802，125 19，750 1，987  4，283 4，765，753  1，723，381  32，245，483   
10  1，487，724 3，379，887  1．053，483 503，467  3，4916，428，052  4，052，290  855，753 23，528  6，489 4，938，061  1，489，992  33，735，760   

1，496，5013，356，694  1，210，895 495，581  3，744 6，563，416  4，117，695  914，453 23，528  9，024 5，064，700  1，498，716  35，234，559   
12  1、484，459 3、313，927  932、812 479．621  5．785 6．216，604  4、142、973  970，302 23．528  163．788 5，300，592  916，013  36，150，657   
13  1，483，454 3，310，036  787，165 454，478  3．380 6，038，513  4，200，502  986，094 23，528  52，414 5，262，539  775，975  36，926，665   
14  1，474，098 3，249，410  686，954 424，928  8，094 5，843，484  4，229，7531，010，753 19，788  44，068 5，304，362  539，121  37，465，805   
15  1，471，785 3，161，261  699，988 394，630  3，107 5，730，771  4，261，8281，055，670 18，782  30，5815，366，860  363，911  37，829，707   
16  1，478，755 3，120，805  753，371 391，007  3，994 5，747，932  4，278，2821，123，499 28，705  70，828 14，445 5，515，759  232，173  38，061，885   
17  1．498、023 3．084．338  1．360．355 371．781  3．507 6．318．004  4．291．5091．122 556 27．539  117．243 12．794 5．571．641  746．363  38．808．249   
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（注）1．平成6年度以降の負担金には払込金を含む。  

2．平成12年度のそ♂）他支出には旧地方事務官移管金（1，436億円）を含む。  
3．昭和63年度から平成2年度の基礎年金拠出金は地方公務員共済組合連合会の各組合、公立学校共済組合及び警察共済組合♂）合計であり、地方公務員共済組合連合会の基礎年金拠出  

金経理の基礎年金拠出金の額とは異なる。  

」
血
 
 



5．公共企業体職員等共済組合  
（l）合  し1ノ ノ【i▼  訂  

（百万円）   

収  入   女  亡ti   

年度  基礎年金 制度間 長 期 そ〃〕他  
年度 末  

掛 金 負担金  調 整 財政調整  合 計  給付費  調 整 財政調整  収支残  
（本人負担）  配当 金 交付金 交付金 交付金 収 入   拠出金 拠出金 拠と日金 支 ～11   

積 立金  

昭不ロ4串   1，793138，201  188  68，717  69 485  477 り5′1  
イ仁   ∠，1．）∠ 10J，⊥量コ0  わ∠，J8u  

∠∠b  H∠，hUb   
バリ，bnU  〇〇8，Db．i   

」17  37，169 111，227  37，044  2，866 188∴iO6  97，2：う8  282  97，520  90，785  650．1：う5   
18  43，101131，565  41，771  2，919  219∴i56  122，238  二i27 122，565  96，792  7∫17，022   
‘19  55，525 172，693  52，031  主，237  284，・′186  167，565  ∠12（う 167，9リ1  116，′495  863，781   
50  6：i，587 201，55∫′1 58，027  5，680  328，R48  231，908  669  232，577  96，271  960，202   
51  73，367 233，619 62．117  6，06∠i こi75，167  300，991  6日9  301，680  73，487  1．033，848   
52  79，290 261，125  66，662  7，070 J′11こ1，147  362，231  722  362，956  51，191  1，085，236   
53  90，050 3胚396  72，436  7，996  518，879  422，873  786  423，659  95，219  1，180，610   
5′1  92，563 3日4，906  78，316  9，090  564，875  480，5こi2  R79  481，・＝】  8ニう，こi65  1，264，337   
55  95，195 430，602  87，130  10，581 623，508  545，212  96日  5∠16，180  77，328  1，341，812   
56  112，700 515，228  91，722  12，∫二189  732，139  633．689  1，124  634，813  97，326  ▲，439，390   
57  117，201 599，739100，319  13，505  830，767  725，739  1，339  727，078  103，689  1，543，416   
58  120，781 682，732 111，240  日，653  929，407  813，327  1，508  814，835  114，572  1，658，302   
59  137，066 787，620 115，903  15，5031，056，093  883，054  1，661 88′1，715  171，377  1，829，822   
60  149，665 795．154 127，60：i  17，088 16，6181，106，129  972，222  9，こi6日  1，800  983 390  122 738  1766 327   
61  i36，704 738，711117，795  45，599  34，195 18，1271，091，132  980，106  7：i，013  9，6′i8  1，9621，064，729  26．403  1，793，030   
62  127，235 819，254 10二i，∫478 67，56こう  ∠17，770 17，9531，18：i，254  1，116，736  86，363  （），938  1，8751，214，912  31，659  1，759，679   
63  130，613 847，666  99，306 103，ノ1i7  61，373 19，3951，261，771  1，135，818  83，580  10，2：i6  1，8′i21，231，∠175  30，295  1，785，309   

平成 元  144，045 858，購5 103，703117，354  72，489 19，6201，315，656  1，160，207  77，187  10，543  1，8461，249，784  65，872  1，849，239   

旦  163，R23 840，105  96，489127，669 197，270  8，000  ほ，5801，451，936  1，185，088  85，367 100，107  0  2，0101，372，573  79，36二∃  1，927，126   
3  172，430 835，20日 l15，トi2 150，283 251，543  8，000   1861，532，792  1，210，143  90，966 13′1，947  0  3，3171，上′1ニ59，373  9：ミ，∠119  2，020，545   

4  178，003 833，754 110，769 170，250 265，888  8，000  2101，566，875  l．237，848 100，271149，293  0  2，0621，489，474  77，‘iOl  2，097，946   
5  1別，978 846，537 ＝1，609 191，406 256，963  4，000  2691，592，763  1．249，957 105，458 157，t）96  0  2，1811，515，591  77，171  2，175，117   
6  190，364 855，693 110，129 215，040 270．787  4、000  4051，646∴118  1，270，910 111，539 】71，7：i6  n  2，0731，556，259  90，159  2．265，277   
7  210，380 888，679106，735 237，204 254，933  2，000  3491，700，279  1，303，999 121．782 190，180  0  2，1231，61日，084  82，195  2，347，472   
8  217．501 879，746 169．332 244．‘494 273，509  2．000  4921．787，075  1，293．206 126．731 20軋80：i  O  5．0961．633．835  153．240  2，500、712   

－
－
↓
－
－
 
 

（注）1．公共企業体職員等共済組合は昭和59年4月に国家公務員共済組合に統合された。  

2．昭和59年度以降は、日本鉄道、日本電信電話及び日本たばこの各共済組合の合計を計上した  
こi．日本鉄道、日本電信電話及び日本たばこの各共済組合は平成9年1月に厚生年金に統合された  耳

副
鳩
彗
◆
帥
 
 
昂
対
空
鮒
 
 
 



耳
釦
輝
茸
◆
帥
 
 

（2）日本鉄道共済組合  （百万H二   

収  入   支  出   
拠出保険料収入等l利息及び 基礎年金 制度間調 長 期  そ の他   基礎年金 制度間 その他  

年度末  

財政調整  合 計  給付費  調 整  収支残  

配 当 金 交付金 交付金 交付金  収 入   拠出金 拠出金 支 出   
積立金  年度                                 掛 金 負担金  

昭和45  17，797  54，864  15，515  0  88，176  53，431  11  53，442  34，734  259，342   

46  20，875  64，706  17，966  0 103，547  64，195  10  64，205  39，343  298，782   
47  23，133  74，043  20，625  0 117，802  75，955  9  75，964  41，838  340，709   

48  26，346  86，984  23，252  2 136，583  95，356  17  95，373  41，210  382，010   
49  33，332 113，414  29，198  26 175，969  131，486  33 131，519  44，450  426，570   

50  37，759 132，290  30，696  4  200，749  182，931  42 182，972  17，777  444，492   
51  43，922 155，512  30，182  0  229，615  238，394  72  238，466  8，851  435，795   
52  46，973 175，092  28，927  0  250，992  287，292  51 287，343  36，351  399，634   

53  56，148  257，781  30，998  0  344，927  336，559  73  336，632   8，296  408，082   
54  57，050  286，017  32，613  0  375，680  382，949  73  383，022  7，342  400，990   

55  58，197  324，467  34，148  0  416，813  433，529  91 433，621  16，808  384，313   

56  69，368  395，967  34，214  0  499，549  503，951  136  504，087  4，538  380，007   

57  71，688  468，939  34，039  0  574，666  575，342  180  575，522   856  379，461   
58  74，476  541．451  34，563  0  650，491  642，819  152  642，972   7，519  387，270   

59  83，126  622．745  35，806  0  741，676  691，055  176  691，231  50，446  437，846   

60  82，834  599，857  36，944  17，088  0  736，723  755，060  142  755，202  18，478  419，587   

61  71，482  550，352  34，012  33，431  34，195  846  724，317  751，262  35，946  133  787，340  63，023  356，820   
62  59，766  620，593  21，533  52，458  47，770  256  802，375  846，992  40，287  31 887，309  、■・84，934  270，128   
63  60，543  637，542  18，838  79，638  61，373  63  857，996  847，574  34，156  11 881，741  －23，745  240，814   

平成元  62，922  632，984  17，223  88，925  72，489  59  874，602  845，469  28，775  8  874，252   351  238，801   

2  71，094  599，461 11，512  94，963 135，200   8，000  54  920，284  848，504  35，208  39，367  0  923，079  －2，795  234，473   

3   76，683  591，935  11．300 111，375 168，025   8，000  127  967，443  854，762  38，666  53，025   1，183  947，636  19，807  254，280   
4  80，838  585，989  11，387 129，119 173，807   8，000  143  989，283  864，372  42，954  58，807  11 966，143  23．139  277，420   

5  83，976  592，597  10，578 145，385 159，201  4，000  159  995，896  865，296  46，096  62，201  41 973，634  22，262  299，682   

6  86，513  599，603  10，557 164，945 164，331  4，000  3371，030，287  872，893  48，079  67，331  16  988，319  41，967  341，649   

7  92，683  615，472  8，751 183，994 136，602   2，000  2581，039，761  885，598  52，538  74，602  171，012，756  27，005  368，654   
8  94，133  601，037  26，393 190，411 143，796   2，000  3681，058，138  873，700  56，321  81，796  1151，011，933  46，206  414，860   
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（注）1．日本鉄道共済組合は平成9年4月に厚生年金に統合された。  



（3）日本電信電話共済組含  伯7刑）   
収  入   支  こ11   

拠出保検料収入等】利息及び 基礎年金 制 度間 その他   
隼度 末  

基礎年金 制 度間  長 期  そ ゾ）他  
調 整  合 計   給付費  調 整 財政調整  合 計  

収 支 有美  

年度                                        掛 金 負担金  配 当 金l交 付金：ト交 付金  収 入   拠日 金 拠出 金 拠出 金  支 出   積立 金  

稚撒］」5  H・726  22，384  9，36√4  177  1ご，01こう  二川，16▲i  18こ三，60こZ   1，704  ▲12，177  11，H：i6  
16  10，一129  26，865 11，538  2，02日  50，859  lご1，20ぐi  211 1Ll，、120  ：う6，ノ139  21リ，ご102   
皇7  1∠∴40  二う1，bこぅ2  13，b92  2，7二1こう  60，208  16，567  265  16，8こil  1ニミ∴う77  26ニう，汀3   
48  ト1，672 ：i7，796  15、410  2，Hl1  70、690  20，リ2H  ：川5  21，2ニiこ∃  19，－i57  こう12、93ニう   
49  19，521  50，2R7 19，223  ▲1，062  リ：う、0リ3  27、り72  こうリ1  コ8，3（う1  6l，7：川  こ与77，815   
50  ココ，7R2  58，6H9  23，トで1こう  5，5リH llO，213  ：汀，H51  h2」1  こ軋－17日  71，738  1Li9，551   
51  26，0川  66，12日  27，Lll」  6，01（う 1コ5，576  1日∴iO6  r）／／ 牲Hポニう  7（〕、6〔）コ  526，コうl   
52  28，629  72，765  二jコ，807  （う，HHl lil，083  5H，（10H  606  う8，614  82、1（う（j  軒帆7：Zこう   
5こう  こiO，06日  76，422  36∴う01  7，引こi150，703  hh，パリ・1  h8▲1  67，577  H3，12h  h91，850   
5⊥i  ニ‖，559  8こi，800  40，206  り，078 164，64ニi  75，676  Hn‘1 76，一iHO  88，1（うこう  780，024   
阜5  ニミニう，00‘4  90∴う27  46，987  1＝，57く11日O，H9ニう  87，070  R7（i  H7，9■16  リ2，9ご16  872，9日ニう   
56  二うゎ∴ミ14 100，063  51，219  12，▲170  202，066  101，452  ！jR 102，HO  リリ、627  り72，622   
57  ・10，3こi5 109，844  60，058  1こi，47：i 223，710  ＝牒，073  1，15パ 119，2こう1  10t、180  1，077，126   
58  11∴沌6 116，7棉  70，2こう3  14，59こう  コ42，762  1こう1，637  1∴うニう5 1こ∃5，972  106，790  1、183，9こうl   
59  47，756 1こi7，786  7こi，703  15，・157 274，701  153，181  1，123 15・i，607  120、0針1  1∴うOLl，0ニぅ5   
60  59，177 156∴iト1 8ニう，665  16，556  こう15，711  17（1，288  8，i55   1，57ご11日4 こう16  1：う1こう95  1262 258   
61  57，993 152，116  78，273  リ，268  17，248 ：う14，898  185，3こi：i 33，544  日，7（〕H   l，6日R  229，273  H5，625  1，347，リ17   
62  60，415 159，499  7▲1，574 11，096  17，651 ニう23，236  コ18，115 12，050  8，リ69   1，82ニi 270，957  52，279  1，LiOO，217   
63  6ニう，052 171，21こi 71，051 18，901  19，296  ニi■46、513  2こけ512 ・15，こ用1  リ，コ38   1．机リ  コ90，950  55，563  1，▲ノ15（う、671   

平成 元   7こう，二川 187，065  81，こiこう7  22，376  19，3こぅ二う  383，530  257，2川  i4∴ミ20  リ，う15   i，ボニうり  こう12，88ニi  70，6▲i7  1，527，70：三   

2  H4，071 200∴iO9  78，5二う5  26，42こう  53，270 1軋■1折 461，107  コ75，597  45，959  55，24リ  0   2 010  37軋R15  82 29ワ  1（〕10 033   
3  H6，519  203，080  98∴う05  こH，こう8：i 72，1コ7  15  491，459  293，194  －17，弧う  74，52h  り  2，055 117，7ニう8  73，720  1，683，753   
ロ  H7∴1′壬4 ご08，195  肱160  こう2，549  79，892  59  502，599  310、535  52，27，1 82，ごH5  0   1，～）88  4・i7，082  55．516  1，739，270   
D   88，04ノ1 212，780  96，879  こ軋659  85，124  97  519，583  こi21．265  53，895  H7，120  0  コ、077  i6▲1∴う57  55，2コ6  1、794，ご1輔   
6  93∴160 21圭464  96，003  ニiリ，り5・1 9こi，0糾  51 536，900  こう33，4こ柑  57，7t）リ  リ5，011  り   1，！jRリ ・188，233  ・1H，6〔）8  1，8・1こぅ，163   

u  106，080  2ニiO，10H  9も675  12，38110ニう，916  日1 577，5′′40  こぅ52，088  6こi，061 105，17こぅ    （）   ∴OH」 522，こ川5  うぅ；1：う5  1，冊H，298   
8  l11，5別  コこう6，0⊥16 139，984 ・13，100 11ご1，306  71 6i5，099  ニー5こう，528  64，OHO l15，599  0   1，967  538，174  106，924  2，005，223   

（注）1．［］本電信電話共済組合は平成9年4月に厚生年金に統合した  
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（4）日本たばこ産業共済組合  （百万円）   

収  入   支  出   

年度  基礎年金 制度間  長 期  そ の他  
年度末  

掛 金  負担金  調 整  合 計  給付費  調 整 財政調整  収 支残  
拠出 金 拠出金 拠出金  支 出   

積立金  
（本人負担）  配 当 金 交付金 交付金  収 入  

昭和 45   1，429   4，191   2，139  89   7，848  3，261  0   3，261  4，586  35，310   

46   1，610   4，898   2，438  104   9，050  3，979  3   3，982  5，068  40，380   

47   1，795   5，653   2，726  123  10，296  4，717  8   4，725  5，571  45，953   

48   2，083   6，785   3，108  106  12，083  5，953  5   5，959  6，124  52，079   

49   2，673   8，992   3，611  149  15，424  8，107  2   8，109  7，316  59，396   

50   3，046  10，575   4，188  77  17，886  11，126  311，129  

51   3，428  11，979   4，522  14，291  面「14，331   

52   3，687  13，267   4，928  189  22，073  16，934  65  16，999  5，073  76，878   

53   3，835  14，193   5，137  84  23，248  19，421  30  19，450  3，798  80，678   

54   3，954  15，089   5，497  12  24，553  21，907  2  21，909  2，643  83，323   

55   3，994  15，807   5，995  7  25，803  24，612  

56   
0 24，613  

5，017  19，198   6，290  28，286  0 28，286   

57   5，181  20，955   6，222  32  32，391  32，324  2  32，325   66  86，829   

58   5，138  24，512   6，444  60  36，154  35，870  21  35，891   263  87，100   

59   6，184  27，090   6，394  47  39，715  38，815  63  38，878   837  87，941   

60   7，654  38，984   6，994  62  53，694  42，875  913  85  43，872  9，822  84，482   

61   7，229  36，244   5，510   2，900  33  51，917  43，511   3，523  940  141  48，115  3，801  88，293   

62   7，054  39，162   7，372   4，009  46  57，642  51，629   4，027  969  21  56，646   996  89，333   

63   7，018  38，911  6，417   4，879  36  57，262  53，732   4，043  998  12  58，785  1，523  87，825   

平成 元   7，905  38，395   5，143   6，053  28  57，524  57，529   4，092  1，028  0  62，649  5，125  82，737   

2   8，655  40，335   6，443   6，283   8，800  29  70，545  60，987   4，200   5，491  0  0  70，678   134  82，620   

3   9，228  40，194   5，537   7，525  11，392  14  73，891  62，188   4，337   7，395  0  78  73，998   －108  82，512   

4   9，721  39，570   4，922   8，582  12，190  8  74，994  62，940   5，044   8，202  0  63  76，249   1，255  81，257   

5   9，958  41，161   4，152   9，362  12，638  13  77，284  63，396   5，466   8，675  0  63  77，601   317  80，940   

6   10，490  41，625   3，569  10，141 13，392  14  79，231  64，587   5，662   9，391  0  67  79，707   475  80，464   

7  11，617  42，799   3，309  10，829  14，415  10  82，978  66，313   6，183  10，405  0  22  82，923   55  80，520   

8   11，777  42，662   2，954  10，984  15，408  53  83，838  65，977   6，330  11，408  0  13  83，728   110  80，630   
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（注）1．日本たばこ産業共済組合は平成9年4月に厚生年金に統合された。  



6．私立学校数職員共済制僅  

（百万1j   
収  入   支  出   

利息及基礎年制度間 その他⊥ 基礎年金 年 金 制度間 その他  年度 末  
午度  

掛 金 国庫負担  調整  都道府県 合 計  給付費  保険者 調 整  合 計  
収支残  

配当金交付金交付金 収 入 補助金   拠出金 拠出金 拠出金 女 川   
楕 立 会  

昭季軋卑5  7，492  492 3．501  l，106  830 12，591  2，620  10  2，630  9，961  55，47ご1   
46  8，941  627 4，214  1，287  1，O18 15，069  3，271  12   3，283  t170J二 11，10U  ／二7 √ヽ／ご／1 UJ，∠UU   
47  10，887  750  5，986  1，556  1，236 19，179  3，733  14  3，747  15，‘432  82，691   
48  13，√435  884 6，271  1，823 1，529  22，413  4，552  38  ∫′1，590  17，823  100，5‖   
49  19，960  1，271 8，160  2，470  2，133  31，861  6，585  58  6，643  25，218  125，732   
印  28，078  1，96210，460  4，553  2，8・46  45，053  10，067  86 10，153  二う▲1，900  160，631   
51  こi4，995  2，66313，276  4，040  3，473  54，97∠4  13，508  富i13，559  41，′1ト4  202，046   
52  40，358  3，33616，225  4，490  3，950  64，409  16，729  55 16，784  ■17，626  249，671   
5：i  50，773  3．89819，511  1，206  3，769  78，388  19，487  363 19，850  58，538  308，210   
5・4  61，222  4，17123，930  1，550  4，137  93，873  20，894  446  21，340  72，5：i3  380，742   
00  70，465  4，635 30，824  4，918  4，509 110，841  23，301  260  23，56l  8【280  468 022   
56  77，865  5，62137，588  5，2▲10  4，819 126，314  28，264  86  28，350  97，964  565，985   
57  84，086  5，135・4・1，622  5，593  5，129 139，436  3：う，522  49  33，571  105，865  671，851   
58  89，120  5，90‘i52，644  5，770  5，264 153，439  38，510  90  38，600  114，839  786，689   
59  94，232  6，754 60，208  5，910  5，426 167，105  44，065  81 44，147  122，959  909，648   
60  99，469  7，806 68，498  6，210  5，759 181，983  50，860  
61  105，538 15，468 74，040 5，839  6，589  5，891 207，474  60，・102  33，356  

60  50，920  131，063  1，040，711  
65  93，823  113，652  1，154，363   

62  111，110 17，′i69 78，99110，577  6，841  6，168 224，987  67、680  42，10∠1  65 川9，R49  115，138  1，269，501   
63  116，633  29，386 84，16728，018  7，1‘13  6，465 265，347  73，642  46，305  76 120，023  145，324  1，∠114，825   

中正 元  123，374  21，562 94，91829，021  7，754  6，865 276，628  82，291 ′17，825  日l130，197  146，432  1，561，256   
2  144，562  22，013101，49527 372  7 977  6981 303 418  100 697  51878  1984  116 154 675  ト18 742  

15ごi，011 24，616105，67531，305  8，893  7，∫′124 324，501  112，553  56，89～i  2，400  221172，073  152，428  1，862，427   
4  162，873  27，、′136107，03226，759  9，238  7，868 333，337  122，348  62，650  2∴う87  130 187，516  145，821  2，008，2′i8   
〇  170，289  25，308109，59326，744  9，770  8，228 3∫′11，704  130，947  65，942  1，991   179 199，059  142，645  2，】5∩，R耶   
6  177，791 25，890104，25629，374  10，136  8，・′′131 347，446  141，792  72，261  1，879  195 216，127  131，320  2，282，212   
7  206，585  29，441105，63129，480  10，170  8，669 381，307  153，779 81，26ご1  1，244  400236，687  
8  212，67‘4  3l，78198，53129，123  161，845 H4．7ト1  1、299  2892‘18，ト46   
9  223，813  32，684 99，62628，462  11，383  8，819 395，969  169，382  87，91■′1  く4，833  211  う86 262，725  13ニう，244  2，694，30l   
10  228，137  34，380 98，92527，698  25 10，449  8，861 399，614  179，351 93，383  5，射5  403 278，952  120，662  2，814，963   
四  231，473  36，827101，31226，145  29  9，こう31  8，∫′172 405，117  186，∠101100，386  5，ボ15  156 293，058  112，059  2，927，0ニZ2   
担  235，084  40，387 87，■46024，483  8，525  7，864 395，939  19′1，171110，289  5，815  417 310，692  85，247  3，012，269   
13  238，449  41，518 78，28923，227  8，382  7，668 389，866  202，262 113，666  5，815  430 ニう22，173  67，692  3，079，961   
‖  250，837  42，93166，73721，813  9，607  7，802 391，925  211，233 118，▲400  5，134  365 335，132  56，793  3，136，754   
15  265，836  45，229 66，96820，314  8，713  7，783 407，059  218，482 126，343 14，283  4，543 363，651  43，408  3，180，162   
16  268，009  49，90′173，76118，996  8，723  7，745 419，392  225，209 140，127  6，824  17，158 389，318  30，075  3，210，237   
17  278，884  53，696135，92217，774  8，540  7，646 494，816  230，953 145，196  7，773  3，128：587，050  107，766  3，318，002   
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7．農林漁業団体職員共済組合  

入   支  出   収  
基礎年金 年 金 制 度間 そ の他  

年度末  
利息及び 基礎年金 制度間 その他  

年度  保険者 調 整  調 整  合 計  給付費  収支残  
拠出金 拠出金 拠出金  支 出   

積立金  
配 当 金 交付金 交付金  収 入  

昭和 45  19，222   1，114   7，740  25  28，100  6，048  546 6，594  

46  22，715   1，441  9，529  7，708  608 8，315   

47  26，798   1，847 11，022  604  40，271  9，398  681 10，079  30，192  177，137   

48  31，745   2，462 13，217  602  48，027  12，534  801 13，335  34，692  211，829   

49  40，695   3，701 16，869  1，695  62，960  18，848  963 19，811  43，149  254，978   

50  52，587   5，272  21，267  1，142  80，268  26，616  1，204 27，820  

51  62，853  7，255  25，448  36，781  1，300 38，081   

52  70，780   8，967  29，807  1，007 110，560  45，498  1，435  46，933  63，627  429，908   

53  78，282 10，522  33，506  1，526 123，835  52，953  1，746  54，699  69，136  499，044   

54  84，555 12，321 38，291  1，743 136，910  62，729  1，626  64，355  72，556  571，600   

55  91，004 14，316  45，619  1，142 152，082  72，090  l，684  73，774  78，308  649，907   

56  107，513 17，193  51，459  2，895 179，060  86，387  1，742  88，129  90，930  740，837   

57  115，254 15，377  58，253  2，335 191，219  101，124  1，647 102，771  88，448  829，286   

58  120，210 17，606  66，765  1，915 206，495  115，224  2，101117，325  89，170  918，456   

59  124，663 19，670  72，840  1，733 218，905  127，965  2，289 130，254  88，651  1，007，107   

60  129，449  22，558  76，222  4，119 232，348  146，407  2，053 148，460  83，888  1，090，995   

61  162，511 30，666  78，280  22，037  8，222 301，716  157，467  51，133  2，202 210，802  90，914  1，181，909   

62  170，034  33，761 79，266  33，597  9，458 326，116  183，794  63，621  2，323 249，738  76，379  1，258，288   

63  174181 65，177  80，302  29，066  9，402  358，128  198，441 67，447  2，564 268，451  89，677  1，347，965   

平成元  179，089  36，696  83，577  26，865  8，471 334，698  218，797  67，276  2，522 288，595  46，103  1，394，067   

2  224，400  37，752  86，199  38，126  7，294 393，770  236，472 71，249  1，311 2，531311，564  

3  238，681 40，090  92，125  45，248  256，834 77，109  1，600 2，708 338，252   

4  251，044  44，384  90，528  57，309  5，387 448，653  277，261 85，679  1，597   2，855 367，392  81，261  1，640，586   

5  262，381 45，711 91，770  65，441  5，594 470，896  292，705  90，217  1，319   2，949 387，189  83，708  1，724，294   

6  269，859  47，921 86，197  67，836  5，642 477，454  313，055  97，140  1，305  3，146 414，646  62，808  1，787，102   

7  315，322  52，451 87，528  68，930  7，228 531，459  337，628 108，997  928   3，307 450，860  80，599  1，867，701   
8  321，284  53，944  78，069  58，921  7，656 519，874  346，669 113，235  885   3，144 463，934  55，940  1，923，641   

9  334，550  53，049  77，433  50，391  7，714 523，136  356，670 112，375  667  148   3，250 473，109  50，027  1，973，668   
10  333，395  52，328  71，484  48，099   5，780   7，652 518，738  370，700 115，633  847   5，774   3，310 496，263  22，474  1，996，142   

四  331，730  53，920  67，601 53，322  1，788   7，681 516，043  377，420 121，114  847   1，778   3，117 504，275  11，767  2，007，910   
12  328，906  57，968  69，768  56，251  7，940 520，834  385，377 127，946  847  0   3，242 517，412  3，422  2，011，332   

13  324，897  59，977  50，683  52，488  7，641 495，685  391，634 135，577  847  0   4，367 532，426  36，740  1，974，592   
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（注）1．農林漁業団体職員共済組合は平成14年4月に厚生年金に統合された。  
2．昭和58年度の過年度過払戻入金（286百万円）は給付費と相殺せずに、その他収入に計上している。  

なお、長期時系列表1の給付費の表の昭和58年度の数値は相殺した額を計上しているため、それぞれの値は一致しない。 



（1）同氏年余勘定  （白万H）   

収  入  長  け1  年度末  
利息及び  基礎年金  

年度  上り  給 付 費  含 封  収女：柁  

収入  拠L‖金   
積立金  

配当金   
昭和］墨  106，433  39∴i99  こぅ9，07上i  26  184，9二52  15 057  1リ51  1（）‘jOト；     16日 fうっ・1  7リ712こ1   

122，41こぅ  6：i．1日－1 50，579  ：主6  2こ軋212  2ご1，2‘1コ  1，6H（j   ココ，93b  93バ．9ト1   

ヰ7  150，276   7l．7ニi3  6∫4，‘19t）  1りり   2日b．59日   11r，2こう∫1  2．∠－1J′  、1リ．′1ぢ1  ごJJ′，11とぅ  1，ユ／b，りり∠   

†＼  17－1，654   96、89日  7り．75・i  29H   こぅ51，601  77∴i15  ニ∴115   捌〕，729  270、875  1，▲′14（う，9日l   

19  2Hり，757  H7，7日5  95．6別）  1，11▲1  ▲′165，こう4（っ  217．07ト；  1，7二iO  221．80H  2、13．5こうH  1，69U，592   

50  こi6リ，01こう  213∴ilリ 1りり，278  2．14Li （う9：j，75・1  ・15（う．62（i  5，725  汗に∴う50  リ‘う1ヰ（J4  1，ボ14，68ニう   

う1  ′111，11（〕 120，〔）（）（）110，H：i7  112，732   751，6日h  71l、0コ7  （1．9‘1‘1 717，リ71  ：うれJ15  l、H・1：ヱ，112   

（う29∴‖7  23リ．し）5こillO，796  15，H4リ  リ95，0‖  9‘1‘1，（）22  8．b7コ リ52，㈹・1  ■1コ∴う5（）  l，H4t），562   

5：う  Hニう2，こ川9  ヰ07，550 112，・1：う9  ‘i▲1，iニう9 1∴う96，837  1，1ご′軋2（り  12，0231，158，287  2：う8，550  2，（）52、h22   

う′1  1，0（）5，86日  521∴摘1125，282  38，洲11，（拍1，492  1∴う12，57リ  1（う．2日41∴i5日．862  こi32，629  2，359，57こう   

こ）こ）  1，1H2，こう71 5il∴拍1150，664  こうご，729 1，907，725  1，57〔）∴！こi6  21，4331，597、7ヒi9  こi（）9，（）5（〕  2，638，731   

元  1，240．447  599，635 川2∴う75  こう7，618 2，t）60，075  1、841，7ニう1  24，6こう11．86（う∴i62  19ニう，713  2，809，こi3■1   

57  l，376．101 790∴15H l射，4H9  28，566 2，386，613  2，069，0（う9  25．56ボ 2，091，6こう7  291，976  3，069，9こi2   

5H  1，460，372  489，171192，h25  二軋ご156 2，17日．92ニう  2，248、OtiO  こi5．9トi2，2日こう．974  105，051  2，927，573   

59  1，500，6H7  695，7川 1と‖，063  42，149 2，－i22，6川  ご，424，456  二i7，355 2，161，HlO  ニう9，192  2，763，2（）2   

机）  1，576，179  843，066 182，74こぅ  1こiO，340 2，732∴52H  リ 650 013  rうバ ー沌7‘）6日H‘うHO  43，94巨1  2，593，85ご1   

61  1，212，666  656，720 1二i3，1712，7こi5∴う59  21日，357 4，956，27ニi  2，913，h／4l，440，1こ）1  13，J36‘1，、i9／，5hl  55日，71：う  2，191，212   
62  1，262，068  725，897 1ニj3，786 2，H2こう，005  2∠13，454 5，188，209  2，7二う6，H571，742，013  15，533‘′1，52ご1，▲′iO：う  （う6こう，HO7  2，619，652   

63  1，284，420  別9，7こう7 149，658 2，9∫′1‘1，1日：う  240，91n 5．5こうR，908  2，928，5とう12．0（）6，921  46，613 4，982．115  556，7胴  2，940，RHO   

、†用這 元  1，284，127  970，0：う5 151，408 2，901，732  2∫40，187 5，6こ冒，490  こう，071，3ほ 2，（）0⊥1，リ61  こ15，517 5，121，796  515，69：i  ：う，2ニZl，5日2   

2  1∴川5，264  954，757 17こう，652 3，041，094  240，02‘i 5，7ト1，791  ニi，172，8161，850∴i25  こ17，8什15，070、945  6」13，846  こi，tう：う1，712   

1，‘′150，5（）1i，068，288 205，708：う，276，R71  23H，5日1 6，239，919  ：ミ，26」1，9771．965，57ニう  50，967 5，2Hl，517  958，4こう2  ノ1，357，171   
1，511，6011，155，029 255，112：5，266，67こう  コこi8，2：うH 6，456，652  3，27（1，256 2，125，9洲  53，975 5∴156，229  1．000，42：与  5，127，519   

田  1，646，5胴1，238，236 ご7軋925 こう，158，728  237∴う7H h，559，861  3，23′1，28：う 2，こう用，Hl：i  57，27L4 5，（う10，370  俳19，⊥191  5，846，811   

h  1，729，5851，088，933 3（）・1，2H4 こう，1こぅ2，807  235，56▲1 6、491，173  3，218∴i‘13 2，5：う7、1ご11  59，700 5，815，184  675，988  れ371，211   

ロ  1，825，1221，1軋556 ニう18∴汀こう 3，川6，85（）      158，09：う 6，672，993  3，219，325 2，705，517  69，196 5，994，0ニう7  67日，95〔）  b，951，61仁）   
1，920，H洲 ユ，▲167，872 329，609：う，0：う9．46こう  105，650 6，863，⊥192  こi，104，236 2，7：う2∴うごうH  H2，55ご 5，91（），126  9∫1√主∴j66  7一昭サ3が   

9  1．9∫主5∴5391，3：う2，2こう1 340，452 2，ボ▲′13，477  55，738 6，517，237  2，り78∴i：う2 2，8：i5，175  HH，615 5．902，122  615，115  8，ご16日，2H9   

＝）  1、971，60：il，326∴1別）：iこう6．7512，782，607  1．419 6，421，869  2，H9こう、295 2，960．h58  80，H17 5、9こう4，769  487，099  8，り61，9ニう7   

円  2，002，5271，322，66‘′1：うコこi．554 2．674，773  －4，119 6∴う27，638  2，77日，りり9 コ．971，（う37  82，692 5，832，▲12H  495，210  9，′161，721   

四  1∴岨7，H411∴う63，651 2H2，H34 2，570，129  1∴う：i∫1 6，用8，789  2，6‘15，‘10：う こう、092．48H  98，2（115，836，1こう2  こう52，h57  9，820，796   

「ぅ  1，95ニう，7h（）ト1：札706 226，2析 2，ヰ24．547  ニi，561 6．0ニうR，R64  2，513，2日H：う，2日7、りHご 120，117 5，920，柏7  118∴j97  9，949，015   

時一曲、八〕   124，5601  5，9ニう7，1：う机   16．670  こ9，7こi4，8こう2   

lヰ  1，8リ5，79：il，156．5：う日 用9，718 2，277，lニう4  ご∴用l，パリH 3∴i69∴う・1（） 119，〔Hニう 5、H70，H81                   こう，217 5，822，・101   18．481  9，91り，Hこう5   

【時価、J∵   こう7，129」  〔5，595，55L′11   375，3二三8」  9，169，ボ06二   

15  1，り（う2，6561，L拍6，285 152，279 2，15ニj．129  2，229，3（）5 3，4H5∴廿日 lO3，0715，S17，6Hl                   ニう，（〕21 5，767，670   50，り1l  9，861，172   

〔時価ミ   ‘448，168  「6，06：i，55リ」   2‘15，87射  9，716，0」う1   

1，9：i5，（1∴う′il，521」骨㍑ 104，こi65 2，007，55日  2，OH8，782 こう，51ニう，720 10リ，05日 5，74l，560  

時価、J   265，417」  【5，7二什9こう21   江6封畑  9，715，0さ〕9   

1，952，711：う，冊7，55i二）：う74，25∴16，221，525      17  1，9′1日，（）02l，7軋01ニう 135，747l，876，3ごil 15こう，酢1 1，195 6，117，461   1（）7，063  9，151∴i57   

「時価′、・ぺ   ［645，1241  し6，626，839」  402∴＝4】  ［9，676．6∫i6   
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（瀬1平成17隼度〃簿価ベースソ）利息及び配、∫う金には、隼金台金運用量蔑瀦冊凍を加えた≠Jしりを計l＿Lている  

二．平成17年穫〔ノ〕そノ）他支Hには、財政融資資金繰L償還等資金財源（2，6こう2億円）を含む  
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（2）基礎年金勘定  （百万円）  

収  入  支  出  

その地  基礎年金  
年度末  

計   連用収入  合 計  収支残  
年度  収入  給付費   

積立金  

昭和61  4，688，883  352，853 5，041，737  53，775  2 5，095，514     452，0614，549，056  2 5，001，119     94，395  724，608   

62  5，863，292  398，164 6，261，457  52，071   95，612 6，409，140     661，972 5，484，377  689 6，147，038     262，102  724，608   
63  5，978，630  458，809 6，437，439  62，775  263，599 6，763，814  777，915 5，457，942  456 6，236，314     527，500  724，608   

平成元  5，948，464  446，831 6，395，295  65，580  530，135 6，991，010     940，125 5，370，869  132 6，311，126     679，884  724，608   
2  6，563，995  422，061 6，986，056  66，036  683，477 7，735，568     1，089，080 5，973，074  64 7，062，217     673，351  724．608   

3  7，285，732  460，491 7，746，223  70，515  676，730 8，493，468     1，354，890 6，394，731  108 7，749，729     743，739  724，608   

4  8，228，323  446，915 8，675，238  74，817  747，284 9，497，339     1，954，815 6，671，688  209 8，626，712     870，627  724，608   

5  8，990，817  450，121 9，440，938  58，485  874，67010，374，093     2，596，833 6，777，531  224 9，374，588     999，505  724，608   
6  9，565，915  468，85610，034，771   92，2091，004，24511，131，225     3，335，146 6，634，391  232 9，969，769     1，161，456  724，608   

7  10，542，701 487，79011，030，491   76，6701，166，95012，274，111     4，169，510 6，837，772  18311，007，465     1，266，646  724．608   
8  11，015，122  499，91811，515，040  69，9701，272，52212，857，532     4，945，478 6，679，046  19711，624，721     1，232，811  724，608   
9  11，365，366  497，29411，862，660  61，5511，238，87913，163，091     5，769，042 6，254，371   1，22212，024，635     1，138，456  724，608   

10  12，159，012  489，78012，648，792  38，4571，144，09313，831，342     6，711，387 6，078，054  39312，789，834     1，041，508  724，608   

四  12，782，826  477，75613，260，582  38，6201，047，04114，346，244     7，614，619 5，769，469  12613，384，215     962，029  724，608   

12  13，300，151 481，56813，781，719  30，441 967，65214，779，812     8，477，4415，296，171  10313，773，716     1，006，096  724．608   
13  13，705，264  482，76414，188，028  20，9101，011，26215，220，200     9，363，319 4，710，667  8214，074，067     1，146，133  724，608   

14  14，321，906  475，68114，797，587   17，4631，151，44615，966，496     10，249，367 4，349，885  7314，599，325     1，367，171  724，608   
15  14，889，711 475，47915，365，190  7，8991，372，88916，745，977     11，073，549 4，143，793  10815，217，450     1，528，528  724，608   
16  15，542，696  473，59516，016，291   8，2571，532，93017，557，478     11，811，815 4，196，666  7816，008，559     1，548，919  724，608   
17  16，380，029  488，51316，868，542  8，3031，553，33518，430，181     12，638，647 4，377，272  8017，015，999     1，414，181  724．608  
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年金扶養比率の推移  

年度          地共済       和学共済  l口農林年金  国民年金  基礎年金   厚生隼金  厚生年金  旧船員保険  国典済  連合会  旧郵政   旧i桂済  日本鉄道  日本電イ言電話  ‖本たげ二   

昭和 i5  り    18 82  9 5∠1  11．22  6．85  1110  4．65  3．37  1218  5．29  75．8：i  2：i．16  
主 h  36．94  37．45  1テニ09  白∴10  9．63  6．jl  10．13  i：扇  3．1二三  11．54  ■1．83  67．99  18．6盲  103．15   

1H  ：50，23  30．61  ‖．10  （う．88  7．82  5．22  9．01  こう．98  2．77  1（）．48  1．18  60．60  卜l．0′4  二う1．R5   
1～）  コ6．27  26．58  12．56  6∴iO  7．03  ′1．92  8．63  ：i．85  2．66  10．11  こう．B9  5R．60  12．77  i8．2i   
1り  22．61  22．90  10．60  5．79  612  4．58  8．0∠1  ：i．76  2．5t）  9．86  こう．75  51．91  11．63  9 ∫18   
う1  19．08  19．29  9．Oi  5．39  5．9∴i  4．2亘  テ∴i3  ：う．6言  2．50  ら二言′i  ニう．58  15．55  10．  ／．80   
5 2  16．14  16．61   7．81  5．06  5．55  4，08  6．85  ：う．47  ど∴i6  9．0！）  3．LlO  11．12  9．87  6．9′1   
う：i  ‖．55  14．72  6．54  1．68  5．06  3．88  6．しiS  ：う．26  り ワリ  8．51  こう．23  ：ミH．01  9．19  6．28   
う・i  1：i．30  13．45  5．77  ′1．37  4．72  3．6こ1  6．07  3．03  コ．05  7．92  ：i．00  ：う4．R6  8．5：Z  5．67  
1リ 48      ・140    5 70      715  ∴∴－  32 34  S．05  5．18  こ）l）  
5h  11．36   

こ）／  10．46  10．60  ：i．76  3．62  ニミ．8′1  3．12  右91  2．28  1．5ニ三  5．81  ご．1コ  27．25  6．Rl  ご1．′11   
5 H   9．53  9．66  3．21  ：う．41  こう．61  2．94  圭57  1．（）9  1．30  5．1：i  1．R9  ユ′1．2⊥i  （う．21  ・1．08   
5 ～）   8．84  8．97  2．72  3．20  4．25  1．78  1．14  ノ′1．5ノl  1．76  22．38  5．72  ：う．86   

hし）  
3．97  1．42  

61   7．39  2．78  1．32   

←－ ∵   7．0二i  

ゎ こi   6．81  

11J宝 J亡  6．64  

」  6 51  

6．ノ10  2．21  

i7  こiこi．02  33．44  15．53  7．53  8．59  5．69  9．48  ∫1．17  2．92  11．06  ∴l．5∠1  62∴1日  16．00  47．14   
2．38    3．26  l．08  0．60  2．68  1．06  16．30  二1．57   5．16  

リ り6    ニう．15  1．04  0．58  2・亘9 2．35  0．96 0．99  1三2．86  4．44 二1．30   阜99  ノ1．88               3．0∫1  1．04  0．59    12．21  
」  6．‖  2．16  2．9ご1  1．04  0．61  2．20  1．02  11．60   1．23  ユ．68  

5．8：う  2．11  2．R6  1．04  0．62  2．10  1．0」i  10．97   1．15  4．▲19   

6   5．5：ミ  2．08  2．79  1．02  0．6く′1  1．93  1．03  10．31   1．00  4．31   

4 98  199  2．6」1  こi・8革  4．15  

H  4．76  1．97  2．59  4．00  

4．28  1．95  2．52  7．06  3．83  

1（）  4．01  1．92  2．－15  6．7（〕  ：う．69  

11  3．79  1．91  2∴10  6∴沌  こう．57  

1∵  √う57  1．89  2．32   5．98  ふ43  

1二う  2．93  

11  

15  

1（っ  

17  

新
造
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対
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（′［）1． 郵政共済組合H聴牌59年川∴国姥新車含会に、船員保険【上昭和1年引引二厚生牛乳二、口本鉄適、H本電信電話及び日本7二げ∴底華（ノ路隼済組釦土、ド勘隼描こ‾厚午年針二、農林藩  
勘射幸職員共済組合H平成‖年4月に厚生年金に統合された  

娃礎年金托、被用者年金し′）71／亡L基礎年金に係る′妄結推古数を含む  



付属資料◆長期時系列表  

総合費用率の推移  

（単位：％）   

年度  
（実績推計）  国共済  地共済  旧三共済  私学共済  旧農林年金  

昭和6  9．84  10．69   6．65  28．75   11．75  16．32   6．54  12．46   
62  10．32  12．09   8，30  32．15   15．22  21．14   7．02  14．04   
63  8．86  10．99   9．26  22．54   14．48  22．60   5．12  13．07   

平成元   14．56   8．63  19．31   15．37  25．85   6．21  16．63  
2   15．56  10．55  37．11   15．09  30．69   8．12  16．65   
3  16．32  10．85  33．10   15．85  28．89   8．46  17．04  
4  16．58  11．18  32．14   17．02  28．77   9．19  17．02  
5  16．71  11．71  31．65   17．21  27．03   9．70  16．93  
6  17．14  12．46  29．14   18．39  27．23  10．15  17．83  

7   18．66  13．20  31．29   19．67  27．92  10．79  19．33   

8  14．63   19．19  13．10  31．38   19．37  28．11  11．16  20．48   

9  19．13  11．83  
10   19．45   12．53   

16．96  20．32  15．35  13．12  23．46   
12  17．86  18．5  13．80  24．10   
13  18．77   19．6  21．54  16．71  14．27  25．33   
14  19．82   20．7  22．12  17．54  14．21   
15  20．70   21．7  23．33  19．09  15．23   
16  21．27   22．5  23．05  20．61  15．49   
17  21．29   22．5  22．42  21，61  15．74   

総報酬ベ  

15   18．1  17．35  14．35  11．26  
16  17．76   18．8  17．14  15．42  11．55   
17  17．79   18．8  16．73  16．24  11．79   

独自給付費用率の推移  
（単位：％）   

年度     国共済  地共済  旧三共済  私学共済  旧農林年金  

昭和6  7．26  8．51   4．73  25．89   9．63  13．93   4．53   9．73   
62  7．18  9．46   6．01  28．34   12．54  18．37   4．61  10．73   
63  6．01  8．20   6．88  19．41   11．78  19．83   2．59   9．65   

平成‾   11．79   6．31  16．71   12．77  23．15   3．72  13．28  
2   12．86   8．23  33．99   12．54  27．92   5．45  13．26   
3  13．55   8．46  29．89   13．26  26．22   5．69  13．54  
4  13．63   8．64  28．75   14．22  25，82   6．31  13．32  
5  13．70   9．09  28．15   14．35  23．91   6．79  13．20  
6  13．96   9．74  25．60   15．34  24．03   7．11  13．93  
7   15．19  10．29  27．51   16．36  24．45   7．50  15．02   
8  15．64  16．08  24．53   7．79  
9  15．47  8．39  

10   15．54   8．92   
12．25  16．17  11．92  9．30  18．63   

12  12．95  13．6  9．67  18．96   
13  13．74   14．5  17．14  12．98  10．06  19．82   
14  14．44   15．3  17．54  13．70  10．05   
15  15．07   16．0  18．42  14．99  10．86   
16  15．43   16．6  17．75  16．19  10．73   
17  15．39   16．6  17．24  17．26  10．99   

総報酬ベ  

15   13．4  13．70  11．27  8．03  
16  12．88   13．9  13．20  12．11  8．00   
17  12．86   13．9  12．87  12．97  8．23   

1
一
一
i
†
」
 
 
 

（注）1・日本鉄道、日本電信電話及び日本たばこ産業の各共済組合は平成9年4月に、農林漁業団体職員共済  
組合は平成14年4月に厚生年金に統合された。  

2・日本鉄道共済組合には、収入に長期財政調整交付金が含まれており、圭た日本鉄道、日本たばこ産  
業の両共済組合の平成2年度以降の保険料収入には、特別掛金、特別負担金が含まれているため、他  
の制度との比較では注意を要する。   

3・厚生年金の（実績推計）は、厚生年金基金が代行している部分を含めるなどしたものである。  
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付属資料◆長期時系列表  

収支比率の推移   

（単位：％）   

隼度  国共済   
（実績推計）  地共済  旧三共済  私学共済  旧農林年金  国民年金  

昭和61  61．ノ15  56，29  ：i5．99  136．01   6こう．9：う  80．ご′12   39．（〕6  6▲′1．74   71∴46   

62  64．L巨】  63．20  小4＿72  160∴うテ；   8L35  95，4H   41．65  72．22   （う6．62   

6こう  fうh∴4：う  （う8．H′1  ノ17．81  117．0り   HO＿97  107．56   30．18  67∴15   74．7こ三   

半成 元  （：汀．1～う  67．88  ・′1こi．2∫4  9（）．7日   76．75  124．59   35．32  8J4．71   77．（う4   

り  60．7′1  68．4こう  ノ16．02  101．03   7こi∴i2  100．53   41．56  75．07   69∴46   

3  61∴う8  72．60  ・17．（う4  92．72   72．09  100．1Jl   13．ノ10  75．6：i   53．46   
4  6二う．49  74．12  二19．H4  92，2（）   78．67  103．80   47．95  76．95   54．57   
5  66．0こう  7二1．91  53．21  92．6こう   79．04  100．85   50．96  77．11   60．0‘4   

6  68．21  76．06  56．86  H6．こう77   H2．10  101．こうこ与   55∴う1  83．06   75．・41   

u  68．99  75∴＝  5（〕．97  91．5こう   81．38  99．80  55．27  80．97   72．47   
8  72．41   75．99  57．22  86∴う5   6り．22  99．79   58∴1：i  87．12   59．06   
9  7こう．75  75．7′1  57．66  60．55  88．9‘ノ1   71．65   

10  80．55  80．79  6こi．20  64．4こi  95．52   75．59   
H4．H（う  85．0とi  67．28  75∴iこう  

川寺価）  （81．95）  

12  89∴う・1  74．27   H（〕．16   

川キ価）  （H：i＿（う）  

13  り5．17  79．22  H9．22  
（時価）  （9こう．59）  

1∠1  97．24  H2．99  96．7∠1  

（時価J  （108．15）  （108．55）  

15   97．9ヒi   86．19   97．63   
（97，1）  （82．81）  （H5．65）   

12こぅ．8∴1   （）8∴う0  9ニう．ご19  8（う．77  10：う．10   

（11こう．6）              〔時価）  （ユ12．7（））   （t柏．87）  （83．09）  （78．56）  （95．56）   

17  120．83   92．99  H2．71  7：i．96  109．03   
（88．9）              川キ価）  （90．4封   （79．15）  （55．89）  （65．53）  （87．61）   

積立比率の推移  
（単位二倍）  

年度  旧 二．共済  私学共済  旧農林年金  国民年金  
国共済  地共済  

昭和 61   6．75  9．51  15．87   1．74   10．16   5．26   1′1．36   7．00   2．70   
62   6．75  9，04  1：i．82   1．5日   8∴18   4∴il   14．12   6，56   2．36   
63   8．0（′1  10．38  13．18   1．6fi   8．64   ′i．06   20∴iO   7．3：i   2．44   

平成 元   6．7日  8．13  15．0ヾ4   1．6t）   8∴ミニう   ニう∴う6   17．79   6．06   2．64   
J   6．70  7．97  12．69   0．8（i   8．45   2．66   14，8▲′1   5．98   3．14   
3   6．6ニう  7．7H  12．8∠1   0．8H   8．23   2．64   14．75   5．90   4．10   
▲1   6．（う5  7．83  12．99   0．9こi   7．95   2．52   1こう．98   5．93   4∴44   

6．76  7，91  12．9∫′1   1．00   H．06   2．58   13．68   6．Ol   小ノ＝   

6   6．6・1  7，89  12．60   1．1」t   7．7こう   2．52   13∴う9   5．83   3．81   
7   6．26  7∴19  12．23   1．川   7．38   2．42   12．87   5．48   ∠1．10   

ヽ  （う．1R   7∴柏  12．8：う   1．コ7   7．55   2．43   12．98   5∴う7   5．2こi  

リ  6．12  7．63  13．00  12．73   5，25   1．79   

10   （う．（ト1  7．75  12．58  12．45   5．10   4．85   
（う．1日  7．57  12．26  5．09  5．11  

川キ価）  （7．7二〕）  

∵  6．（）H  7∴iニミ  ユ1．9こう  5．02  5．2′1   

川キ価）  （7．5）  

13  5．92  7∴11  ユ1．72  4．H4   5．05  

（時価）  （7∴i）  

14  5．6こう  7．2こう  11．′′11  ▲1．93  

川引頗）  （（う．リ）  巨1．83）  

15  5∴46  7．03   10．69  4．HO   

川与価）   （（う．（う）  （10．77）  （ご4．5（））   

1（）   5．27  7．17  10．86  10∴19  1，69   

川キ価）   （6∴i）  （10．6こう）  ト1．62）   

17   5．20   7．36  10．53  10．27  4．27   
川寺価）   ＝う，l）                （5．2こう）   （7∴19）  （10．70）  （10．59）  （4．28）   

（け）1・日本鉄道、日本電†言電話及び日本たほ二産業〝）各共済組合F上平源）年川に、農林漁業洲本職員共済組合は、ド成  
1」1隼1月に厚生隼金に統合された  

2・日本鉄道共済組釦二Jt、収入に定期財政調整交付金が含まれており、主た」†本鉄道、【！本たば二産業の両共済  
組合〃）平成2年度1、ノ、降出保険料服人には、特別掛金、特別負担金が含去れこいるた牒）、他り）制度と佑比較では注  
意を要する   

：う．厚4：年金の（′実績推計）は、厚生年金基金が代行していろ部分を言動ろなどし′たヰ）ノ）‾てある 
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付属資料◆長期時系列表  

（参考） 最近の経済等の状況   

年金の財政状況を見る上では、その背景となる実態経済の状況を把握した上で行う必要がある。以  

下は、最近の経済等の概要である。  

平成13年  平成14年  平戒15年  平成16年  平成17年   

（丑消費者物価増減率  （％、暦年）  －0．7   －0．9   －0．3   0．0   －0．3   

②賃金指数の増減  （％、年度）  －2．0   －2．7   －0．9   －0．3   0．7   

③TOPIXの増減  （％、年度末）  －17．00   －25．67   49．65   0．25   46．18   

④日経平均株価の増減   （％、年度末）  －15．19   －27．68   46．94   －0．40   46．20   

⑤公定歩合  （％、年度末）  0．10   0．10   0．10   0．10   0．10   

⑥実質GDP成長率  （％、年度）  －0．8   1．1   2．1   2．0   2．4   

⑦運用ベン  国内債券（％）   0．95   4．26   －1．74   2．09   －1．40   

⑧   国内株式（％）   －16，18   －24．83   51．13   1．42   47．85   

⑨   外国債券（％）   8．12   15．47   0．15   11．32   7．73   

⑩   外国株式（％）   4．14   －32．37   24．70   15．70   28．52   

⑪円ドルレート  （円、年度末）  132．71   1Ⅰ9．02   103．95   106．97   117．47   

⑫完全失業率  （％、暦年）  5．0   5．4   5．3   4．7   4．4   

⑬生産年齢人口   （下人、10月1日）  86，139   85，706   85，404   85，077   84，422   

⑭合計特殊出生率  （暦年）  1．33   1．32   1．29   1．29   1．26   

⑮65歳の平均余命（男）（年、暦年）  17．78   17．96   18．02   18．21   18．13   

⑯ 同  （女）（年、暦年）  22．68   22．96   23．04   23．28   23．19   

注：①、⑫、⑬は総務省、②、⑭～⑯は厚生労働省、⑤、⑪は口本銀行、⑥は内閣府、⑦～⑲は年金資金運用基  

金の資金運用事業の状況により、それぞれNOMURABPI、TOPIX（配当込み）、シティグルー  

プ世界国債インデックス（除く口本）、MSCIKOKUSAI（配当込み）である。  
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付属資料◆用語解説  

用語解説 （什音順）  

○解散厚生年金基金等徴収金  

厚生年金農金が確定給付企業牛／金に移行する際、代行部分に関する権利義務は国に   

戻るが、それに伴って解散厚生隼金基金等から同庫に納められるもの。物納による徴   

収分は、ここには含まず、l庄接積立金に入る。  

○基礎年金給付責  

昭和60年改正後の国民年金（新法国民年金）の老齢基礎年金、障害基礎年金及び遺   

族基礎年金の給付に要する費用のことであり、全国民共通の給付として国民年金特別   

会計基礎年金勘定から支払われる。  

○基礎年金拠出金  

基礎年金給付費及び基礎年金相当給付費を公的年金各制度で分担して負担する分と   

して、国民年金特別会計基礎年金勘定に納付する又は繰り入れる額のことである。   

公的年金各制度は、基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計額から所定の塑剋   

国庫負担の額を控除した額を、被保険者数（基礎年金拠出金算定対象者数）に応じて   

分担して負担する。ただし、毎年度の決算額は、前々年度の精算額と当年度の概算額   

をもととする額である（概算額と確定額の差額は、習々年度に精算される。）。  

藤保険料00拠けl金算定対象額  

と基礎年金相当給付費の合計額から所定の特別国庫負担の額を   基礎額金給付費  

控除した額  

ミミ；基礎年金拠掛金算定対象者  

国民年金にあっては保険料納付済期間又は保険料半額免除期間を有する第1号   

被保険者（任意加1人者も含む）、被用者年金にあっては第2号被保険者で20歳以   

卜60歳未満の者・及び第3号被保険者  

㌻展礎年金拠日金単価  

基礎年金拠出金算定対象者1人当り保険料・拠出金算定対象額  

諦各制度が負担する基礎年金拠出金額  

基礎年金拠出金単価×当該制度の基礎年金拠出金算定対象者数  

〔⇒図2 公的年金制度の財政収支（概念図） 参照〕  

○基礎年金交付金  

昭和60咋改正前の凹民隼金及び被川者年金川」法年金）の給付費のうち基礎年金に   

相当する給付に要する費用（基礎年金相当給付費）に充てる分として、国民年金特別   

会計基礎年金勘定から国民年金（国民年金勘定）及び被用者年金各制度に繰り入れら   

れる又は交付される額のことである。   

〔⇒図2 公的年金制度の財政収支（概念図） 参照〕  
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付属資料◆用語解説  

○基礎年金相当給付費［＝みなし基礎年金給付費］  

昭和60年改正前の旧法による年金の給付に要する費用のうち、基礎年金に相当する   

給付に要する費用のことである。みなし基礎年金給付費ともいう。  

○給付費   

厚生年金にあっては「保険給付」に、国共済・地共済・私学共済にあっては「長期   

給付」に、国民年金（国民年金勘定）にあっては昭和60年改正前の旧法国民年金の「給   

付」及び同改正後の新法国民年金の基礎年金以外の「給付」に、それぞれ要する費用   

のことである。  

（留意点）  

・国民年金（国民年金勘定）の給付費には、新法国民年金の基礎年金の給付に要する   

費用（基礎年金給付費）は含まれず（これは国民年金特別会計基礎年金勘定から支  

給される。）、基礎年金相当給付費が含まれる。  

・国民年金（国民年金勘定）の給付費には、老齢福祉年金の給付に要する費用は含ま  

れない（福祉年金勘定に含まれる）。  

・被用者年金各制度の給付費には、基礎年金給付費は含まれず（これは国民年金特別   

会計基礎年金勘定から支給される。）、基礎年金相当給付費が含まれる。  

・被用者年金各制度の給付費には、原則60～64歳の者に支給される特別支給の老齢厚   

生年金・退職共済年金の給付に要する費用が含まれるが、これには報酬比例部分の  

ほか定額部分も含まれる。   

〔⇒図1 被用者年金の給付構造 参照〕  

○金銭信託  

、 信託の引受のときの財産が金銭である「金銭の信託」のうち信託終’r時に信託財   

産を金銭に換価し受益者に金銭で交付する信託。  

○厚生年金基金の代行部分   

「代行部分」、「免除保険料」、「政府負担金」の項を参照。  

○厚生年金の実績推計   

厚生年金の実績を平成16年財政再計算において作成される将来見通しと比較でき   

るように加工したものである。   

厚生年金の平成16年財政再計算では、厚生年金基金が代行している部分を含めた厚   

生年金制度全体について将来見通しが作成されている。さらに、将来見通しにおいて、   

返済期目の定まっていない国庫負担繰延額などの未収納部分については当初から積立   

金額に加算され、給付費として基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付部分に   

ついて示されている。  

そこで、将来見通しと比較するために、厚生保険の決算ベースの実績に以Fの修正   

を加えた「実績推計」が作成されている。  
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付属資料◆用語解説  

1）保険料収入に、惇／ト年金展金に係る免除保険料を加える  

2）基礎年金交付鳶及び職域等費用納付金を、収支両面から除く。すなわち、収入か   

ら基礎年金交付金を除き、給付費から基礎年金交付令を控除する。  

3）2）の修正三後の給付費に、厚生年金基金から給付されている代行給イ、川日当額（年度   

末の最低頁仕準備金を算才iける際に用いられている額）を加え、その他支出から政   

府負担金を控除し、給付費に加える。  

′1） 積立金額に厚′ヒ年三金基金の最低責任準備金、国庫負担繰延額及び公社末移換積、ヒ   

金残高を加える 

5）収入から積立金相、当額納付金、解散厚生年金基金等徴収金及び積立金より受入を   

除き、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金財源を搾除する。  

6）運川収入に1）の修正等により発生したであろう運用収入を加える。  

7）5）の積む金にさらに独、▲工行政法人への出資金のうち、将来の給付費等への允山1を   

P定している分を加える。  

○国共済組合連合会等拠出金収入，年金保険者拠出金  

国共済組合連合会等拠出金収入   

l［卜三公社共済組合（円本たばこ寝業共済、†1本電信竜話共済及び日本鉄道共済）の   

共済年金の厚生隼金への統合（、ド成9隼4月）に伴う支援措筐引こ基づき、国共済、地   

共済、私学共済及び農林年金から惇／巨年金に納付される拠出金の合計額のことである。   

年金保険者拠出金   

旧三公社共済組合の共済年金の厚生年金への統合（平成9年4月）に伴う支援措置  

に基づき、国共済、地共済、私学共済及び農林年金が厚生年金に納付する拠出金のこ  

とである。この合計が1二記国共済組合連合会等拠出金収入である。  

○国共済と地共済の財政調整  

国共済と地共済の財政甲イ、‡の 一元化に伴い、平成16年10月から実施されている両   

制度l言i】の財政調整のことであり、費用負担の平準化のための財政調整（財政調整A）   

と年金給付に支障を来さないための財政調整（財政調整H）がある。この財政調整に   

よる拠出金が「財政調紫拠出金」、その受入れ額が「財政調整拠出金収入」である。  

○国共済＋地共済  

国共済と地共済は、平成16年度から財政甲イ立が 一元化され、財政再計算では国共   

済と地共済の財政を一体として扱って将束見通しが示されており、参考として、国   

共済、地共済各々の将来見通しも示されている。 一ノ庁、決算については国共済と地   

共済でそれぞれ仰別に行われている。 本報告では、国共済∴地共済合算分を「国共   

済＋地共済」と表記することとし、国共済、地共済の決算ヒアリングの結果を基に   

「［q共済」一地共済」の数伯を作成し、国共済、地共済それぞれに加え、「国共済＋地   

共済」についても実績と平成16年財政再計算結果との比較を行う。  
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付属資料◆用語解説  

○国庫・公経済負担  

公的年金各制度の基礎年金拠出金の3分の1（平成16年度から引上げに着手し、平   

成21年度までに2分の1へ引上げ。16年度以降の負担は基礎年金拠出金の3分の1   

から引き上げられている。）に相当する額、被用者年金制度にあっては昭和36年4月   

前の加入期間に係る給付に要する費用（恩給公務員等期間に係る費用は除く。）の一定   

割合（厚生年金は20％、国共済・地共済は15．85％、私学共済・旧農林年金は19．82％）   

に相当する額、国民年金にあっては国民年金の保険料免除期間に係る給付費の全額（全   

額免除期間）又は4分の1（半額免除期間）注1、20歳前障害に係る障害基礎年金の給   

付費の一部など住2を国庫又は地方公共団体等が負担するものとされており、これらの   

負担額のことである。  

なお、基礎年金拠出金の国庫・公経済負担割合が平成21年度までに2分の1に引き   

上げられることに伴い、平成18年7月より国民年金の保険料の多段階免除制度が導入   

されることと併せ、保険料免除期間に係る給付費の国庫負担割合も引き上げられるこ   

ととされている。  

注1 国民年金保険料免除期間に係る国庫負担  

（網掛け部分、太枠内が老齢基礎年金額に相当、平成18年6月まで）  

基礎年金拠出  

金に係る3分   

の1国庫負担  

萱草彬  
特別国庫負担  
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注2 上記以外の国庫・公経済負担の例  

・旧法国民年金の保険料免除期間に係る給付費に対するもの、旧法障害福祉年金等の40／100、   

優遇分（いわゆる嵩上げ（カサ上げ）加算分）の4分の1及び5年年金の8分の1  

・旧法被用者年金の老齢年金に相当する分のうち国民年金の嵩上げ相当分の4分の1  

・新法国民年金の付加年金に対するもの  

など  

○国庫負担の繰延べ  

過去においては、国の厳しい財政状況に鑑み、年金財政に支障が生じないよう配慮   

しつつ、やむを得ない措置として、厚生年金・国民年金の国庫負担の一部が繰延べら   

れた年度がある。  
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付属資料◆用語解説  

○国民年金、国民年金（国民年金勘定）、国民年金（基礎年金勘定）  

国民年金の被保険者は、第1片被保険者（第2号、第3号被保険者のいずれにも該   

当しない20歳以卜60歳未満の者。自営業者・農業者とその家族、学生、無職の人な   

ど）、第2号被保険者（被用者年金の被保険者。ただし、65歳以上で老齢給付の受給   

権を有する者は除く。）、第3ゝヨー被保険者（第2号被保険者に扶養されている20歳以仁   

60歳末満の配偶者）、任意加入被保険者である。  

国民年金の給付には、基礎年金勘定から支給される全国民共通の基礎年金（老齢基   

礎年金、障害基礎年令、遺族基礎年金）がある。圭た、L玉l民年金勘定から支給される   

第l弓一被保険者（任意加入被保険者を含む）に係る付加年金等の国民年金独自の給付   

や、昭和60年改iI二前のl口法による年金の給付がある。  

本報吾では、展礎年金勘定に係る事項については「国民年金（濃礎年金勘定）」と、  

Iq民年金勘定に係る事項については「国民年金」あるいは「国民隼金（国民年金勘定）」   

と表記する 。  

なお、単に「国民隼金」と呼ぶ場合には、国民年金全体という意味で用いる場合と、   

国民年金（国民年金勘定）という意味で用いる場合がある。  

○国民年金の実績推計  

国民年金の平成16牛財政再計算では、国庫負担繰延額などの未収部分については当   

初から積、▲差金額に加算され、給付費として基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自   

給付部分に1）いて示されている。  

そこで、将束見通しと比較するために、国民年金の決算ベースの実績に以下の修止   

を加えた「実績推計」が作成されている。   

1）某礎年金交付金を収支両面から除く。すなわち、収入から基礎年金交付金を除  

き、給付費から基礎年金交付金を控除する。  

2）積立金額に国庫負担繰延額を加える。  

3）収入から積立金より受入を除き、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金  

財源を控除する。  

4）2）の積立金額にさらに独、十行政法人への州資金のうち、将来の給付費等への充  

りうを予定している分を加える。  

○財政検証   

、1旬k13年3Jj16トj付けの閣議決定により、社会保障審議会年金数理部会で行うこ  

財政再計算時に行う検  とになった、 被用者隼金制度の安定惟、公や性の確保に閲し、   

証のことである。l廿社会保障制度審議会年金数理部会においても、、自責8隼3月8日  

付けの閣議決定において、同様のことを行うこととされていた。  

厚生年金、国民年金においては、今後は財政再  なお、平成16牛の制度政1I三により、   

亘上里の什組みに代わって、少なくとも5年ごとに、「財政の現況及び見通しの作成」を  

行うこととなった。このことについて財政検証と呼ばれる場合もある。  
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付属資料◆用語解説  

○財政再計算  

公的年金の保険料率及びその将来見通しは、給付に要する費用額等を予想し、将来   

にわたって財政の均衡が保たれるように計算されるものであるが、実際の被保険者数   

や受給者数、財政状況は必ずしも予想どおりとはならず、その場合、予定した長期的   

な収支均衡が図れない恐れがあることになるので、少なくとも5年に【一度、経済社会   

の変化・事業状況に基づき予想の前提を改めた上で再度計算し、収入と支出の長期的   

均衡が図られるよう、保険料率及び将来見通しを見直している。これが財政再計算で   

ある。給付設計の見直しなどの制度改正も併せて行われることが多い。  

なお、平成16年の制度改正で保険料水準固定方式となった厚生年金、国民年金は、   

今後は財政再計算の仕組みに代わって、「財政の現況及び見通しの作成」を行うことと   

なった。  

○財政の現況及び見通し  

平成16年の制度改正で、厚生年金、国民年金については、今後は財政再計算の仕組   

みに代わって、少なくとも5年ごとに、財政の現況及び財政均衡期間における見通し   

（以下、「財政の現況及び見通し」という。）の作成を行うこととなった。ここで、財   

政均衡期間とはおおむね100年間とされ、また、この財政の現況及び見通しが作成さ   

れた場合は、速やかに公表するものとされている。なお、この財政の現況及び見通し   

の作成時の次の作成時までの間に所得代替率が50％を下回るような給付水準となるこ  

とが見込まれる場合は、マクロ経済スライ  ドの調整の終ア等の措置を講ずるとともに、  

給付及び負担の在り方について検討することとされている。  

○財政融資資金繰上償還等資金財源  

平成17年度末に年金資金運用基金が解散することに伴い、年金住宅等融資事業等に   

係る財政融資資金からの長期借入金の繰上償還を行うなど、事業の廃止に必要となる   

費用等を厚生年金、国民年金から支出したものである。平成18年度以降は、年金住宅   

融資回収金等が厚生年金、国民年金の収入となる。  

○実質的な運用利回り  

年金制度においては、名目運用利回りが名目賃金上昇率を上回る分のことを実質的   

な運用利回りという。  

実質的な運用利回り＝（1＋名目運用利回り）／（1＋名目賃金上昇率）－1  

長期的にみると、年金給付費は名目賃金上昇率に連動して増加する。また、保険料   

及び国庫負担も名目賃金上昇率によって増加する。積立金がある場合は、その相対的   

規模を維持するためには名目賃金上昇率相当分を積み増すことが必要である。  

このため、実績と財政再計算結果との比較に当たり、運用利回りの実績を財政再計   

算が前提としている運用利回りと比較する際は、実質的な運用利回りについて行うこ   

とが適当である。  

－188 －   



付属資料◆用語解説  

○実質的な支出   

年金制度が、その本来の姿で、 すなわち保険料収入、運用収入及び国庫・公経済負   

担で賄うことになる支出のことである。  

実質的な支出＝給付費＋基礎年金拠出金一基礎年金交付金  

＋制度間調整拠出金桂 一制度間調整交付金注  

＋咋金保険者拠出金   一国共済組合連合会等拠什1金収入  

＋財政調整拠出金  一財政調整拠出金収入  

一迫加費用  

一職域等費用納付金  

（＝基礎年金拠出金＋独自給付費）   

なお、「実質的な支H1」における「実質的な」は、制度が社会保険方式として負担す  

るという意味の「実質的な」であって、「実質的な運用利巨－」り」における「実質的な」  

とは意味が異なる。  

注 制度間調整拠出金とは、被用者年金制度間の費用負担の調整に関する特別措置法（平成9   

牛1月1【1廃止）に妓づき、卜記調整交付金に要する費用に充てるため、厚生年金、各共済   

組合が厚生年金の制度間調整勘定に繰り人れる又は拠出する額のことである（精算措置があ   

るため平成11隼度まで発生する。）。  

また、制度間調整交付金とは、同法に基づき、厚生年金の制度間調整勘定から厚生年金、   

各共済年金に繰り入れられる又は交付される額のことである（精筒措置があるため平成11   

牛度まで発生する。）、、  

なお、被用者年金制度間の費用負担の調整に関する特別措置とは、老齢・退職年金のうち   

制度共通部ノ斜こ係る費用負担を調整するもので、平成元年の年金制度改正において、公的年   

金一元化が千fわれる圭での当面の地ならし措置として導入された。昭和59年の国家公務員   

共済組合法と公共企業体職員等共済組合法の統合に伴い、IH三公社共済（「1木たばこ産業共   

済、日本電信電話共済及び日本鉄道共済）が国共済の下に入り給付が揃えられることとなっ   

た際、国共済、口本たばこ共済、日本電電共済から国鉄共済に財政援助が行われることとな   

ったが、この財政援助を拡大したものである。）平成2年度から始去ったが、平成9年度から   

旧三公社共済統合に伴う支援措置が始まった際に廃止となった。  

○収支比率  

保険料収入と運用収入の計に対する、実質的な支出のうち自前で財源を賄わなけれ  

ばならない部分（すなわち実質的な支出から同庫・公経済負担を除いたもの）の比率  

である。  

実質的な支出一国庫・公経済負担  収支比率＝  

保険料収入＋運用収入  
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付属資料◆用語解説  

○償却原価法  

債券を額面金額よりも低い金額又は高い金額で取得した場合、差額が発生するが、   

これらの差額を償還期までに毎期、一定の方法で収益又は費用に加減する評価方法。  

○承継資産  

旧年金福祉事業団が財政投融資制度を通じて資金を借り入れ行っていた資金運用業   

務を、平成13年度に年金資金運用基金（平成18年度より年金積立金管理運用独立行   

政法人）が引き継いだことに伴い、同基金が旧年金福祉事業団から承継した資産（当   

初約26兆円）のことである（財政融資資金（l口年金資金運用部）への借入金の返済義   

務という債務と共に引き継いでいる）。この資金運用業務は、借入金の返済が終Fする   

平成22年度まで継続されることになっている。 年金資金運用基金は、平成13年4月   

に設立された厚生年金及び国民年金の年金積立金の運用を行う組織で、l口年金福祉事   

業団から承継した資産の運用も併せて行っている。  

○証券投資信託  

不特定多数の投資家の少額資金を集積して巨額の資金（ファンド）とし、これを証   

券投資の専門家の手に委ねて分散投資することで得た利益を、出資の割合に応じて投   

資家に還元する信託。  

○織域等章用納付金  

平成9年4月に厚生年金に統合された旧三公社共済（日本たばこ産業共済、11本電信電   

話共済及び日本鉄道共済）の共済年金（統合時点で受給権が発生しているものに限る。）   

は、統合前の国家公務員等共済組合法による職域年金部分及び恩給公務員期間等に係   

る部分も含めて厚生年金が引き継いで支給するものとされているが、このうち職域牛  

金遊金及び恩給公務員期間等に係る部分の給付に要する費用に充てる分として、l口  

公社共済の存続組合が厚生年金に納付する額のことである。  

○職域年金部分、職域部分  

共済年金（退職共済年金）の報酬比例部分の額は、厚生年金の給付乗率と同じ給付   

乗率で計算される額（厚生年金相当部分）に、別に定められた給付乗率を用いて計算   

される額を加算したものであるが、その加算額のことである。  

このような形となったのは、昭和61年4月の基礎年／金導入以後である。．基礎年金導   

入に伴い、従来の共済年金は、基礎年金のと乗せ分として報酬比例年金を給付する新   

共済年金に改められたが、新共済年金については、厚生年金と同様の年金額計算式か   

らなる分に職域年金分が加算される仕組となった。厚生年金と同じ算式による厚生年   

金相当分を2階部分、さらにその上乗せである職域年金部分を3階部分ということが   

ある。職域年金部分があるのは、元来、共済年金は、公的年金としての性格を有する   

と同時に、公務員制度等の一環としての年金制度という性格を有していることによる。   

なお、職域等費用納付金の額の計算の際に行われているように、l口法年金についても、  
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付属資料◆用語解説  

所定の方法で厚牛隼金和、当分と職域部分に分けて取り扱う場合がある。  

【惇／卜隼金村当部分と職域隼金部分の給付乗率】  

平成12隼改正三（5％適正化）後の  、杓戒12年改l上前の従前額計算用  

適用する  （従前離保障の仕組がある）  

職域年金部分  職域年金部分  
組合員期  惇生隼金  

酢主コ  相、当部分      柚、11部分      組合員期  組合fi期   組合員期  組合員期  
間が20叶  問が1年  問が20隼  間が1年  
以l二の者  以仁20隼  以仁の音  以1二20叶  

未満の音  未満の者   

平成15隼  
9．5・；1   0．475   0．238   10．00   0．5   0．25  

3月以前  ～   
＼   ～   ～   ～   ～  

7．125   1．′125   0．713   7．5   1．50   0．75   

平成15叶  
7∴粥）H   0．：う65   0．18ニ弓   7．692   0∴う85   0．192  

4月以後  
～   ～   ～   ～   ＼   ～  

5．4Rl   1．096   0．548   5．769   l．15∠4   0．577   

注1 生年月日に応じて異なるJ  
注2 、杓戒15イト＝jの総報酬制導入に什い、隼金額は組合員期l～jjを標準報酬月額を用いる15年3ノJ   

以前の期間と酋／ノーを含んだ標準報酬を川いる15隼′1月以後の期間とに分けて計算される、  

○政府負担金  

昭和60年の厚生隼金保険法げ）改1f三により、経過的に厚／巨隼金基金は免除保険料に見   

合う以仁の代行給付を行うこととなったことから、経過的な財政調整措置として政府   

が負担することとなった額をいう。すなわち、免除保険料率は、一律に給付乗率10／1000   

から［副本負抑を差し引いた8／1000分を展衝こ算定されていたが、目什和60年以降の改  

1トによって、昨挿116l～平成1牛午度の期間については給付乗や7．5／／′1000、平成15、16   

年度の期間については5．769／／1000（総報酬制に什い、一律1．3分のlで換算）、平成17   

年度以降の期間については5．481／′1000（免除保険料凍結解除に作い、平成12年改1トの   

律5％リl卜げをノ文映）を基準として算定されることとなった。このため生年月F！と加   

入期間の「メ：分に応じて定められている代行給付の給付乗率のうち経過的に免除保険料   

率の算定の基準を超える部分等の劉附こついては、展／金がその給付を子fう際に、厚生   

保険特別会計から政府負担金として基金に交付されることとなったものである。  

〔「代行部分」、「免除保険料」の項を参照。〕  

○総合車用率   

実質的な支出のうち＝前で財源を賄わなければならない部分（すなわち実質的な友  

旧から国庫“公経済負捏を除し、たもの）の標準報酬総額に対する比率である。積）一主食  

放びその運川収入がない状態で、車隼度ごとに完全な賦課ん∫しの財政運常を行った場  

合の保険料ヰ㍉こ柑、！うすることから、純賦課保険料率と言われることもある。  

実質的な支持1一国庫・公経済負担  
総合費用率＝   ×100   

標準報酬総額  
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付属資料◆用語解説   

なお、自営業者等を対象とする国民年金については、標準報酬という概念がないこ  

とから、総合費用率は定義されない。  

○代行部分   

厚生年金基金が老齢厚生年金（報酬比例部分）の給付のうち、国に代わって支給す   

る部分のことである。厚生年金基金は、老齢厚生年金（報酬比例部分）の給付のうち、   

物価水準の変動に対応した給付改善分であるスライド部分、及び過去の賃金水準を現   

在の水準に見直すことによる給付改善分である再評価部分を除いた部分を、国に代わ   

って支給する仕組みとなっている。厚生年金基金が代行部分に加えて独自に上乗せし   

ている給付はプラス・アルファ部分と呼ばれる。代行部分の給付は免除保険料と経過   

的な政府負担金で賄われる。   

〔「免除保険料」、「政府負担金」の項を参照。〕  

○単年度収支状況   

年金数理部会が公的年金各制度から報告を受けた財政収支状況を年金財政の観点か   

ら制度横断的に比較・分析したものである。これは、厚生年金、国民年金（国民年金   

勘定）の「積立金より受入」及び国民年金（基礎年金勘定）の「前年度剰余金受入」   

を除いて算出した単年度の収支状況を示している。  

○追加費用   

国共済と地共済の制度発足（それぞれ昭和34年、同37年）前の恩給公務員期間等   

に係る給付費について、 国及び地方公共団体等が当時の事業主として負担している費   

用のことである。整理資源ということもある。  

○通老・通退相当   

「老齢・退年相当と通老・通退相当」の項を参照。  

○積立金相当額納付金   

平成9年4月の旧三公社共済（日本たばこ産業共済、日本電信電話共済及び日本鉄   

道共済）の共済年金の厚生年金への統合に伴う移換金について、旧三公社共済の存続   

組合が分割して行っている納付金と、平成14年4月の旧農林年金の厚生年金への統合   

に伴う移換金について、旧農林年金の存続組合が納付した概算納付金及び精算納付金   

のことである。  

○積立度合   

前年度末に保有する積立金が、国庫・公経済負担や追加費用を含めた実質的な支出   

総額（実質的な支出十追加費用）の何年分に相当しているかを示す指標である。  

」
r
亘
、
、
イ
■
′
－
－
■
↓
 
 

－192 －  



付属資料◆用語解説  

前年度末積立金  
積立度合＝   

実質的な支出＋追加費用  

○積立比率   

実質的な呈出のうち自前で財源を賄わなければならない部分（すなわち実質的な支   

出から国庫・公経済負担を除いたもの）に対する前年度対こ保有する積立金の比率で  

ある。前年度末の積立金が、当年度の実質的な支出のうち自前で財源を賄わなければ  

ならない部分の何年分に相当するか表す指標である。  

前年度末積立金  
積立比率＝   

実質的な支出一国庫・公経済負担  

○独自給付費  

実質的な支出から基礎年金拠出金を控除したもののことである。実質的な支出から  

制度横断的に給付と負担を行う仕組みである基礎年金制度に係る負担（基礎年金拠出  

金）を除外したものである。  

独自給付費二実質的な支出一基礎年金拠出金  

○独自給付費用率  

独自給付費のうち保険料収入・運用収入によって賄う部分（すなわち独自給付費か   

ら国庫・公経済が負担する部分を除いたもの）の標準報酬総額に対する比率である。  

国庫・公経済  

負担分除く  
実質的な支出一同庫・公経済負担一基礎年金拠出金  

独自給付費用率＝  ×100  
標準報酬総額   

○特別国庫負担   

本文「図表2－1－20」の特別国庫負担など、基礎年金拠出金を算定する際に基礎年金  

超止盈と畢礎年金相当給付費の合計から控除する額のことを特別国庫負担と呼ぶ（基  

礎年金拠出金の3分の1（平成16年度から引上げに着手し、平成21年度までに2分   

の1へ引上げ）に相当する額に係る国庫負担は、ここには含まれない。）。国民年金の   

保険料免除期間に係る給付費や20歳前障害に係る障害基礎年金の給付費に関する国庫   

負担、l［1国民年金法の老齢年金の嵩上げ加算分や5年年金の給付費に関する国庫負担   

など、基礎年金給付費又は基礎年金相当給付費に含まれる費用に関する国庫負担のこ  

とである。   

なお、このほかに、国民年金の付加年金に係る給付費や被用者年金の昭和36年4月  

前期間に係る給付費など、基礎年金給付費及び基礎年金相当給付費に該当しない給付  

費に関する国庫負担もある。  

〔⇒補足 国庫が負担する費用一覧 参照〕  
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○特別支給の老齢・退職年金  

昭和61年の年金改正により、老齢・退職年金の支給は原則65歳からになったが、   

旧制度から新制度に移行する間、経過的に60～64歳の間に支給される、いわゆる「60   

歳代前半の老齢厚生年金・退職共済年金」のことである。65歳以降支給される「本来   

支給」に対して、「特別支給」として区別される。特別支給の老齢・退職年金は、加入   

期間に応じて計算される「定額部分」、平均標準報酬額と加入期間に応じて計算される   

「報酬比例部分」、「加給年金往」で構成される。   

特別支給の老齢・退職年金は、定額部分の支給開始年齢が平成13年度から、報酬比   

例部分の支給開始年齢が平成25年度から、それぞれ生年月目に応じて61歳から64歳   

に段階的に引き上げられ、最終的には65歳支給開始の本来支給の年金のみとなる。な   

お、厚生年金のうち女性についてはそれぞれ5年遅れで引き上げられる。  
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〔⇒図3 特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢 参照〕  
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注 加入期間が20年（中高齢の特例の場合15～19年）以上ある年金の場合、生計を維持され   

ている65歳末満の配偶者または18歳末満（18歳の誕生日の属する年度末まで）の子、20   

歳未満で1級・2級の障害の子が いるときに加算される年金額。  

○年金種別責用率  

実質的な支出の中で自  前で財源を賄わなければならない部分（すなわち実質的な支  

出から国庫・公経済負担を除いたもの）のうち、各年金種別の給付（老齢給付、障害  

給付、遺族給付）に相当する額の、標準報酬総額に対する比率である。  

（実質的な支出一国庫・公経済負担）のうち老齢給付に相当する額  老齢費用率＝  ×100  
標準報酬総額  

（実質的な支出一国庫・公経済負担）のうち障害給付に相当する額  障害費用率＝  ×100  
標準報酬総額  

（実質的な支出一国庫・公経済負担）のうち遺族給付に相当する額  遺族費用率＝  ×100  
標準報酬総額  

（注：拠出金は、老齢給付・障害給付・遺族給付のいずれにも含まれない）   

年金制度の成熟の度合‘を示す指標である年金扶養比率を見る際に、遺族年金や障害  

年金を受給している人数が含まれていないことから、年金扶養比率を補完する指標と  

して新たに考案された指標である。   

なお、総合費用率と年金種別費用率には、以下のような関係がある。  
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総合費用率＝老齢費用率＋障害費用率＋遺族費用率＋その他（拠出金）の費用率  
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○年金総額   

ある時点においてとらえた受給権者又は受給者（受給権者のうち、全額支給停止さ   

れていない者）について、 その時点で裁定済の受給権ベースの年金額（年額）を総和  
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付属資料◆用語解説  

したものである。したがって、受給者の年金総額には 一部支給停11二されている金額も  

含んで表章している。受給権者の年金総額と受給者の年金総額との差は全額停止され  

た年金額の総和である。   

なお、これは、受給者に実際に支給される隼金の給付に要する費用を財政収支の支  

出耳汗1として捉えた追辻堂とは別の概念であり、その差は、卜で述べた一部支給停1ヒ  

額や各年度内での新規裁定や失権といった支給状況の違いにより発生する。  

○年金扶養比率  

被保険者数と老齢・退年相当の受給権有数の比率である。1人の老齢・退年相当の   

受給権者を、何人の被保険者で支えているかを表す指標である 

年度末被保険者（組合員・加入者）数  隼金扶養比率＝   
年度末老齢・退職年金受給権音数（老齢・退年相当）  

〔保険に係る隼金扶養比率 参照〕  

○年金保険者拠出金  

「国共済組合連合会等拠Jii金収入，隼金保険者▲拠巨1金」の項を参照。  

○平均年金月額  

年金総額を受給権者数（または受給者数）で除することにより平均年金額を求め、   

これを12で除した金額をいう。（惇生年金においては、基金代行分が含まれている。）  

ここで、各制度における年金総額は、）当該制度から給付されるl口法及び新法・年、紺J   

支給の定額部分 （1階部分）を含んでいるが、国民年金（基礎年金勘定）から給付さ   

れる基礎年ノ金分は含んでいない。そこで、1階部分を含めた年令の水準をみるため、   

「隼金総額＿」に「、11該受給権者（受給者）のうち基礎年金対象者に係る基礎年金の年   

金総額（推計値）－f」を加えた額を分7一として川いた「基礎年金を含む平均年金月蝕」   

を算出している。  

注 基礎隼金の隼金総額（推計値）は、1該制度の加入期間に限定した分ではなく、全期間に  

係る展礎年金額全体を計上している。  

○報酬、賞与．、総報酬  

報酬・賞与  

被用者年金制度で、保険料や給付算定の鹿礎となるもの。  

「報酬」は、賃金、給料、俸給、手、1等、被保険者が労働の対償として受け取る  

ものすべてを含むが、そのうち臨時に受け取るもの及び3月を超える期間ごとに受  

け取るIl賞与」は含まれない。なお、地共済では、報酬の代わりに給料が使われて  

いる。これは各地方公共団体等が定めた給料表によるものであり、報酬には含まれ  
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付属資料◆掛  

る各種の手当ては含まれていない（このため、給料にかかる保険料率や平均給与月  

額算定における給料に一定割合（1．25）を乗じて調整している。 ＊参照）。私学共  

済では給与と称しているが、報酬と同じ概念である。  

「賞与」は、被保険者が労働の対償として受けるすべてのもののうち3月を超え  

る期間ごとに受け取るものを言う。  

公的年金制度では、平成14年度までは、標準報酬月額ベースだったが、平成15  

年度からは賞与も含めた総報酬ベースとなっている。  
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 公的年金制度での報酬等  

厚生年金   国共済   地共済   私学共済   

報酬   報酬   給料 ＊   給与   

賞与   期末手当等  期末手当等  賞与  
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穆標準報酬月額・標準賞与額   

標準報酬月額は、被保険者の報酬月額をいくつかの階級に当てはめたものであり、  

現在、第1級（9．8方円）～第30級（62万円）の30区分である。また、標準賞与  

額は、賞与の千円未満の端数を切り捨て、150万円が上限である。保険料は、これら  

の額に保険料率を乗じて徴収される。   

標準報酬月額と標準賞与額を合わせたものが標準報酬（総報酬）。年度間累計値や、  

それを12で割ったもの（総報酬ベース・月額）が使われる。   

年金額の算定では、全被保険者期間の標準報酬月額と標準賞与額に賃金スライド  

や物価スライドを含めた再評価が考慮された、「平均標準報酬額」が用いられる。な  

お、平成14年度までの期間については「平均標準報酬月額」が用いられ、年金額は  

その前後の期間で別々に計算され、合算される。また、平成15年度から総報酬制に  

なったが、本報告では、過去からの推移をみるため、標準報酬月額ベース（く 〉書  

き）と総報酬ベースの両方を合わせて表示している  
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＊ 地共済では、報酬の代わりに手当を含まない給料を使用しているが、給付ではその元とな   

る平均給料月額として給料の1．25倍に賞与を加えスライド等の再評価を加えたものを使用し、   

保険料率は手当を含んでいない分高く設定されている。なお、この1．25という数値は、諸手   

当の割合を考慮して、地共済法施行令（第23条第1項）及び同施行規則（第2条の3）で定   

められている。  

また、他制度と比較するため、地共済の数値については、給料×1．25を標準報酬月額とし、   

保険料率は給料に係る料率を1．25分の1に換算して使用している。  
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○包括信託  

財産（金銭、有価証券、金銭債権、動産、土地及びその定着物、地上権・土地の貸   

借権）について、種類を異にする2以上の財産を1の信託行為により引き受ける信託。   

（例えば、金銭と有価証券を同時に信託するといった場合。）  
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付属資料◆用語解説  

○保険に係る年金扶養比率   

年金扶養比」室を「支出額から追加費用を控除した額の支出額に対する割合」で除し   

た換算値である。ここで、支出額とは  

支出額＝給付費十基礎年金拠出金一基礎年金交付金   

のことである。  

年金扶養比率  
保険に係る年金扶養比率   

支出額一迫加費用  

支出額   

国共済、地共済においては、制度発足前の恩給公務員期間等を引き継いだことにより、制  

度発足当初から年金受給者が多く発生する仕組みとなっている。そのため、年金扶養比率が  

低くなる。この影響を除いて保険制度としての年金扶養比率をみるため、恩給公務員期間等  

に係る給付費用である「追加費用」を用いて換算したものである。   

【参考】  

○国共済の年金扶養比率  

区分   1～）95  1996  1997  1998  1999  2000  2001  2002  2003  2004  2005   

年金扶養比率  1．99  1．97  1．95  1．92  1．91  1．89  1．85  1．81  1．76  1．73  1．71   

保険に係る  金扶養比率  3．15  こi．01  2．99  2．94  2．83  2．73  2．61  2．5ニう  2．43  2．32  2．26   

○地共済の年金扶養比率  

区分   1995  1996  1997  1998  1999  2000  2001  2002  2003  2004  2005   

年金扶養比率  2．6∠1  2．59  2．52  2．45  2．40  2．32  2．2・′1  2．16  2．09  2．00  1．95   

保険に係る 年金扶養比率  ∫i．30  1．23  ・1．06  3．81  こi．61  3．‘41  3．23  3．06  2．86  2．67  2．55   
出所 社会保障審議会年金数理部会「財政状況一国家公務員共済組合－」、「財政状況一  

地方公務員共済組合一」各年度  

○保険料水準固定方式  

保険料（率）の引上げ過程及び最終保険料率をあらかじめ決めてしまい、それによ   

る収入の範囲内で財政の均衡が図られるよう給付を調整することにより財政計画を立   

てること。厚′生年金、国民年金について平成16年改正で、給付水準を調整するマクロ  

経済スライドとともに導入された。なお、厚生年金、国民年金について平成16年の制  

度改正までは、給付が先に決まり、財政の均衡を保つよう必要な保険料率が後から定  

まる方式がとられていた。  

○マクロ経済スライド  

社会全体の年金制度を支える力の変化と平均余命の延びに伴う給付費の増加という   

マクロでみた負担能力と給付の規模の変動に応じて給付水準を調整するという考え方。   

公的年金の年金額は、被用者年金制度全体の手取り賃金の伸びや物価の変動を考慮し   

て改定が行われるが、その改定の ▲部を、スライド調整率（注）を基として調整するも  
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付属資料◆用語解説 

の。マクロ経済スライドによる給付水準の調整は、財政の均衡が図られるまでの一定   

期間（以後、調整期間という。）、年金の改定率を抑制することにより行われる。共済   

年金も厚生年金と同じ期間同じ調整が行われる。  
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注 スライド調整率は、「公的年金の被保険者数の減少率の実績（3年平均）」と「平均余命の   

延びを勘案して設定した一定率（0．3％）」との合計で設定される。   

なお、マクロ経済スライドによる給付水準調整は、このスライド調整率を指標として行わ   

れるが、  

・賃金水準や物価水準が低下した場合には、給付水準調整を行わないこと  

・賃金水準や物価水準が上昇した場合でも、機械的にスライド調整率を適用すると年金の改   

定率がマイナスとなる場合は、年金の名目額を引き下げることはしないこと   

とされている。  
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○みなし基礎年金給付費［＝基礎年金相当給付費］   

「基礎年金相当給付費」の項を参照。  
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○免除保険料   

厚生年金基金ごとに定められている「免除保険料率」に相当する額のことである。   

厚生年金基金は厚生年金の給付の一部を国に代わって支給（代行給付）することから、   

厚生年金基金の加入員の厚生年金の保険料は、代行給付を賄うために必要な保険料率   

を基に決定される「免除保険料率」を控除した保険料率で計算するものとされている。   

なお、国民年金の保険料の免除とは異なる。  

〔「代行部分」、「政府負担金」の項を参照。〕  
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注 免除保険料率は2．4％～5．0％の範囲で厚生労働大臣が厚生年金基金ごとに決定。  

○有価証券信託   

信託の引受に際し、有価証券を信託財産として受け入れる信託。  

○有限均衡方式   

年金の財政が一定期間で均衡するように、保険料（率）や給付水準等を決めて財政   

計画を策定する方法。平成16年の制度改正で導入された。なお、平成16年の制度改   

正までは、将来にわたるすべての期間で収支の均衡が図られるように財政計画を策定   

する方法（永久均衡方式）がとられていた。  
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○老齢t退年相当と通老一通退相当   

老齢・退年相当とは、当該制度の被保険者期間が老齢基礎年金の資格期間を満たし   

ている（経過措置（現在は20年以上）及び中高齢の特例措置（15年以上）も含む）   

新法の老齢厚生年金及び退職共済年金、並びに旧法の老齢年金及び退職年金のことを  
姦
凄
け
し
山
一
丹
王
止
r
・
篭
 
 
 

－198 －  



付属資料◆用語解説  

いう。 これらの年金の受給権者のことを指す場合もある。   

通老・通退柑ソうとは、当該制度の被保険者期間が老齢・退年相判こ満たない新法の  

老齢厚生年金及び退職共済年金、並びにIlJ法の通算老齢年金及び通算退職年金のこと  

をいう。これらの年金の受給権者のことを指す場合もある。  
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付属資料◆用語解説  
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図1 被用者年金の給付構造‘（老齢・退職年金の場合）  

1 新法年金   
・原則、昭和61年4月1日時点で60歳末偶の者（大正15年4月2日以降生まれ）の老齢・退職年金  
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（1）65歳未満の者 特別支給の老齢厚生年金・退職共済年金  

被用者年金の額（網掛け部分）  

被保険者期間   
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○ 平成13年度末時点（厚生年金の女性は18年度末時点）で60歳の者から、定額   

部分・加給年金の支給開始年齢が生年月日に応じて引き上げられており、定額部   

分の支給開始年齢に到達するまでの間、定額部分・加給年金は支給されない。  

被用者年金の額（網掛け部分）  
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付属資料◆用語解説  

（2）65歳以上の者 老齢厚生年金■退職共済年金と老齢基礎年金  

被用者年金の額（網掛け部分）  

注 平成21年度までに1／2へ引き上げられることとされている。  

旧法年金（旧厚生年金の老齢年金、旧共済年金の退職年金）  

被用者年金の額（網掛け部分）  

r‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾■■●－－■－■－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  

t  

： 老齢基礎年金をこ相当する部分  

（1膏国庫負担往）  

被保険者期間  

注＋平成21年度までに1／2へ引き上げられることとされている。  

〔⇒「給付費」の項を参照。〕  
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図2 公的年金制度の財政収支（概念図）  （基礎年金相当  

部分以外）  
目法適用  

受給者  
（旧法年金〕－  共済年金  

国共済，地共済，   

私学共済  
●●●●●●●●●●●●  

：運用収入，・  
；∴∴し1∴し…  

組合員等  

及び事業主  
（基礎年金相当部分）  保険料収入  ■■■  

・【新法年金〕…・・∴こごこ  
；（本来支給）  

■【新法年金〕…一…－≒………＝・t＝  
国庫・公経済負担  新法適用  

受給者   

■lltllll】lllllll  

（特別支給）  

事業主とし  

ての国・地方  

公共団体等   

基礎年金拠出金  
追加費用  

（基礎年金）  

年金保険者拠出金  

国共済組合連合会等   拠出金収入  
（基礎年金相当  

部分以外）  

（旧法年金〕・ （新法年金）・ l【新法年金）■  

旧法適用  

受給者  被保険者  
及び事業主  

l（基礎年金相当部分）  
●■■t■■■■  

暮 ；（本来支給）  
llllt■－ ■■■■－■－■■－－■●■  

保険料収入  厚生年金   

●●●●●●●●●●●●  

金； ●●●●●●●●●●●I  

国
庫
・
公
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済
 
 

－
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－
 
 

国庫負担  
新法適用  

受給者  

tlllllllllllll11  

（特別支給）   

基礎年金拠出金  
積立金相当額納付金 職域等費用納付金  （基礎年金）   

（基礎年金相当  

部分以外）  

国民年金  

臼法適用  

受給者  

（旧法年金）－ ・【新法年金1・   

国民年金勘定  

●●●●●●●●●●●●  

J∴∴  

給付費  l（基礎年金相当部分）  
∫●■ヽ  保険料収入  

（付加年金等）  
新法適用  

受給者  

基礎年金拠出金 （特別国庫負担相当額を含む）  

国庫負担  （基礎年金）  

基礎年金勘定  基礎年金交付金  
基礎年金給付費  

日法年金の基礎年金相当部分  
（新法基礎年金分）  

の給付責（みなし  

責）に充てられる  

〔⇒「基礎年金拠出金」、「基礎年金交付金」の項を参照。〕  

1  
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付属資料◆用語解説  

図3 特別支給の老齢厚生年金の支給開始年齢  

〔網掛け部分 特別支給の老齢厚生年金〕   

61歳  65歳  

報酬比例部分  老齢厚生年金  

老齢基礎年金  

男性：昭16，4．2～昭18．4，1に生まれた人   

女性：昭21．4．2～昭23．4．1に生まれた人   

60歳  62歳  65歳   

男性：昭28．4．2～昭30．4．1に生まれた人  

女性：昭33．4．2～昭35．4．1に生まれた人  

62歳  65歳  

報酬比例部分  老齢厚生年金  

老齢基礎年金  

男性：昭18．4．2～昭20．4．1に生まれた人   

女性：昭23．4．2～昭25．4．1に生まれた人   

60歳  63歳  65歳   

男性：昭30．4．2～昭32．4．1に生まれた人  

女性：昭35．4．2～昭37．4．1に生まれた人  

63歳  65歳  

男性：昭20．4」2～昭22．4．1に生まれた人   
女性：昭25．4」2～昭27．4．1に生まれた人   

60歳  64歳65歳   

男性：昭32．4．2～昭34．4．1に生まれた人  
女性：昭374．2～昭39．4．1に生まれた人  

64歳65歳  

老齢厚生年金  

老齢基礎年金  

男性：昭22，4．2～昭24．4．1に生まれた人   
女性：昭27．4．二！～昭29．4．1に生まれた人   

60歳  65歳  

男性：昭344．2～昭36．4．1に生まれた人  

女性：昭39．4．2～昭41．4．1に生まれた人  

65歳  

男性こ昭36．4．2以後に生まれた人  
女性：昭41．4．2以後に生まれた人  

男性二昭24．4．：！～昭28．4．1に生まれた人  
女性：昭29．4．2～昭33．4．1に生まれた人  

注1特別支給の老齢厚生年金の定額部分には加給年金も含まれる。  

注2 退職共済年金の場合、支給開始年齢は男女同じで、  

女性も上の男性の生年月日区分に応じた支給開始年齢となる。  
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付属資料◆用語解説  
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 ○定額部分の支給開始年齢の引上げ  

定額部分の   厚生年金（男性）、   
支給開始年齢   共済年金（男性、女性）   

厚生年金（女性）  

61歳   平成13年度   平成18年度   

62歳   平成16年度   平成21年度   

63歳   平成19年度   平成24年度   

64歳   平成22年度   平成27年度   

65歳   平成25年度   平成30年度   
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○報酬比例部分の支給開始年齢の引上げ  

報酬比例部分の   厚生年金（男性）、   
支給開始年齢   共済年金（男性、女性）   

厚生年金（女性）  

61歳   平成25年度   平成30年度   

62歳   平成28年度   平成33年度   

63歳   平成31年度   平成36年度   

64歳   平成39年度   

65歳   平成37年度   平成42年度   
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注 各支給開始年齢に引き上げられる年度である。  
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〔⇒「特別支給の老齢・退職年金」の項を参照。〕  
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付属資料◆用語解説  

補足  

国庫が負担する費用一覧（国民年金及び厚生年金の場合）  

1 いわゆる3分の1国庫負担が対象とする費用  

○基礎年金の給付に要する費用熟1、駐2のうち、被用者年金制度が負担する部分以外の分の1／3   

弓∴う［国民年金法（以F特に断りがない限り国民年金法を指す）第85条第1項第1号］  

○基礎年金の給付に要する費用隷1、掠2 のうち、被用者年金制度が負担する部分（国民年金への   

基礎年金拠出金として負担）の1／3数：う［厚生年金保険法第80条第1ぢ一，第94条の2第1   

項］  

※1基礎年金の給付に要する費用とみなされる給付費（底礎年金相当給付費）を含む。  

・旧法国民年金の給付費のうち基礎年金に相当するものとみなされるもの（昭60附則第35  

条第4項）  

・旧法厚生年金による給付費のうち基礎年金に相当するものとみなされるもの（昭60附則  

第35条第3噴）  

※2ただし、次の2で●を付した費用の額は、別途国庫負担の対象となることからここから   

は除かれる。［第85条第1項第l弓－、昭60附則第34条第2項］  

※3平成16牛年金制度改1仁により、平成21年度までに展礎年金への国庫負担割合が3分の   

1から2分の1に引上げられることとされている。  

2 3分の1国庫負担以外の国庫負担が対象とする責用  

（基礎年金関連）  

●保険料全額免除期間に係る老齢基礎年金の給付費の全額［第85条第1項第2号］  

●保険料半額免除期間に係る老齢基礎年金の給付費の1／4［第85条第1項第2号］（平成14年4   

月1日より）  

●20歳前障害に係る障害展礎年金の給付費の40／100［第85条第1項第3弓一］  

●lH障害福祉年金が裁定替えされた障害基礎年金及び旧母子福祉年金等が裁定替えされた遺族   

基礎年金の給付費の政令で定める割合（40／100）［昭60附則第34条第1項第2号］  

態老齢基礎年金の給付費のうち、老齢福祉年金相当額の下支えに要する部分の全額［昭60附則   

第34条第1項第3号］  

（新法国民年金）  

○付加年金等の給付費の1／4［昭60附則第34条第1項第1号］  
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付属資料◆用語解説  

（旧法国民年金）  

●旧国民年金の給付費で免除期間に係る部分の全額［昭60附則第34条第1項第4号］  

●老齢福祉年金相当額の下支えに要する部分の全額［昭60附則第34条第1項第5号］  

●嵩上げ加算分の1／4相当分［昭60附則第34条第1項第5号］  

●5年年金の給付費の1／8［昭60附則第34条第1項第7号］  

●昭48附則第12条第2項で計算される老齢年金、10年年金に係る通算老齢年金の差額分の1／4  

［昭60附則第34条第1項第8号］  

○付加保険料納付済期間に係る老齢年金及び通算老齢年金の給付費の1／4［昭60附則第34条第  

1項第6号］  

○老齢福祉年金の給付費の全額［昭60附則第34条第1項第9号］  

（旧法厚生年金）  

○昭和36年4月1日以前の期間に係る給付費のうち20／100（第3種被保険者期間については   

25／100）［昭60附則第79条第1号］   

（注）国共済・地共済は15．85％、私学共済・旧農林年金は19．82％  

○旧厚生年金保険の老齢年金の給付費のうち、旧国民年金の老齢年金の嵩上げに相当する部分の  

1／4［昭60附則第79条第2号］  
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